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三 重 県





現行条文（令和3年版） 新条文（令和4年版） 
改定理由 

編 章 節 条 項 
項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項 

項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 新条文 

1 1 1 10 5 1 5.施工体制台帳 受注者は、所定の様式により施工体制台帳を作成し工事現場に備

えるとともに、監督員にその写しを当該工種施工開始前までに、

提出しなければならない。添付書類については提出する必要はな

いが、監督員、検査員等により提示を求められた場合は速やかに

応じなければならない。 

1 1 1 10 5 1 5.施工体制台帳 受注者は、所定の様式により施工体制台帳を作成し工事現場に備

えるとともに、監督員にその写しを当該工種施工開始前までに、

提出しなければならない。添付書類については提出する必要はな

いが、監督員、検査員等により提示を求められた場合は速やかに

応じなければならない。 

 

フォント修正

1 1 1 10 6 1 6.施工体系図（2） 施工体系図に記述する工事内容は、契約図書の工種区分との対比

がわかりやすいように記述すること。ただし、詳細になりすぎな

いように留意する。 

1 1 1 10 6 1 6.施工体系図（2） 施工体系図に記述する工事内容は、契約図書の工種区分との対比

がわかりやすいように記述すること。ただし、詳細になりすぎな

いように留意する。なお、施工体系図提出毎の施工計画書の変更

は必要ないものとする。 

 

1 1 1 19 7 1 7.建設副産物情報交

換システム

受注者は、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建

設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物を搬入または搬出す

る場合には、施工計画作成時、工事完了時に必要な情報を建設副

産物情報交換システムに入力するものとする。 

1 1 1 19 7 1 7.建設副産物情報交

換システム

受注者は、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建

設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物、建設発生土を搬

入、搬出する場合には、施工計画作成時、工事完了時に必要な情

報を建設副産物情報交換システムに入力するものとする。 

誤植 

1 1 1 19 11 1 11.建設副産物情報交

換システムの活用

受注者は、施工計画書提出時、及び工事完成時に、発注者への報

告書式として、建設副産物情報交換システムのCOBRIS機能を使用

して、「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」

を作成・印刷し、発注者に提出するものとする 

1 1 1 19 11 1 11.建設副産物情報交

換システムの活用

受注者は、施工計画書提出時、及び工事完成時に、発注者への報

告書式として、建設副産物情報交換システムのCOBRIS機能を使用

して、「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」

を作成し、発注者に提出するものとする 

1 1 1 19 12 1 12.舗装切断時の排水

処理

受注者は、アスファルト・セメントコンクリート舗装切断作業に

伴い、切断機械から発生する排水については、排水吸引機能を有

する切断機等により回収するものとする。回収された排水につい

ては、関係機関等と調整の上、適正に処理するものとし、運搬・

処理方法については、事前に監督員と協議するものとする。な

お、処理にあたっては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和45年法律第137号）に基づき、産業廃棄物の排出事業者（受

注者）が産業廃棄物の処理を委託する際、排出事業者（受注者）

は、その責任において、適正な処理のために必要な廃棄物情報

（成分や性状等）を把握し処理業者に提供するものとする。 

1 1 1 19 12 1 12.舗装切断時の排水

処理

受注者は、アスファルト・セメントコンクリート舗装切断作業に

伴い、切断機械から発生する排水については、排水吸引機能を有

する切断機等を使用する事により回収するものとする。回収され

た排水については、関係機関等と調整の上、適正に処理するもの

とし、運搬・処理方法については、事前に監督員と協議するもの

とする。なお、処理にあたっては、「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（昭和45年法律第137号）に基づき、産業廃棄物の排出事

業者（受注者）が産業廃棄物の処理を委託する際、排出事業者

（受注者）は、その責任において、適正な処理のために必要な廃

棄物情報（成分や性状等）を把握し処理業者に提供するものとす

る。 

フォント修正

1 1 1 27 1 1 1.安全指針等の遵守受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審

議官通達、令和3年3月）、建設機械施工安全技術指針（国土交通

省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画課

長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工指針（社）日本

埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針（社）日本潜水協会」

及び「作業船団安全運航指針（社）日本海上起重技術協会」、JIS

A 8972（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の

安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らなければならな

い。ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を超えて受注者

を拘束するものではない。 

1 1 1 27 1 1 1.安全指針等の遵守 受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審

議官通達、令和4年2月）、建設機械施工安全技術指針（国土交通

省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画課

長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工指針（社）日本

埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針（社）日本潜水協会」

及び「作業船団安全運航指針（社）日本海上起重技術協会」、JIS 

A 8972（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の安

全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らなければならない。

ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を超えて受注者を拘

束するものではない。 

諸基準類の改定にともなう 

1 1 1 27 22 2 22.情報BOX等の埋設

管路の事故防止

本項目は、三重県が管理する国道等に埋設及び添架されている情

報BOX・IRN（以下「情報BOX」という）施設の周辺で行われる工事

による事故を未然に防止し、これら施設の安全確保及び各種管理

台帳の精度の一層の充実を図るために、統一的な手順・方法・確

認等を取りまとめたものである。 

1 1 1 27 22 2 22.情報BOX等の埋設

管路の事故防止

本項目は、三重県が管理する河川、ダム、砂防、道路及び公園等

に敷設（添架）されている情報BOX・IRN（以下「情報BOX」とい

う）施設の周辺で行われる工事による事故を未然に防止し、これ

ら施設の安全確保及び各種管理台帳の精度の一層の充実を図るた

めに、統一的な手順・方法・確認等を取りまとめたものである。 

1 1 1 27 22 4 ①情報BOXが埋設されている区間において、掘削及び付属物の建込

みを伴う工事(路面切削工・舗装打替工・管路推進工・舗装切断等

を含む。)

1 1 1 27 22 4 ①情報BOXが埋設されている区間において、掘削及び付属物の建込

みを伴う工事(路面切削工・舗装打換え工・管路推進工・舗装切断

等を含む。)

1 1 1 27 22 11 4) 受注者は、3）の結果に基づき、監督員及び入溝者（代表者が

決定している場合は代表者でも可とする。）の立ち会いのもと埋

設物件の試掘位置を(3)1）項に基づき決定するとともに、情報BOX

の［試掘に係る確認書］（以下「確認書」という)を取りまとめ、

監督員に報告しなければならない。

1 1 1 27 22 11 4) 受注者は、3）の結果に基づき、監督員及び入溝者（代表者が

決定している場合は代表者でも可とする。）の立会のもと埋設物

件の試掘位置を(3)1）項に基づき決定するとともに、情報BOXの

［試掘に係る確認書］（以下「確認書」という)を取りまとめ、監

督員に報告しなければならない。

1 1 1 27 22 17 7) 監督員は、上記 6)の報告を受けた場合はその内容について確

認をするものとする。

1 1 1 27 22 17 7) 監督員は、上記6)の報告を受けた場合はその内容について確認

をするものとする。

1 1 1 27 22 21 なお、以下によりがたい場合は、設計図書に関して監督員と協議

するものとする。 

1 1 1 27 22 21 なお、以下により難い場合は、設計図書に関して監督員と協議す

るものとする。 

1 1 1 27 22 26 マンホール等の設置により情報BOXの配管を曲げて布設等している

場合は、図-2②ａに示す様に変化点について試掘位置を決定する

ものとする。

1 1 1 27 22 26 マンホール等の設置により情報BOXの配管を曲げて布設等している

場合は、図1-2②ａに示す様に変化点について試掘位置を決定する

ものとする。

1 1 1 27 22 32 横断構造物等の箇所で、情報BOXの配管が上越と特定できる箇所に

ついては図1-2③に示す様に横断構造物の天端の起・終点について

試掘位置を決定するものとする。 

1 1 1 27 22 32 横断構造物等を情報BOXが交差する箇所で、情報BOXの配管が上越

と特定できる箇所については図1-2③に示す様に横断構造物の天端

の起・終点について試掘位置を決定するものとする。 

1 1 1 27 22 33 また、橋梁添加部手前や露出立ち上がり部付近において、縦断の

屈曲が想定される箇所についても必要に応じ試掘位置を決定。 

1 1 1 27 22 33 また、橋梁添架部手前や露出立ち上がり部付近において、縦断の

屈曲が想定される箇所についても必要に応じ試掘位置を決定する

ものとする。 

1 1 1 27 22 35 ①試掘にあたっては、情報BOXの損傷を避けるため、重機、動力機

械の使用は確実に影響しない範囲のみとする。また、情報BOXの位

置が不確実と思われる箇所及び情報BOXに50cm程度に近接したと想

定又は判断される箇所からは、人力による施工機具または手堀に

て慎重に作業を行わなければならない。

1 1 1 27 22 35 ①試掘にあたっては、情報BOXの損傷を避けるため、重機、動力機

械の使用は確実に影響しない範囲のみとする。また、情報BOXの位

置が不確実と思われる箇所及び情報BOXに50cm程度に近接したと想

定又は判断される箇所からは、人力による施工機具または手掘り

にて慎重に作業を行わなければならない。

1 1 1 27 24 1 24.現場環境改善(2) 工事現場の現場環境改善は、周辺住民への生活環境への配慮及び

一般住民への建設事業の広報活動、現場労働者の作業環境の改善

を行うことを目的とする。よって、受注者は、施工に際しこの主

旨を理解し発注者と協力しつつ地域との連携を図り、適正に工事

を実施しなければならない。 

1 1 1 27 24 1 24.現場環境改善(2) 工事現場の現場環境改善は、周辺住民の生活環境に対する配慮や

一般住民に対する建設事業の広報活動、並びに現場労働者の作業

環境の改善を行うことを目的とする。よって、受注者は、施工に

際しこの主旨を理解し発注者と協力しつつ地域との連携を図り、

適正に工事を実施しなければならない。 

1 1 1 27 24 8 （7）工事説明板の設置場所は、見学者・地域住民及び施設（道

路・河川・公園等）利用者の目につくところとする。ただし、安

全上支障のない場所

1 1 1 27 24 8 （6）工事説明板の設置場所は、見学者・地域住民及び施設（道

路・河川・公園等）利用者の目につくところとする。ただし、安

全上支障のない場所

1 1 1 27 24 9 （8）工事説明板の設置期間は、対象工事期間中とする。 1 1 1 27 24 9 （7）工事説明板の設置期間は、対象工事期間中とする。

1 1 1 27 29 5 29.定期安全研修・訓

練等

2)資材搬入者等一時入場者への工事現場内誘導方法 1 1 1 27 29 5 29.定期安全研修・訓

練等

2)資機材搬入者等一時入場者への工事現場内誘導方法

1 1 1 31 6 3 受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械を使

用する場合は、2011年以降の排出ガス基準に適合するものとして

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」（令

和元年6月改正経済産業省・国土交通省・環境省令第1号）16条第1

項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表示が付された特定特

殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10

月8日付建設省経機発第249号）」もしくは「第3次排出ガス対策型

建設機械指定要領（最終改訂平成28年8月30日付国総環リ第6号）

に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策型建設機械（以

下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」という。）を使

用しなければならない。 

1 1 1 31 6 3 受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械を使

用する場合は、2011年以降の排出ガス基準に適合するものとして

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」（令

和3年2月改正経済産業省・国土交通省・環境省令第1 号）16条第1

項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表示が付された特定特

殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10

月8日付建設省経機発第249号）」もしくは「第3次排出ガス対策型

建設機械指定要領（最終改訂平成28年8月30日付国総環リ第6号）

に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策型建設機械（以

下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」という。）を使

用しなければならない。 

諸法令の改定にともなう 

1 1 1 31 13 1 13.六価クロム溶出試

験 
セメント及びセメント系固化材による地盤改良及び安定処理等の

土砂とセメント及びセメント細化材を攪拌混合を行う土質を使用

する場合は、以下によるものとする。

1 1 1 31 13 1 13.六価クロム溶出試

験 
セメント及びセメント系固化材による地盤改良及び安定処理等の

土砂とセメント及びセメント系固化材を攪拌混合を行う土質を使

用する場合は、以下によるものとする。

1 1 1 31 9 1 9.特定調達品目 受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械または

目的物の使用にあたっては、環境物品等（国等による環境物品等

の調達の推進等に関する法律（平成27年9月改正法律第66号。「グ

リーン購入法」という。）第2条に規定する環境物品等をいう。）

の使用を積極的に推進するものとする。

1 1 1 31 9 1 9.特定調達品目 受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械または

目的物の使用にあたっては、環境物品等（国等による環境物品等

の調達の推進等に関する法律（令和3年5月改正法律第36号。「グ

リーン購入法」という。）第2条に規定する環境物品等をいう。）

の使用を積極的に推進するものとする。

諸法令の改定にともなう 

1 1 1 33 5 1 5.交通安全法令の遵

守

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交

通の安全について、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打合せ

を行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令

（令和2年3月改正内閣府・国土交通省令第1号）、道路工事現場に

おける標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭和37年8月

30日）、道路工事現場における表示施設等の設置基準の一部改正

について（局長通知平成18年3月31日国道利37号・国道国防第205

号）、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板の設置

について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知平成

18年3月31日国道利38号・国道国防第 206号）及び道路工事保安施

設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通知昭和47年2月）に

基づき、安全対策を講じなければならない。 

1 1 1 33 5 1 5.交通安全法令の遵

守

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交

通の安全について、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打合せ

を行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関す る命令

（令和3年6月改正内閣府・国土交通省令第2号）、道路工事現場に

おける標示施設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭和37年8月

30日）、道路工事現場における表示施設等の設置基準の一部改正

について（局長通知平成18年3月31日国道利37号・国道国防第205

号）、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板の設置

について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知平成

18年3月31日国道利38号・国道国防第206号）及び道路工事保安施

設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通知昭和47年2月）に

基づき、安全対策を講じなければならない。 

諸法令の改定にともなう 

1



現行条文（令和3年版） 新条文（令和4年版） 
改定理由 

編 章 節 条 項 
項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項 

項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 新条文 

1 1 1 33 14 1 14.通行許可（１） 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成

31年3月改正政令第41号）第3条における一般的制限値を超える車

両を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通行許可を得て

いることを確認しなければならない。また、道路交通法施行令

（令和2年6月改正政令第181号）第22条における制限を超えて建設

機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法（令和2年6

月改正法律第52号）第57条に基づく許可を得ていることを確認し

なければならない。 

1 1 1 33 14 1 14.通行許可（１） 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成

31年3月改正政令第41号）第3条における一般的制限値を超える車

両を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通行許可を得て

いることを確認しなければならない。また、道路交通法施行令

（令和3年6月改正  政令第172号）第22条における制限を超えて建

設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法（令和2年

6月改正 法律第52号）第57条に基づく許可を得ていることを確認し

なければならない。 

諸法令の改定にともなう 

1 1 1 33 15 6 15.交通管理 なお、実施にあたっては規制の計画を施工計画書に記載するとと

もに、関係機関から指示された事項を行わなければならない。 

1 1 1 33 15 6 15.交通管理 なお、実施にあたっては規制の計画を施工計画書に記載するとと

もに、関係機関から指示された事項を行わなければならない。 

フォント修正

1 1 1 33 15 7 ④受注者は、工事に伴い車線規制等を実施する場合は、一般交通

車両による「もらい事故」防止対策として、施工箇所の先端部付

近に適時標識車等を配置するものとし、作業員の安全確保に努め

なければならない。標識車等の仕様については表1-1を標準とする

が、これにより難い場合は設計図書に関して監督員と協議するも

のとする。また、交通標識車等の配置等を示した交通規制処理図

を規制方法に応じ作成しなければならない。第1編1-1-1-4（11）

交通管理に記載しなければならない。

1 1 1 33 15 7 ④受注者は、工事に伴い車線規制等を実施する場合は、一般交通

車両による「もらい事故」防止対策として、施工箇所の先端部付

近に適時標識車等を配置するものとし、作業員の安全確保に努め

なければならない。標識車等の仕様については表1-1を標準とする

が、これにより難い場合は設計図書に関して監督員と協議するも

のとする。また、交通標識車等の配置等を示した交通規制処理図

を規制方法に応じ作成しなければならない。第1編1-1-1-4施工計

画書第1項（11）交通管理に記載しなければならない。

1 1 1 33 15 8 ①受注者は、工事の施工に伴って、工事車両の出入口及び交差道

路等に対し、一般交通の安全誘導が必要となる箇所には、交通の

誘導・整理を行う者（以下「交通誘導警備員」という。）を配置

し、その配置位置、条件を施工計画書に記載し、公衆の交通の安

全を確保しなければならない。

1 1 1 33 15 8 ①受注者は、工事の施工に伴って、工事車両の出入口及び交差道

路等に対し、一般交通の安全誘導が必要となる箇所には、交通の

誘導・整理を行う者（以下「交通誘導警備員」という。）を配置

し、その配置位置、条件を施工計画書に記載し、公衆の交通の安

全を確保しなければならない。

フォント修正

1 1 1 33 15 9 ②受注者は、現道上又は現道に近接して行う工事で、やむを得ず

工事用材料・機械器具等を工事区間に保管する場合には、監督員

の承諾を得て一般交通の安全を確保し、所定の標識その他安全施

設を設け、状況によっては交通誘導警備員を配置しなければなら

ない。

1 1 1 33 15 9 ②受注者は、現道上又は現道に近接して行う工事で、やむを得ず

工事用材料・機械器具等を工事区間に保管する場合には、監督員

の承諾を得て一般交通の安全を確保し、所定の標識その他安全施

設を設け、状況によっては交通誘導警備員を配置しなければなら

ない。

フォント修正

1 1 1 33 15 13 但し、道路交通法80条協議に基づき配置する場合及び所轄警察署

からの要請により配置する場合を除く。 

1 1 1 33 15 13 但し、道路交通法80条協議に基づき配置する場合及び所轄警察署

からの要請により配置する場合を除く。 

フォント修正

1 1 1 33 16 1 16.保安灯 受注者は、道路工事保安施設設置基準（案）により設置する保安

灯のうち、電源に商用電力を用いるものにあっては停電等に対処

するために乾電池式保安灯を併用しなければならない。 

1 1 1 33 16 1 16.保安灯 受注者は、道路工事保安施設設置基準（案）により設置する保安

灯のうち、電源に商用電力を用いるものにあっては停電等に対処

するために乾電池式又は蓄電池式保安灯を併用しなければならな

い。 

1 1 1 33 20 3 20.通行許可(2) また、確認を行った資料については、整理保管するとともに、監

督員または検査員の要求があった場合は速やかに提示しなければ

ならない。 

1 1 1 33 20 3 20.通行許可(2) また、確認を行った資料については、整理保管するとともに、監

督員または検査員の要求があった場合は速やかに提示しなければ

ならない。 

フォント修正

1 1 1 35 1 4 （2）建設業法（令和元年6月改正 法律第37号） 1 1 1 35 1 4 （2）建設業法（令和3年5月改正 法律第48号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 10 （8）雇用保険法（令和2年6月改正 法律第54号） 1 1 1 35 1 10 （8）雇用保険法（令和3年6月改正 法律第58号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 12 （10）健康保険法（令和2年6月改正 法律第52号） 1 1 1 35 1 12 （10）健康保険法（令和3年6月改正 法律第66号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 15 （13）出入国管理及び難民認定法（令和元年12月改正 法律第63号） 1 1 1 35 1 15 （13）出入国管理及び難民認定法（令和3年6月改正 法律第69号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 16 （14）道路法（令和2年6月改正 法律第49号） 1 1 1 35 1 16 （14）道路法（令和3年3月改正 法律第9号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 19 （17）道路運送車両法（令和2年3月改正 法律第5号） 1 1 1 35 1 19 （17）道路運送車両法（令和3年5月改正 法律第37号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 22 （20）河川法（平成29年6月改正 法律第45号） 1 1 1 35 1 22 （20）河川法（令和3年5月改正 法律第31号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 25 （23）港則法（平成29年6月改正 法律第55号） 1 1 1 35 1 25 （23）港則法（令和3年6月改正 法律第53号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 27 （25）下水道法（平成27年5月改正 法律第22号） 1 1 1 35 1 27 （25）下水道法（令和3年5月改正 法律第31号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 28 （26）航空法（令和2年6月改正 法律第61号） 1 1 1 35 1 28 （26）航空法（令和3年6月改正 法律第65号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 32 （30）環境基本法（平成30年6月改正 法律第50号） 1 1 1 35 1 32 （30）環境基本法（令和3年5月改正 法律第36号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 40 （38）文化財保護法（令和2年6月改正 法律第41号） 1 1 1 35 1 40 （38）文化財保護法（令和3年4月改正 法律第22号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 43 （41）消防法（平成30年6月改正 法律第67号） 1 1 1 35 1 43 （41）消防法（令和3年5月改正 法律第36号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 45 （43）建築基準法（令和2年6月改正 法律第43号） 1 1 1 35 1 45 （43）建築基準法（令和3年5月改正 法律第44号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 47 （45）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成26年6月改正

法律第55号） 

1 1 1 35 1 47 （45）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（令和3年5月改正

法律第37号） 

諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 50 （48）海上交通安全法（平成28年5月改正 法律第42号） 1 1 1 35 1 50 （48）海上交通安全法（令和3年6月改正 法律第53号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 52 （50）海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（令和元年5月改正 法

律第18号） 

1 1 1 35 1 52 （50）海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（令和3年5月改正 法

律第43号） 

諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 53 （51）船員法（平成30年6月改正 法律第41号） 1 1 1 35 1 53 （51）船員法（令和3年6月改正 法律第75号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 55 （53）船舶安全法（平成29年5月改正 法律第41号） 1 1 1 35 1 55 （53）船舶安全法（令和3年5月改正 法律43号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 57 （55）自然公園法（令和元年6月改正 法律第37号） 1 1 1 35 1 57 （55）自然公園法（令和3年5月改正 法律第29号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 58 （56）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（令和元年6

月改正 法律第37号） 

1 1 1 35 1 58 （56）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（令和3年5

月改正 法律第37号） 

諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 59 （57）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成27年9月

改正 法律第66号） 

1 1 1 35 1 59 （57）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（令和3年5月

改正 法律第36号） 

諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 62 （60）漁業法（令和元年5月改正 法律第1号） 1 1 1 35 1 62 （60）漁業法（令和3年5月改正 法律第47号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 65 （63）厚生年金保険法（令和2年6月改正 法律第40号） 1 1 1 35 1 65 （63）厚生年金保険法（令和3年6月改正 法律第66号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 66 （64）航路標識法（平成28年5月改正 法律第42号） 1 1 1 35 1 66 （64）航路標識法（令和3年6月改正 法律第53号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 70 （68）所得税法（令和2年3月改正 法律第8号） 1 1 1 35 1 70 （68）所得税法（令和3年5月改正 法律第37号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 72 （70）船員保険法（令和2年6月改正 法律第52号） 1 1 1 35 1 72 （70）船員保険法（令和3年6月改正 法律第66号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 73 （71）著作権法（令和2年6月改正 法律第48号） 1 1 1 35 1 73 （71）著作権法（令和3年6月改正 法律第52号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 74 （72）電波法（令和2年4月改正 法律第23号） 1 1 1 35 1 74 （72）電波法（令和3年3月改正 法律第19号） 諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 76 （74）労働保険の保険料の徴収等に関する法律（令和2年3月改正 法律第

14号） 

1 1 1 35 1 76 （74）労働保険の保険料の徴収等に関する法律（令和3年6月改正 法律 

第58号） 

諸法令の改定にともなう 

1 1 1 35 1 82 （80）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（令和元年6月改

正 法律第37号） 

1 1 1 35 1 82 （80）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（令和3年5月改

正 法律第37号） 

諸法令の改定にともなう 

1 1 1 40 3 1 3.著作権法に規定さ

れる著作物

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成30年7 月

改正 法律第72号第2条第1項第1号）に規定される著作物に該当する

場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとする。 

1 1 1 40 3 1 3.著作権法に規定さ

れる著作物

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和3年6月

改正 法律第52号第2条第1項第1号）に規定される著作物に該当する

場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとする。 
諸法令の改定にともなう 

1 1 1 41 5 2 また、工事完成後、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、検査

員に提示しなければならない。 

1 1 1 41 5 2 また、工事完成時、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、監督

員に提示しなければならない。 

1 1 1 43 1 1.技術者の選任 受注者は、契約書第10条に規定する主任技術者又は、監理技術者

を定める場合で、当該工事が、土木一式工事、とび・土工・コン

クリート工事、石工事、鋼構造物工事、舗装工事、塗装工事、し

ゅんせつ工事、造園工事及び水道施設工事である場合には、表1-1

に示す当初工事請負代金額に該当する主任技術者又は、監理技術

者を選任しなければならない。 

1 1 1 43 1 1.技術者の選任 受注者は、契約書第10条に規定する主任技術者又は、監理技術者

（特例監理技術者を含む）を定める場合で、当該工事が、土木一

式工事、とび・土工・コンクリート工事、石工事、鋼構造物工

事、舗装工事、塗装工事、しゅんせつ工事、造園工事及び水道施

設工事である場合には、表1-1に示す当初工事請負代金額に該当す

る主任技術者又は、監理技術者（特例監理技術者を含む）を選任

しなければならない。 

なお、特例監理技術者を設置する場合には、特例監理技術者の行

うべき職務を補佐する監理技術者補佐を設置しなければならな

い。 

1 1 1 43 2 2.技術者の変更 1 1 1 43 2 2.監理技術者等の途

中交代 

1 1 1 43 2 (1) （1）受注者は、工事の継続性等において支障がないと認められる

場合において発注者との協議により、主任技術者及び監理技術者

（以下技術者等という）を変更できるものとする。 

変更については、下記を満足することを条件とする。 

①死亡、傷病、退職等、真にやむを得ない場合

②受注者の責によらない理由により工事中止または工事内容の大

幅な変更が発生し、工期が延長された場合 

③橋梁、ポンプ、ゲート等の工場製作を含む工事であって、工場

から現地へ工事の現場が移行する時点 

1 1 1 43 2 (1) （1）受注者は、工事の継続性等において支障がないと認められる

場合において発注者との協議により、主任技術者、監理技術者、

特例監理技術者又は監理技術者補佐（以下「監理技術者等」とい

う。）を途中交代できるものとする。 

変更については、下記を満足することを条件とする。 

①死亡、傷病、出産、育児、介護又は退職等、真にやむを得ない

場合 

②受注者の責によらない理由により工事中止または工事内容の大

幅な変更が発生し、工期が延長された場合 

③橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電

機品等の工場製作を含む工事であって、工場から現地へ工事の現

場が移行する場合 

1 1 1 43 2 (2) （2）途中交代を認める際の現場対応は、以下のとおりとする。

①交代後の技術者等に求める資格及び工事経験は、交代日以降の

工事内容に相応した資格及び工事経験で、契約関係図書に示す事

項を満たすものとする。 

②技術者等の交代に際し、継続的な業務が遂行できるよう、新旧

の技術者等を7日以上の間重複配置することを求め、適切な引継を

確保するものとする。ただし、死亡、傷病の場合は除く。 

1 1 1 43 2 (2) （2）途中交代を認める際の現場対応は、以下のとおりとする。

①交代後の監理技術者等に求める資格及び工事経験は、交代日以

降の工事内容に相応した資格及び工事経験で、契約関係図書に示

す事項を満たすものとする。 

②監理技術者等の交代に際し、継続的な業務が遂行できるよう、

新旧の監理技術者等を7日以上の間重複配置することを求め、適切

な引継を確保するものとする。ただし、死亡、傷病の場合は除

く。 

1 1 1 43 3 3.監理技術者 受注者は、専任の監理技術者について建設業法第27条の18第1項の

規定による監理技術者資格者証（以下「資格者証」という。）の

交付を受けており、かつ監理技術者講習を過去5年以内に受講した

1 1 1 43 3 3.監理技術者及び特

例監理技術者 

受注者は、専任の監理技術者及び特例監理技術者について建設業

法第27条の18第1項の規定による監理技術者資格者証（以下「資格

者証」という。）の交付を受けており、かつ監理技術者講習を過
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現行条文（令和3年版） 新条文（令和4年版） 
改定理由 

編 章 節 条 項 
項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項 

項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 新条文 

者のうちから、これを選任するものとし、資格者証及び監理技術

者講習修了証の写しを現場代理人等選任通知書に添付して発注者

に提出するものとする。 

去5年以内に受講した者のうちから、これを選任するものとし、資

格者証及び監理技術者講習修了証の写しを現場代理人等選任通知

書に添付して発注者に提出するものとする。 

1 1 1 44 2 1 2.損傷時の処置 受注者は、工事の施工により河川管理施設及び道路附属物並びに

占用物件に損傷を与えた場合には、速やかに応急処置をとり監督

員に報告するとともに、関係機関に連絡し復旧処置を講じなけれ

ばならない。 

1 1 1 44 2 1 2.損傷時の処置 受注者は、工事の施工により河川管理施設及び道路付属物並びに

占用物件に損傷を与えた場合には、速やかに応急処置をとり監督

員に報告するとともに、関係機関に連絡し復旧処置を講じなけれ

ばならない。 

1 1 1 46 1 1 契約不適合責任 契約不適合の修補又は損害賠償の請求期間は、契約書第44条の２

に示すほか、以下のとおりとする。 

1 1 1 46 1 1 契約不適合責任 契約不適合責任の履行の追完又は損害賠償の請求期間は、契約書

第44条の２に示すほか、以下のとおりとする。 

1 1 1 47 1 1 1.対象 特記仕様書に明記なき場合は、電子納品の対象とする。 1 1 1 47 1 1 電子納品1.対象 特記仕様書に明示なき場合は、電子納品の対象とする。 

1 1 1 47 6 1 6.エラーチェック等 成果品は、電子納品チェッカーによるチェックを行い、エラーが

無いことを確認した後、ウイルス対策を実施したうえで納品する

ものとする。 

1 1 1 47 6 1 6.エラーチェック等 成果品は、電子納品チェッカーによるチェックを行い、エラーが

無いことを確認した後、ウイルス対策を実施したうえで納品する

ものとする。 

フォント修正

1 1 1 50 1 1 三重県における「受

発注者間の協議にお

ける回答予定日を明

確にする取組」

発注者は受注者から協議があった場合は以下の対応のいずれか

を実施する。 

① 「即日回答」する。

② 「回答予定日」を連絡する。

③ 「回答予定日を連絡する予定日」を連絡する。

なお、②、③の「回答予定日」や「回答予定日を連絡する予定

日」までに回答が困難となった場合は、速やかに「新たな回答予

定日」、「新たな回答予定日を連絡する予定日」を連絡する。 

受注者は、発注者から①、②、③の連絡を受けた場合は、必要に

応じ作業工程の検討・変更を行い監督員へ報告する。 

「受発注者間の協議における回答予定日を明確にする取組」

は、受注者が 第１編 1-1-1-3 設計図書の照査等に基づき、適切

に設計図書の照査を実施することを前提とする。 

1 2 3 1 11 1 購入土 （1) 衣土は、粘性土と砂質土が適当に混入し、粘土塊・岩砕又は

砂利等が少なく芝の育成に適した土で、仕様については設計図書

に関する資料を整理および保管しなければならない。なお、施工

途中において監督員から請求があった場合は速やかに提示しなけ

ればならない。

1 2 3 1 11 1 購入土 （1) 衣土は、粘性土と砂質土が適当に混入し、粘土塊・岩砕又は

砂利等が少なく芝の育成に適した土で、仕様については設計図書

に関する資料を整理および保管しなければならない。なお、施工

途中において監督員から請求があった場合は速やかに提示しなけ

ればならない。

フォント修正

1 2 3 1 11 2 （2) 盛土材料は、改良や粒度調整の必要のない良質なものとし、

設計図書に関する資料を整理・保管し、完成時に納品するものと

する。なお、監督員の請求があった場合は速やかに提示するもの

とする。

1 2 3 1 11 2 （2) 盛土材料は、改良や粒度調整の必要のない良質なものとし、

設計図書に関する資料を整理・保管し、完成時に納品するものと

する。なお、監督員の請求があった場合は速やかに提示するもの

とする。

フォント修正

1 2 3 8 1 1 建設発生土受入地 受注者は、建設発生土処理量について建設発生土受入地ごとに区

分し、「数量算出要領」に基づき検測するものとする。なお、設

計図書に明記されていない建設発生土受入地の処分費は、設計図

書に関して監督員に協議するものとする。 

1 2 3 8 1 1 建設発生土受入地 受注者は、建設発生土処理量について建設発生土受入地ごとに区

分し、「数量算出要領」に基づき検測するものとする。なお、設

計図書に明示されていない建設発生土受入地の処分費は、設計図

書に関して監督員に協議するものとする。 

 

 

1 2 4 1 15 2 表1-2-3 伐開除根作業 1 2 4 1 15 2 表1-2-3 伐開除根作業 道路土工盛土工指針 5-2基礎地 

盤の処理との整合 

1 2 4 1 25 1 25．沈下影響の処理 受注者は、路床内にはいる物で盛土の沈下に影響を及ぼすもの

は、その処理方法について、設計図書に関して監督員と協議する

ものとする。 

1 2 4 1 25 1 25．沈下影響の処理 受注者は、路床内に入る物で盛土の沈下に影響を及ぼすものは、

その処理方法について、設計図書に関して監督員と協議するもの

とする。 

1 3 3 1 2 5 （3） 各単位につき3カ所の調査を実施しなければならない。 1 3 3 1 2 5 （3） 各単位につき3ヶ所の調査を実施しなければならない。 

1 3 3 1 2 6 （4） 受注者は、調査の結果、平均値が設計基準強度を下回った場合

と、1回の試験結果が設計基準強度の85％以下となった場合は、そ

の箇所の周辺において再調査を5カ所実施しなければならない。な

お、再検査を実施する場合は監督員が立ち会い確認する。 

1 3 3 1 2 6 （4） 受注者は、調査の結果、平均値が設計基準強度を下回った場合

と、1回の試験結果が設計基準強度の85％以下となった場合は、そ

の箇所の周辺において再調査を5ヶ所実施しなければならない。な

お、再検査を実施する場合は監督員が立会確認する。 

 

 

フォント修正

1 3 3 1 2 8 （6） 受注者は、テストハンマーによる強度推定調査を実施した結果を

完成時に納品するものとする。なお、施工途中において監督員ま

たは検査員から請求があった場合は、速やかに提示しなければな

らない。 

1 3 3 1 2 8 （6） 受注者は、テストハンマーによる強度推定調査を実施した結果を

完成時に納品するものとする。なお、施工途中において監督員ま

たは検査員から請求があった場合は、速やかに提示しなければな

らない。 

 

フォント修正

1 3 3 1 2 11 （1） 受注者は、テストハンマーによる強度推定調査の再調査の平均強

度が所定の強度が得られない場合、もしくは1カ所の強度が設計基

準強度の85％を下回った場合は、監督員と協議するものとする。

なお、その結果監督員が必要と認めた場合、原位置のコアを採取

し、圧縮強度試験を実施しなければならない。 

1 3 3 1 2 11 （1） 受注者は、テストハンマーによる強度推定調査の再調査の平均強

度が所定の強度が得られない場合、もしくは1ヶ所の強度が設計基

準強度の85％を下回った場合は、監督員と協議するものとする。

なお、その結果監督員が必要と認めた場合、原位置のコアを採取

し、圧縮強度試験を実施しなければならない。 

1 3 3 1 2 15 （5） 強度推定は以下の式(材料学会式) による。 

Ｆ(N／㎜2) ＝0．098×(－184＋13．0×Ｒ) 

1 3 3 1 2 15 （5） 強度推定は以下の式(材料学会式) による。 

Ｆ(N／㎜2) ＝0．098×(－184＋13．0×Ｒ) フォント修正

1 3 3 1 2 24 （4） ひび割れ調査は、構造物躯体の地盤や他の構造物との接触面を除

く全表面とし、フーチング・底版等で竣工時に地中、水中にある

部位については、竣工前に調査する。なお、ひび割れ調査の面積

計上については、施工管理基準参考資料「テストハンマーによる

強度推定調査について」を参考とすること。ただし、橋梁上部工

は地覆･壁高欄も含むものとする。 

1 3 3 1 2 24 （4） ひび割れ調査は、構造物躯体の地盤や他の構造物との接触面を除

く全表面とし、フーチング・底版等で完成時に地中、水中にある

部位については、完成前に調査する。なお、ひび割れ調査の面積

計上については、施工管理基準参考資料「テストハンマーによる

強度推定調査について」を参考とすること。ただし、橋梁上部工

は地覆･壁高欄も含むものとする。 

1 3 3 1 2 25 4） 微破壊・非破壊試験を用いた強度測定 1 3 3 1 2 25 4） 微破壊・非破壊試験によるコンクリートの強度測定 

1 3 3 1 2 26 （1） 受注者は、設計図書において微破壊・非破壊試験を用いたコンク

リートの強度測定の対象工事として明示された橋梁上部工事及び

下部工事等を対象として実施するものとする。 

1 3 3 1 2 26 （1） 受注者は、新設のコンクリート構造物のうち、橋長30m以上の橋梁

の、橋梁上部工事及び下部工事等を対象として実施するものとす

る。ただし、工場製作のプレキャスト製品は対象外とする。 

1 3 3 1 2 29 （3） 受注者は、微破壊・非破壊試験を用いたコンクリートの強度測定

を行う場合には、1工事につき1回以上の頻度で監督員の立会を受

けなければならない。 

1 3 3 1 2 30 （4） 本試験に関する資料を整備・保管し、監督員の請求があった場合

は、遅滞なく提示するともに検査時までに監督員に提出するもの

とする。 

1 3 3 1 2 30 （3） 受注者は要領に基づき日常の施工管理を実施する。また、測定方

法や測定箇所等については、施工計画書に記載するとともに、測

定結果については、測定結果報告書（「要領」3.4測定に関する資

料の提出等）参照）を作成し、検査時までに監督員に提出するも

のとする。 

1 3 3 1 2 31 （5） これらに定められていない場合は、監督員と協議するものとす

る。 

1 3 3 1 2 31 （4） これらに定められていない場合は、監督員と協議するものとす

る。 

1 3 3 1 3 3 （2） 工事関係者の働きがいの高揚並びにコンクリートの耐久性向上の

観点から、銘板に表示する項目及び内容は、以下のとおりとす

る。なお、詳細については設計図書に関して事前に監督員の確認

を受けるものとする。 

①構造物名称、工事名

②完成年度

・・

⑦適用基準・基準類の名称と年度

1 3 3 1 3 3 （2） 工事関係者の働きがいの高揚並びにコンクリートの耐久性向上の

観点から、銘板に表示する項目及び内容は、以下のとおりとす

る。なお、詳細については設計図書に関して事前に監督員の確認

を受けるものとする。 

①構造物名称、工事名

②完成年（西暦）・月

・・

⑦適用基準・基準類の名称と制定年月

1 3 3 2 8 2 強度の判定（普通ポ

ルトランドセメン

ト）

なお、これによりがたい場合は、次式を参考にするものとする。 1 3 3 2 8 2 強度の判定（普通ポ

ルトランドセメン

ト）

なお、これにより難い場合は、次式を参考にするものとする。 

1 3 3 2 9 2 強度の判定（高炉セ

メント）

なお、これによりがたい場合は、次式を参考にするものとする。 1 3 3 2 9 2 強度の判定（高炉セ

メント）

なお、これにより難い場合は、次式を参考にするものとする。 

1 3 3 2 11 1 コンクリートの配合 一般土木工事に使用するコンクリートの配合は、設計図書によ

る。設計図書に明記がない場合は表3-1標準配合表の配合とする。 

1 3 3 2 11 1 コンクリートの配合 一般土木工事に使用するコンクリートの配合は、設計図書によ

る。設計図書に明示がない場合は表3-1標準配合表によるものとす

る。 

1 3 3 2 14 1 施工管理 本工事において、1日当たりレディーミクストコンクリート種別ご

との使用量が100m3以上施工するコンクリート工において、「生コ

ンクリートの取り扱いマニュアル」の第5章レディーミクストコン

クリートの単位水量試験に基づき、施工管理を行い、その記録及

び関係書類を速やかに作成、保管し、検査時までに提出するもの

とする。ただし、それ以外で監督員からの請求があった場合は速

やかに提示するものとする。 

測定機器は、「生コンクリートの取り扱いマニュアル」の第5章レ

ディーミクストコンクリートの単位水量試験の2．測定機器による

ものとするが、現場条件により発注者から測定機器を指示する場

合がある。また、使用する機器を施工計画書に記載するものとす

る。 

単位水量の測定は、「生コンクリートの取り扱いマニュアル」の

第5章レディーミクストコンクリート単位水量試験の5.測定頻度及

び6.管理基準値・測定結果と対応により実施するものとする。 

1 3 3 2 14 1 施工管理 受注者は、水中コンクリート、転圧コンクリート等の特殊なコ

ンクリートを除き、１日当たりコンクリート種別ごとの施工量が

100㎥以上のコンクリート工を対象とし、単位水量を測定するもの

とする。 

(1) 単位水量の測定は、品質管理基準（案）及び「生コンクリー

トの取り扱いマニュアル」の第5章レディーミクストコンクリ

ートの単位水量試験、以下「マニュアル」という。）に従い

行うものとする。 

(2) 受注者は、マニュアルに基づき日常の施工管理を実施する。

また、測定方法はエアメーター法又はこれと同程度以上の精

度を有する測定方法によるものとし、機器諸元表、単位水量

算定方法を施工計画書に記載するものとする。 

(3) 受注者は、測定結果をその都度記録・保管するとともに、測

定状況を撮影・保管し、監督職員等の請求があった場合、遅

滞なく提示するとともに、検査時までに監督員に提出するも

のとする。 
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現行条文（令和3年版） 新条文（令和4年版） 
改定理由 

編 章 節 条 項 
項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項 

項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 新条文 

1 3 5 4 3 3 （2）受注者は、ミキサーの練混ぜ試験を、JIS A 8603-2（練混ぜ性能試

験方法）及び土木学会規準「連続ミキサーの練混ぜ性能試験方

法」により行わなければならない。 

1 3 5 4 3 3 （2）受注者は、ミキサーの練混ぜ試験を、JIS A 8603-2（コンクリート

ミキサー第2部：練混ぜ性能試験方法）及び土木学会規準「連続ミ

キサーの練混ぜ性能試験方法」により行わなければならない。

JIS名称変更にともなう 

1 3 6 5 4 1 4.狭隘・過密鉄筋箇

所における締固め 

狭隘・過密鉄筋箇所における締固めを確実に実施するため、その

鉄筋径・ピッチを踏まえたバイブレータを用いるものとし、その

締固め方法（使用器具や施工方法）を施工前に施工計画書に記載

しなければならない。 

1 3 6 9 5 1 その他 (1)床版コンクリート、壁高欄及び地覆部の養生にシートを併用す

る散水養生以外の方法を実施した場合は、橋梁台帳の【基本諸

元】の備考欄に養生に使用した材料及び工法名等を記載するも

のとする。 

(2)橋面舗装を行う場合は、施工計画を作成するにあたり、橋梁台

帳の備考欄を確認し、床版工事において実施された養生方法を

記載すること。 

1 3 7 1 6 3 （2） 本試験に関する資料を整備、保管し、監督員の請求があった場合

は、遅滞なく提示するとともに検査時までに監督員に提出するも

のとする。 

1 3 7 1 6 3 （2） 本試験測定の実施に関する資料を整備、保管し、監督員の請求が

あった場合は、遅滞なく提示するとともに検査時に提出しなけれ

ばならない。測定結果については、測定結果報告書を作成し、測

定後随時、監督員に提出するものとする。

2 2 8 3 0 2 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（令和2年4月改正

政令第148号）に規定されている特定化学物質を含まないものと

し、表2-2-24、表2-2-25、表2-2-26の規格に適合するものとす

る。 

2 2 8 3 0 2 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（令和2年12月改正

政令第34号）に規定されている特定化学物質を含まないものと

し、表2-2-24、表2-2-25、表2-2-26の規格に適合するものとす

る。 

諸法令の改定にともなう 

2 2 12 1 0 6 JIS K 6744（ポリ塩化ビニル被覆金属板） 2 2 12 1 0 6 JIS K 6744（ポリ塩化ビニル被覆金属板及び金属帯） JIS名称変更にともなう 

2 2 13 2 0 10 JIS C 8430（硬質塩化ビニル電線管） 2 2 13 2 0 10 JIS C 8430（硬質ポリ塩化ビニル電線管） JIS名称変更にともなう 

3 1 1 9 3 1 3.工事書類の提出 受注者は、工事書類の提出は、表3-1-1に基づき実施するものとす

る。なお、作成にあたっては第1編1-1-1-47第8項により、監督員

と作成媒体（紙と電子の別）を協議するものとする。 

3 1 1 9 3 1 3.工事書類の提出 受注者は、工事書類の提出は、表3-1-2に基づき実施するものとす

る。なお、作成にあたっては第1編1-1-1-47第8項により、監督員

と作成媒体（紙と電子の別）を協議するものとする。 

3 1 1 10 2 1 実施内容 受注者は、創意工夫に関する事項について、実施内容を具体的に

施工計画書に記述するとともに、実施状況を所定の様式に記載し

報告することができる。なお、実施状況様式については、一覧表

形式とすることができる。 

3 1 1 10 2 1 実施内容 受注者は、創意工夫に関する事項について、実施内容を具体的に

施工計画書に記述するとともに、実施状況を所定の様式に記載し

報告することができる。なお、実施状況報告様式については、一

覧表形式とすることができる。 

 

3 2 2 0 0 17 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説（平成28年12月） 3 2 2 0 0 17 日本道路協会防護柵の設置基準・同解説／ボラードの設置便覧

（令和3年3月） 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 2 0 0 28 日本道路協会 斜面上の深礎基礎設計施工便覧（平成24年4月） 3 2 2 0 0 28 日本道路協会 斜面上の深礎基礎設計施工便覧（令和3年10月） 諸基準類の改定にともなう 

3 2 2 0 0 33 建設業労働災害防止協会  ずい道等建設工事における換気技術指針

（換気技術の設計及び粉じん等の測定）（平成24年3月） 

3 2 2 0 0 33 建設業労働災害防止協会  ずい道等建設工事における換気技術指針

（換気技術の設計及び粉じん等の測定）（令和3年4月） 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 4 8 （7）鋼製材料の支柱をコンクリートに埋め込む場合（支柱を土中に埋

め込む場合であって地表面をコンクリートで覆う場合を含む）に

おいて、支柱地際部の比較的早期の劣化が想定される以下のよう

な場所には、一般的な防錆・防食処理方法に加え、必要に応じて

支柱地際部の防錆・防食強化を図らなければならない。 

3 2 3 2 4 8 （7）以下に示すような場所で環境条件が特に厳しい場合には、さらに

防錆・防食効果が期待できる処理を施すものとする。 
諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 4 9 ①海岸に近接し、潮風が強く当たる場所 3 2 3 2 4 9 ①凍結防止材を散布する区間 諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 4 10 ② 雨水や凍結防止剤を含んだ水分による影響を受ける可能性がある

場所 

3 2 3 2 4 10 ②交通量が非常に多い期間 諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 4 11 ③ 路面上の水を路側に排水する際、その途上に支柱がある場合 3 2 3 2 4 11 ③海岸に近接する区間（飛沫の当たる場所、潮風が強く当たる場所

など） 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 4 12 ④温泉地帯など 諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 4 13 ⑤雨水や凍結防止剤を含んだ水が長期間滞留または接触する場所 諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 5 3 （2）受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パド

ル、支柱の場合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ55）の550g

／㎡（片面の付着量）以上とし、その他の部材（ケーブルは除

く）の場合は同じく2種（HDZ35）の350g／㎡（片面の付着量）以

上としなければならない。

3 2 3 2 5 3 （2）受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パド

ル、支柱の場合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）(HDZT77）の77µm

（膜厚）以上とし、その他の部材（ケーブルは除く）の場合は同

じく（HDZT49の49µ膜厚）以上としなければならない。

諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 5 4 （3） ガードレール用ビームの板厚が3.2mm未満となる場合について

は、上記の規定にかかわらず本条4項の規定によるものとする。ま

た、受注者は、歩行者、自転車用防護柵が、成形加工後溶融 亜鉛

めっきが可能な形状と判断できる場合は、（2）のその他の 

部材の場合によらなければならない。 

3 2 3 2 5 4 （3） ガードレール用ビームの板厚が3.2㎜未満となる場合について

は、上記の規定にかかわらず本条4項の規定によるものとする。ま

た、受注者は、歩行者、自転車用防護柵が、成形加工後溶融 亜鉛

めっきが可能な形状と判断できる場合は、（2）のその他の 

部材の場合によらなければならない。 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 6 3 ① 受注者は、形状が丸型で直径70mm以上100mm以下の反射体を用いな

ければならない。また、受注者は、反射体裏面を蓋などで密 閉

し、水、ごみなどの入らない構造としなければならない。 

3 2 3 2 6 3 ① 受注者は、形状が丸型で直径70㎜以上100㎜以下の反射体を用いな

ければならない。また、受注者は、反射体裏面を蓋などで密 閉

し、水、ごみなどの入らない構造としなければならない。 

 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 2 6 25 受注者は、支柱に使用する鋼管及び取付金具に亜鉛の付着量がJIS 

H 8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ35）の350g／㎡（片面の付着

量）以上の溶融亜鉛めっきを施さなければならない。受注者は、

ボルト、ナットなども溶融亜鉛めっきで表面処理をしなければな

らない。 

3 2 3 2 6 25 受注者は、支柱に使用する鋼管及び取付金具に亜鉛の付着量がJIS

H 8641（溶融亜鉛めっき）（HDZT49）の49µm（膜厚）以上の溶融

亜鉛めっきを施さなければならない。受注者は、ボルト、ナット

なども溶融亜鉛めっきで表面処理をしなければならない。 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 6 15 1 15.溶融亜鉛めっきの

基準

受注者は、支柱用鋼管及び取付鋼板などに溶融亜鉛めっきする場

合、その付着量をJIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種の（HDZ55）

550g／㎡（片面の付着量）以上としなければならない。ただし、

厚さ3.2mm以上、6mm未満の鋼材については2種（HDZ45）450g／㎡

以上、厚さ3.2mm未満の鋼材については2種（HDZ35）350g／㎡（片

面の付着量）以上としなければならない。 

3 2 3 6 15 1 15.溶融亜鉛めっきの

基準

受注者は、支柱用鋼管及び取付鋼板などに溶融亜鉛めっきする場

合、その付着量をJIS H 8641（溶融亜鉛めっき）（HDZT77）の

77µm（膜厚）以上としなければならない。ただし、厚さ3.2mm以

上、6mm未満の鋼材については2種（HDZT63）63µm以上、厚さ3.2mm

未満の鋼材については（HDZT49）49µm（膜厚）以上としなければ

ならない。 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 7 3 1 3.亜鉛めっき地肌の

基準

塗装を行わずに、亜鉛めっき地肌のままの部材等を使用する場合

に受注者は、ケーブル以外は成形加工後、溶融亜鉛めっきをJIS H 

8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ35）の350g／㎡（片面付着量）

以上となるよう施工しなければならない。 

3 2 3 7 3 1 3.亜鉛めっき地肌の

基準

塗装を行わずに、亜鉛めっき地肌のままの部材等を使用する場合

に受注者は、ケーブル以外は成形加工後、溶融亜鉛めっきをJIS H 

8641（溶融亜鉛めっき）（HDZT49）の49µm（膜厚）以上となるよ

う施工しなければならない。 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 3 8 8 5 ② なお、撮影したビデオテープ等の記録媒体は別途定める施工確認

書と整備・保管し、監督員の請求があった場合は速やかに提示す

るとともに工事完成時に納品する。 

3 2 3 8 8 5 ②なお、撮影したDVD等の記録媒体は別途定める施工確認書と整備・

保管し、監督員の請求があった場合は速やかに提示するとともに

工事完成時に納品する。 

 

フォント修正

3 2 3 13 10 1 10.PC鋼材工及び緊張

工

受注者は、道路橋示方書・Ⅲコンクリート橋編20.9（PC鋼材工及

び緊張工）に準拠し、実測値と緊張作業計画の予定値を対比した

報告書を整備・保管し、監督員の請求があった場合は速やかに提

示するとともに、完成時に納品する。 

3 2 3 13 10 1 10.PC鋼材工及び緊張

工

受注者は、道路橋示方書・Ⅲコンクリート橋編20.9（PC鋼材工及

び緊張工）に準拠し、実測値と緊張作業計画の予定値を対比した

報告書を整備・保管し、監督員の請求があった場合は速やかに提

示するとともに、完成時に納品する。 

 

 

フォント修正

3 2 3 13 11 1 11.グラウトの配合 グラウトの配合は表3-5-1とするが、受注者はコンクリート標準示

方書施工編（土木学会）第12章及び規準編（土木学会）9.PCグラ

ウト試験方法に示す品質と、強度の確認のため試験練りを実施

し、設計図書に示す品質が得られることを確認するものとする。 

ただし、試験方法はグラウト試験方法に基づき実施するものとす

る。 

表3-5-1 

表3-5-1削除 

3 2 3 13 12 1 12.グラウトの施工

(2) 

3 2 3 13 12 1 11.グラウトの施工

(2) 

3 2 3 15 1 1 1.円筒型枠の施工受注者は、円筒型枠の施工については、コンクリート打設時の浮

力に対して必要な浮き上がり防止装置を設置しなければならな

い。 

3 2 3 15 1 1 1.円筒型枠の施工 受注者は、円筒型枠の施工については、コンクリート打設時の浮

力に対して必要な浮き上がり防止装置について、その内容を施工

計画書に記載し、設置しなければならない。 

3 2 3 24 3 1 3.バックアップ材バックアップ材については、ミルシートのみを工事完成時に納品

する。なお、施工途中において監督員の請求があった場合は速や

かに提示しなければならない。 

3 2 3 24 3 1 3.バックアップ材バックアップ材については、ミルシートのみを工事完成時に納品

する。なお、施工途中において監督員の請求があった場合は速や

かに提示しなければならない。 

フォント修正

3 2 3 25 3 4 3.橋歴板記載事項受注者は、橋歴板に記載する年月は、橋梁の製作年月を記入しな

ければならない。 

3 2 3 25 3 4 3.橋歴板記載事項受注者は、橋歴板に記載する年月は、橋梁の完了年月を記入しな

ければならない。 

3 2 4 4 13 2 （1）受注者は、杭の適用範囲、杭の取扱い、杭の施工法分類はJIS A 

7201（遠心力コンクリートくいの施工標準）の規格によらなけれ

ばならない。 

3 2 4 4 13 2 （1） 受注者は、杭の適用範囲、杭の取扱い、杭の施工法分類はJIS A 

7201（既製コンクリートくいの施工標準）の規格によらなければ

ならない。 

 

JIS名称変更にともなう 

3 2 4 4 13 3 （2）受注者は、杭の打込み、埋込みはJIS A 7201（遠心力コンクリート

くいの施工標準）の規定による。 

3 2 4 4 13 3 （2） 受注者は、杭の打込み、埋込みはJIS A 7201（既製コンクリートく

いの施工標準）の規定による。 

JIS名称変更にともなう 

3 2 4 4 13 4 （3） 受注者は、杭の継手はJIS A 7201（遠心力コンクリートくいの施工

標準）の規定による。 

3 2 4 4 13 4 （3） 受注者は、杭の継手はJIS A 7201（既製コンクリートくいの施工標

準）の規定による。

JIS名称変更にともなう 

3 2 4 4 14 1 14.杭支持層の確認・

記録

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コンク

リートくいの施工標準）7施工7.4くい施工で、7.4.2埋込み工法を

用いる施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌方式また

は、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が設計図書に示され

た支持層付近に達した時点で支持層の確認をするとともに、確認

のための資料を整備及び保管し、監督員の請求が あった場合は、

速やかに提示するとともに、工事完成時に監督員へ提出しなけれ

ばならない。セメントミルク噴出撹拌方式の場合は、受注者は、

過度の掘削や長時間の撹拌などによって杭先端周辺の地盤を乱さ

ないようにしなければならない。

3 2 4 4 14 1 14.杭支持層の確認・

記録

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（既製コンクリ

ートくいの施工標準）7施工7.4くい施工で、7.4.2埋込み工法を用

いる施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌方式また

は、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が設計図書に示され

た支持層付近に達した時点で支持層の確認をするとともに、確認

のための資料を整備及び保管し、監督員の請求があった場合は、

速やかに提示するとともに、工事完成時に監督員へ提出しなけれ

ばならない。セメントミルク噴出撹拌方式の場合は、受注者は、

過度の掘削や長時間の撹拌などによって杭先端周辺の地盤を乱さ

ないようにしなければならない。 

JIS名称変更にともなう 

3 2 4 4 33 1 33．指定仮設の場合

の管理

指定仮設の場合にも本設同様の施工管理とする。 

3 2 4 9 26 1 26.溶接記録の整備 受注者は、本条第11項（7）及び（8）の当該記録を整備および保

管し、完成時に納品するものとする。なお、施工途中において監

3 2 4 9 26 1 26.溶接記録の整備 受注者は、本条第11項（7）及び（8）の当該記録を整備および保

管し、完成時に納品するものとする。なお、施工途中において監
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現行条文（令和3年版） 新条文（令和4年版） 
改定理由 

編 章 節 条 項 
項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項 

項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 新条文 

督員または検査員から請求があった場合は速やかに提示しなけれ

ばならない。 

督員または検査員から請求があった場合は速やかに提示しなけれ

ばならない。また、指定仮設の場合にも本設同様の施工管理とす

る。 

 

3 2 5 1 11 1 11.水抜き孔の施工 受注者は、水抜き孔の施工にあったては、硬質塩化ビニル管（VP

φ50㎜）を用い3㎡に1ヶ所以上の割合で設けるものとし、積

（張）工前面の埋戻し高を考慮して設置しなければならない。 

3 2 5 1 11 1 11.水抜き孔の施工 受注者は、水抜き孔の施工にあたっては、硬質塩化ビニル管（VP

φ50㎜）を用い3㎡に1ヶ所以上の割合で設けるものとし、積

（張）工前面の埋戻し高を考慮して設置しなければならない。 

3 2 6 3 30 1 30.混合物の種類とア

スファルト量

示方アスファルト量と第3編3-2-6-5アスファルト舗装工の5項の

(5)による最終的な配合（現場配合）から決定した基準アスファル

ト量が表3-2-8の範囲を超える場合は、アスファルト量について変

更するものとする。この場合、使用する骨材の比重が特に大きい

（若しくは小さい）ためにアスファルト混合率が見掛け上変わっ

た場合の取扱いは、容積に換算して計算するものとする。ただ

し、仕上りの密度が変わったための契約変更は行わないものとす

る。

3 2 6 3 30 1 30.混合物の種類とア

スファルト量

示方アスファルト量と第3編3-2-6-7アスファルト舗装工の第5項の

(5)による最終的な配合（現場配合）から決定した基準アスファル

ト量が表3-2-8の範囲を超える場合は、アスファルト量について変

更するものとする。この場合、使用する骨材の比重が特に大きい

（若しくは小さい）ためにアスファルト混合率が見掛け上変わっ

た場合の取扱いは、容積に換算して計算するものとする。ただ

し、仕上りの密度が変わったための契約変更は行わないものとす

る。

3 2 6 6 4 1 4.橋面防水工の施工 受注者は、橋面防水工の施工にあたっては、「道路橋床版防水便

覧第6章材料・施工」（日本道路協会、平成19年3月）の規定及び

第3編3-2-6-7アスファルト舗装工の規定による。これにより難い

場合は、監督員の承諾を得なければならない。 

3 2 6 6 4 1 4.橋面防水工の施工 受注者は、橋面防水工の施工にあたっては、「道路橋床版防水便

覧第6章材料・施工」（日本道路協会、平成19年3月）の規定及び

第3編3-2-6-7アスファルト舗装工の規定によることとする。床版

面の前処理を適切に実施するとともに、防水層の敷設、塗布等に

ついてはがれや塗りむらなどが生じないよう適切に管理しなけれ

ばならない。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければ

ならない。 

3 2 6 14 7 1 7.インターロッキン

グブロックの規格

インターロッキングブロックの規格は表3-2-9のとおりとし、受注

者は、これを証明する試験成績表を監督員の要請があった場合は

速やかに提示するとともに、検査時までに監督員に提出するもの

とする。

3 2 6 14 7 1 7.インターロッキン

グブロックの規格

インターロッキングブロックの規格は表3-2-9のとおりとし、受注

者は、これを証明する試験成績表を監督員の請求があった場合は

速やかに提示するとともに、検査時までに監督員に提出するもの

とする。

3 2 6 19 18 1 18.沈下量の測定 受注者は、注入完了後、沈下量の測定を行うものとし、測定箇所

は舗装版1枚につき1点とする。注入後の測定値が 0.4㎜以上の場合

は、再注入を行わなければならない。 

3 2 6 19 18 1 18.沈下量の測定 受注者は、注入完了後、沈下量の測定を行うものとし、測定箇所

は舗装版1枚につき1点とする。注入後の測定値が0.4㎜以上の場合

は、再注入を行わなければならない。 

 

3 2 7 5 4 10 ① 受注者は、杭の適用範囲、杭の取扱い、杭の施工法分類はJIS A 

7201（遠心力コンクリートくいの施工標準）の規定による。 

3 2 7 5 4 10 ① 受注者は、杭の適用範囲、杭の取扱い、杭の施工法分類はJIS A 

7201（既製コンクリートくいの施工標準）の規定による。 

JIS名称変更にともなう 

3 2 7 5 4 11 ② 受注者は、杭の打込み、埋込みはJIS A 7201（遠心力コンクリート

くいの施工標準）の規定による。 

3 2 7 5 4 11 ② 受注者は、杭の打込み、埋込みはJIS A 7201（既製コンクリートく

いの施工標準）の規定による。 

JIS名称変更にともなう 

3 2 7 5 4 12 ③ 受注者は、杭の継手はJIS A 7201（遠心力コンクリートくいの施工

標準）の規定による。 

3 2 7 5 4 12 ③ 受注者は、杭の継手はJIS A 7201（既製コンクリートくいの施工標

準）の規定による。 

JIS名称変更にともなう 

3 2 10 16 9 1 9.集じん装置の設置 受注者は、集じん装置の設置にあたり、トンネル等の規模等を考

慮した上で、十分な処理容量を有しているもので、粉じんを効率

よく捕集し、かつ、吸入性粉じんを含めた粉じんを清浄化する処

理能力を有しているものを選定しなければならない。 

3 2 10 16 9 1 9.集じん装置の設置 受注者は、集じん装置の設置にあたり、トンネル等の規模等を考

慮した上で、十分な処理容量を有しているもので、粉じんを効率

よく捕集し、かつ、レスピラブル（吸入性）粉じんを含めた粉じ

んを清浄化する処理能力を有しているものを選定しなければなら

ない。 

 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 10 16 10 1 10.換気等の効果確認 受注者は、換気の実施等の効果を確認するにあたって、半月以内

ごとに1回、定期に、定められた方法に従って、空気の粉じん濃度

等について測定を行わなければならない。この際、粉じん濃度

（吸入性粉じん濃度）目標レベルは2㎎／㎥以下とし、掘削断面積

が小さいため、2㎎／㎥を達成するのに必要な大きさ（口径）の風

管または必要な本数の風管の設置、必要な容量の集じん装置の設

置等が施工上極めて困難であるものについては、可能な限り、2㎎

／㎥に近い値を粉じん濃度目標レベルとして設定し、当該値を記

録しておくこと。また、各測定点における測定値の平均値が目標

レベルを超える場合には、作業環境を改善するための必要な措置

を講じなければならない。

3 2 10 16 10 1 10.換気等の効果確認 受注者は、換気の実施等の効果を確認するにあたって、半月以内

ごとに1回、定期に、定められた方法に従って、空気の粉じん濃度

等について測定を行わなければならない。この際、粉じん濃度

（吸入性粉じん濃度）目標レベルは2㎎／㎥以下とし、掘削断面が

小さいため、2㎎／㎥を達成するのに必要な大きさ（口径）の風管

または必要な本数の風管の設置、必要な容量の集じん装置の設置

等が施工上極めて困難であるものについては、可能な限り、2㎎／

㎥に近い値を粉じん濃度目標レベルとして設定し、当該値を記録

しておくこと。また、各測定点における測定値の平均値が目標レ

ベルを超える場合には、作業環境を改善するための必要な措置を

講じなければならない。 

諸基準類の改定にともなう 

3 2 12 3 3 4 3.仮組立て検査 2）仮組立て検査を簡略化（省略）する場合

受注者は、仮組立て検査を簡略化（省略）する場合の方法につい

て、施工計画書に記載し監督員に承諾を受けるするものとする。

3 2 12 3 3 4 3.仮組立て検査 2）仮組立て検査を簡略化（省略）する場合

受注者は、仮組立て検査を簡略化（省略）する場合の方法につい

て、施工計画書に記載し監督員に承諾を受けるものとする。

3 2 12 3 3 6 3）段階確認 3 2 12 3 3 6 3）段階確認 フォント修正

3 2 12 7 1 8 ② 受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パド

ル、支柱の場合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種の（HDZ55）の

550g／㎡（片面の付着量）以上とし、その他の部材（ケーブルは

除く）の場合は、同じく2種（HDZ35）の350g／㎡（片面の付着

量）以上としなければならない。 

3 2 12 7 1 8 ② 受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パド

ル、支柱の場合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）（HDZT77）の77µ

m（膜厚）以上とし、その他の部材（ケーブルは除く）の場合

は、同じく（HDZT49）の49µm（膜厚）以上としなければならな

い。 
3 2 12 11 13 1 13.前処理及び素地調

整 
受注者は、塗装前に行う素地調整の程度は設計図書によるもの

とし、特に設計図書に定めがない場合は、素地調整程度1種

(sa21/2)とする。 

3 2 12 11 13 1 13.前処理及び素地調

整 
受注者は、塗装前に行う素地調整の程度は設計図書によるもの

とし、特に設計図書に定めがない場合は、素地調整程度1種

(sa21/2)とする。 

フォント修正

3 2 14 4 23 1 23.モルタル又はコン

クリートの配合

受注者は、吹付けに使用するモルタル又はコンクリートの配合な

らびに水セメント比については、吹付けを行ったのり面で設計基

準強度σck＝18N/㎟を満足すること。 

3 2 14 4 23 1 23.モルタル又はコン

クリートの配合

受注者は、吹付けに使用するモルタル又はコンクリートの配合な

らびに水セメント比については、吹付けを行ったのり面で設計基

準強度σck＝18N/㎟を満足すること。 

 

 

フォント修正

3 2 17 3 39 1 39.機械による芝刈り 受注者は、機械による芝刈りにあたっては、機械 (エンジン付)

芝刈機及び肩掛式芝刈機で地上高1㎝程度に刈取るとともに、縁石

等からはみだした芝を切取り、整形しなければならない。 

3 2 17 3 39 1 39.機械による芝刈り 受注者は、機械による芝刈りにあたっては、機械(エンジン付)芝

刈機及び肩掛式芝刈機で地上高1㎝程度に刈取るとともに、縁石等

からはみだした芝を切取り、整形しなければならない。 

スペース削除

3 2 18 2 5 1 5.空隙の処理 受注者は、鋼製伸縮継手フェースプレート下部に空隙がある場合

には、無収縮モルタルにより充てんしなければならない。 

3 2 18 2 5 1 5.空隙の処理 受注者は、鋼製伸縮継手フェースプレート下部に空隙がある場合

には、無収縮モルタルにより充填しなければならない。 

6 3 2 0 2 4 国土交通省 河川砂防技術基準（令和元年7月） 6 3 2 0 2 4 国土交通省 河川砂防技術基準（令和3年4月） 諸基準類の改定にともなう 

6 3 2 0 5 6 国土交通省 機械工事共通仕様書（案）（令和2年3月） 6 3 2 0 5 6 国土交通省 機械工事共通仕様書（案）（令和3年3月） 諸基準類の改定にともなう 

6 3 2 0 6 7 国土交通省 機械工事施工管理基準（案）（令和元年10月） 6 3 2 0 6 7 国土交通省 機械工事施工管理基準（案）（令和3年3月） 諸基準類の改定にともなう 

6 4 2 0 0 10 国土交通省 機械工事施工管理基準（案）（令和元年10月） 6 4 2 0 0 10 国土交通省 機械工事施工管理基準（案）（令和3年3月） 諸基準類の改定にともなう 

6 4 2 0 0 11 国土交通省 機械工事塗装要領（案）・同解説（平成22年4月） 6 4 2 0 0 11 国土交通省 機械工事塗装要領（案）・同解説（令和3年2月） 諸基準類の改定にともなう 

6 5 1 0 5 1 5.適用規定（3） 受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは「機械工

事共通仕様書（案）」（国土交通省、令和2年3月）の規定によ

る。 

6 5 1 0 5 1 5.適用規定（3） 受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは「機械工

事共通仕様書（案）」（国土交通省、令和3年3月）の規定によ

る。 

 

諸基準類の改定にともなう 

6 8 7 2 3 1 3.クラック防止シー
ト

受注者は、目地補修に使用するクラック防止シートについては、

施工前に設計図書に関して監督員の承諾を得なければならない。 

6 8 7 2 3 1 3.クラック防止シー
ト

受注者は、目地補修に使用するクラック防止シートについては、

施工前に使用材料に関して監督員の承諾を得なければならない。 

 

誤植 

8 1 8 9 1 2 1.種別及び名称 （2）残存型枠（構造物一体型）

コンクリート構造物を型枠工法により施工する場合において コ

ンクリート打設後取り外しをしないでコンクリート構造物の一部

として活用される型枠をいう。

8 1 8 9 1 2 1.種別及び名称 （2）残存型枠（構造物一体型）

コンクリート構造物を型枠工法により施工する場合において、コ

ンクリート打設後取り外しをしないでコンクリート構造物の一部

として活用される型枠をいう。

10 1 11 4 5 1 5.支柱間隔 受注者は、支柱間隔については設計図書によるものとするが、取

合せ等により、これによりがたい場合には、設計図書に関して監

督員と協議するものとする。 

10 1 11 4 5 1 5.支柱間隔 受注者は、支柱間隔については設計図書によるものとするが、取

合せ等により、これにより難い場合には、設計図書に関して監督

員と協議するものとする。 

10 1 11 5 5 1 5.支柱間隔 受注者は、支柱間隔については設計図書によるものとするが、取

合せ等により、これによりがたい場合には、設計図書に関して監

督員と協議するものとする。 

10 1 11 5 5 1 5.支柱間隔 受注者は、支柱間隔については設計図書によるものとするが、取

合せ等により、これにより難い場合には、設計図書に関して監督

員と協議するものとする。 

10 2 2 0 0 13 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説（平成28年12月） 10 2 2 0 0 13 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説／ボラードの設置便覧

（令和3年3月） 

諸基準類の改定にともなう 

10 2 2 0 0 10 2 2 0 0 23 日本道路協会 舗装の長期保証制度に関するガイドブック（令和3

年3月） 

10 2 2 0 0 10 2 2 0 0 24 日本道路協会 舗装種別選定の手引き（令和3年12月） 

10 2 4 2 2 2 2. ポリマー改質アス

ファルトⅢ型－Ｗ

（1）マーシャル安定度試験の基準値及び粒度範囲は第3編3-2-6-3

アスファルト舗装の材料の表3-2-24、3-2-25による。

10 2 4 2 2 2 2. ポリマー改質アス

ファルトⅢ型－Ｗ

（1）マーシャル安定度試験の基準値及び粒度範囲は第3編3-2-6-3

アスファルト舗装の材料の表3-2-23、3-2-24による。

10 2 4 4 3 1 3.グースアスファル

ト混合物の適用規定

橋面防水工にグースアスファルト混合物を用いて施工する場合

は、第10編10-2-4-9グースアスファルト舗装工の規定による 。 

10 2 4 4 3 1 3.グースアスファル

ト混合物の適用規定

橋面防水工にグースアスファルト混合物を用いて施工する場合

は、第10編10-2-4-9グースアスファルト舗装工の規定による。 

10 2 8 1 3 1 3.適用規定 受注者は、防護柵工の施工にあたって、「防護柵の設置基準・同

解説4-1．施工」（日本道路協会、平成28年12月）、「道路土工

要綱 第5章 施工計画」（日本道路協会、平成21年6月）の規定及

び第3編3-2-3-8路側防護柵工、3-2-3-7防止柵工の規定による。こ

れにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。 

10 2 8 1 3 1 3.適用規定 受注者は、防護柵工の施工にあたって、「防護柵の設置基準・同

解説／ボラードの設置便覧4-1．施工」（日本道路協会、令和3年

3月）、「道路土工要綱 第5章 施工計画」（日本道路協会、平成

21年6月）の規定及び第3編3-2-3-8路側防護柵工、3-2-3-7防止柵

工の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なけ

ればならない。 

諸基準類の改定にともなう 

10 2 11 2 14 1 14.植栽銘板 （1）高木用

図10-2-2植栽名板表示例

10 2 11 2 14 1 14.植栽銘板 （1）高木用

図10-2-2 植栽銘板表示例

10 2 1

1 

2 14 2 （2）中低木 （2）中低木

図10-2-3 植栽銘板表示例

10 2 1

2 

5 2 4 2.配管 (2) 多孔陶管、FEP-S 管等(VP,PV 管)、後工事の掘削による破損

の恐れがある管路材を使用する場合は、埋設標示シートの代わり

に埋設標示と管防護の機能を兼ねた廃プラ板の設置を行う。

10 2 12 5 2 4 2.配管 (2) 多孔陶管、FEP-S管等(VP,PV管)、後工事の掘削による破損の

恐れがある管路材を使用する場合は、埋設標示シートの代わりに

埋設標示と管防護の機能を兼ねた廃プラ板の設置を行う。

10 4 2 0 0 8 日本道路協会 鋼道路橋設計便覧（昭和55年8月） 10 4 2 0 0 8 日本道路協会 鋼道路橋設計便覧（令和2年9月） 諸基準類の改定にともなう 

10 4 2 0 0 12 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説（平成28年12月） 10 4 2 0 0 12 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説／ボラードの設置便覧

（令和3年3月） 

諸基準類の改定にともなう 

10 4 2 0 0 14 日本道路協会 鋼道路橋の細部構造に関する資料集（平成3年7月） 10 4 2 0 0 諸基準類の改定にともなう 

10 4 2 0 0 16 日本道路協会 鋼道路橋の疲労設計指針（平成14年3月） 10 4 2 0 0 15 日本道路協会 鋼道路橋の疲労設計便覧（令和2年9月） 諸基準類の改定にともなう 

10 4 2 0 0 10 4 2 0 0 16 日本道路協会 道路橋伸縮装置便覧（昭和45年4月） 

10 4 2 0 0 10 4 2 0 0 17 日本道路協会 小規模吊橋指針・同解説（昭和59年4月） 

10 4 2 0 0 18 日本道路協会 道路橋ケーブル構造便覧（令和3年10月） 

5



現行条文（令和3年版） 新条文（令和4年版） 
改定理由 

編 章 節 条 項 
項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項 

項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 新条文 

10 5 2 0 0 12 日本道路協会 道路橋伸縮装置便覧（昭和45年4月） 

10 5 2 0 0 13 日本道路協会 小規模吊橋指針・同解説（昭和59年4月） 

10 5 2 0 0 14 日本道路協会 道路橋ケーブル構造便覧（令和3年10月） 

10 6 1 0 0 11 11.施工中の観察 受注者は、施工中の観察記録を整備・保管し完成時に納品すると

ともに、施工途中において監督員または検査員から請求があった

場合は、速やかに提示しなければならない。 

10 6 1 0 0 11 11.施工中の観察 受注者は、施工中の観察記録を整備・保管し完成時に納品すると

ともに、施工途中において監督員または検査員から請求があった

場合は、速やかに提示しなければならない。 

フォント修正

10 6 2 0 0 16 建設業労働災害防止協会 ずい道等建設工事における換気技術指針

（換気技術の設計及び粉じん等の測定）（平成24年3月） 

10 6 2 0 0 16 建設業労働災害防止協会 ずい道等建設工事における換気技術指針

（換気技術の設計及び粉じん等の測定）（令和3年4月） 

諸基準類の改定にともなう 

10 6 4 2 8 1 8.継ぎ材 継ぎ材（タイロット）の材質はJIS G 3112熱間圧延棒鋼1種

(SR235)とする。 

10 6 4 2 8 1 8.継ぎ材 継ぎ材（タイロッド）の材質はJIS G 3112熱間圧延棒鋼1種

(SR235)とする。 

10 6 4 2 10 1 10.ボルト等 鋼製支保及びタイロットに使用する六角ボルトはJIS B 1180、六

角ナットはJIS B 1181、座金はJIS B 1256によるものとする。 

10 6 4 2 10 1 10.ボルト等 鋼製支保及びタイロッドに使用する六角ボルトはJIS B 1180、六

角ナットはJIS B 1181、座金はJIS B 1256によるものとする。 

10 6 6 4 7 1 7.縦方向打継目 受注者は、インバートコンクリートの縦方向打継目を、やむを得

ず設ける場合は、中央部に1ヵ所とする。 

10 6 6 4 7 1 7.縦方向打継目 受注者は、インバートコンクリートの縦方向打継目を、やむを得

ず設ける場合は、中央部に1ヶ所とする。 

10 7 3 6 3 1 3.防錆処置 受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防錆

のため鉄筋にモルタルペーストを塗布しなければならない。 

10 7 3 6 3 1 3.防錆処置 受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防

錆、防食、損傷等を受けないようにこれらを保護しなければな 

らない。 

 

10 7 3 6 3 2 なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督員の承諾を

得なければならない。 

10 7 3 6 3 2 なお、施工方法に関しては監督員の承諾を得なければならない。 

10 8 2 0 0 9 日本道路協会 鋼道路橋設計便覧（昭和55年9月） 10 8 2 0 0 9 日本道路協会 鋼道路橋設計便覧（令和2年9月） 諸基準類の改定にともなう 

10 8 2 0 0 13 日本道路協会鋼道路橋の細部構造に関する資料集（平成3年7月） 10 8 2 0 0 諸基準類の改定にともなう 

10 8 2 0 0 21 日本道路協会斜面上の深礎基礎設計施工便覧（平成24年4月） 10 8 2 0 0 20 日本道路協会斜面上の深礎基礎設計施工便覧（令和3年10月） 諸基準類の改定にともなう 

10 8 3 1 4 1 4.施工計画書(2) 受注者は、工場製作工の施工について、第10編10-5-3-1 2.施工計

画書のとおりとする。なお、設計図書に示されている場合または

設計図書に関して監督員の承諾を得た場合は、施工計画書の内容

を省略できるものとする。 

10 8 3 1 4 1 4.施工計画書(2) 受注者は、工場製作工の施工について、第10編10-5-3-1 2.施工計

画書のとおりとする。なお、設計図書に示されている場合または

設計図書に関して監督員の承諾を得た場合は、施工計画書の内容

を省略できるものとする。 

フォント修正

10 8 5 6 4 1 4.防錆処置 受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防錆

のため鉄筋にモルタルペーストを塗布しなければならない。これ

以外の施工方法による場合は、設計図書に関して監督員の承諾を

得なければならない。 

10 8 5 6 4 1 4.防錆処置 受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防

錆、防食、損傷等を受けないようにこれらを保護しなければなら

ない。 

10 8 5 6 4 2 なお、施工方法に関しては監督員の承諾を得なければならな 

い。 

10 10 2 0 0 6 日本道路協会道路構造令の解説と運用（平成27年6月） 10 10 2 0 0 6 日本道路協会道路構造令の解説と運用（令和3年3月） 諸基準類の改定にともなう 

10 14 1 0 0 11 9.道路上の維持作業 受注者は、道路上の維持作業にあたっては、その日のうちに作業

を終了させるものとし、交通に支障のないよう跡片付け及び清掃

を行い、終了後直ちに監督員に連絡しなければならない。やむを

得ずその日のうちに作業が終了しない場合には、監督員に連絡す

るとともに、交通に危険がないよう必要な保安施設等の措置を講

じなければならない。 

10 14 1 0 0 11 9.道路上の維持作業 受注者は、道路上の維持作業にあたっては、その日のうちに作業

を終了させるものとし、交通に支障のないよう跡片付け及び清掃

を行い、終了後直ちに監督員に連絡しなければならない。やむを

得ずその日のうちに作業が終了しない場合には、監督員に連絡す

るとともに、交通に危険がないよう必要な保安施設等の措置を講

じなければならない。 

10 16 24 4 33 1 33.無収縮モルタルお

よびエポキシ系樹脂 

無収縮モルタルおよびエポキシ系樹脂は、表10-17-2，3、シール

およびパテ用エポキシ樹脂については、第2編2-2-13-1エポキシ系

樹脂接着剤の表2-2-18の試験項目と規格値に適合することを証明

する試験成績表を提出するものとする。 

10 16 24 4 33 1 33.無収縮モルタルお

よびエポキシ系樹脂 

無収縮モルタルおよびエポキシ系樹脂は、表10-17-2，表10-17-

3、シールおよびパテ用エポキシ樹脂については、第2編2-2-13-1

エポキシ系樹脂接着剤の表2-2-18の試験項目と規格値に適合する

ことを証明する試験成績表を提出するものとする。

10 16 24 4 33 2 表10-17-2無収縮モルタル（プレミックスタイプ）の試験項目と規

格 

10 16 24 4 33 2 表10-17-2 無収縮モルタル（プレミックスタイプ）の試験項目と

規格 

10 16 2

4 

4 33 3 表10-17-2（表中） 土木学会「膨張材を用いた充てんモルタルの施工要領」※ 10 16 24 4 33 3 表10-17-2（表中） 土木学会「膨張材を用いた充填モルタルの施工要領」※ 

10 16 2

4 

4 34 1 34.塗料の種類、各層

毎の標準使用量およ

び標準膜厚

塗料の種類、各層毎の標準使用量および標準膜厚は、「鋼道路橋

塗装・防食便覧」（平成17年12月（社）日本道路協会）によるＣ-

5系を基本とする。 

10 16 24 4 34 1 34.塗料の種類、各層

毎の標準使用量およ

び標準膜厚

塗料の種類、各層毎の標準使用量および標準膜厚は、「鋼道路橋

防食便覧」（平成26年3月（社）日本道路協会）によるＣ-5系を基

本とする。 

12 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸

基準 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下

記の基準類によらなければならない。 

（共通図書） 

国土交通省 建設工事公衆災害防止対策要綱（令和元年9月） 

国土交通省 アルカリ骨材反応抑制対策について（平成14年7月31

日） 

国土交通省 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指

針                （昭和49年7月） 

国土交通省 薬液注入工事に係る施工管理について（平成2年9

月） 

国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月） 

国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱  （平成14年5月） 

日本下水道協会 下水道施設計画・設計指針と解説（2019年版） 

日本下水道協会 下水道推進工法の指針と解説  （2010年版） 

土木学会 トンネル標準示方書（開削工法編）・同解説（2016年8

月） 

土木学会 トンネル標準示方書（シールド工法編）・同解説

（2016年8月） 

土木学会 トンネル標準示方書（山岳工法編）・同解説（2016年8

月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（設計編）  （2018年3月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（施工編） （2018年3月） 

土木学会 コンクリートのポンプ施工指針（案）（平成24年6月） 

日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針  （平成11年3月） 

日本道路協会 道路土工－カルバート指針（平成22年3月） 

日本道路協会 道路土工－盛土工指針  （平成22年4月） 

日本道路協会 道路土工－要綱  （平成21年6月） 

日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針（平成24年8月） 

（下水道用図書） 

日本下水道協会 小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説

（2004年版） 

日本下水道協会 下水道工事施工管理指針と解説  （1989年版） 

日本下水道協会 下水道施設の耐震対策指針と解説（2014年版） 

日本下水道協会 下水道排水設備指針と解説 （2016年版） 

(財)下水道新技術推進機構 FRPM管によるシールド二次覆工技術

マニュアル（2004年3月）

12 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸

基準 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下

記の基準類によらなければならない。 

国土交通省 建設工事公衆災害防止対策要綱（令和元年9月） 

国土交通省 アルカリ骨材反応抑制対策について（平成14年7月31

日） 

国土交通省 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指

針 （昭和49年7月） 

国土交通省 薬液注入工事に係る施工管理について（平成2年9

月） 

国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月） 

国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱  （平成14年5月） 

日本下水道協会 下水道施設計画・設計指針と解説（2019年版） 

日本下水道協会 下水道維持管理指針 （2014年版） 

日本下水道協会 下水道推進工法の指針と解説  （2010年版） 

土木学会 トンネル標準示方書（開削工法編）・同解説（2016年8

月） 

土木学会 トンネル標準示方書（シールド工法編）・同解説

（2016年8月） 

土木学会 トンネル標準示方書（山岳工法編）・同解説（2016年8

月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（設計編）（2018年3月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（施工編）（2018年3月） 

土木学会 コンクリートのポンプ施工指針（案）（平成24年6月） 

日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針  （平成11年3月） 

日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 

日本道路協会 道路土工－盛土工指針  （平成22年4月） 

日本道路協会 道路土工－要綱     （平成21年6月） 

日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針（平成24年8月） 

日本下水道協会 小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説

（2004年版） 

日本下水道協会 下水道施設の耐震対策指針と解説（2014年版） 

日本下水道協会 下水道排水設備指針と解説   （2016年版） 

日本下水道協会 管きょ更生工法における設計・施工管理ガイド

ライン                    (2017年版) 

(財)下水道新技術推進機構 FRPM管によるシールド二次覆工技術

マニュアル  （2004年3月） 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 3 2 1 1 材料 1．受注者は、使用する下水道材料が次の規格に適合したものまた

は、これと同等以上の品質を有するものでなければならない。 

（1）鉄筋コンクリート管

JSWAS A-1 （下水道用鉄筋コンクリート管）

JSWAS A-5 （下水道用鉄筋コンクリート卵形管） 

JSWAS A-9 （下水道用台付鉄筋コンクリート管） 

（2）ボックスカルバート

JSWAS A-12（下水道用鉄筋コンクリート製ボックスカルバー

ト） 

JSWAS A-13（下水道用プレストレストコンクリート製ボック

スカルバート）

（3）硬質塩化ビニル管

JSWAS K-1 （下水道用硬質塩化ビニル管）

JSWAS K-3 （下水道用硬質塩化ビニル卵形管） 

JSWAS K-13（下水道用リブ付硬質塩化ビニル管） 

（4）強化プラスチック複合管

JSWAS K-2 （下水道用強化プラスチック複合管）

（5）レジンコンクリート管

JSWAS K-11（下水道用レジンコンクリート管）

（6）ポリエチレン管

JSWAS K-14（下水道用ポリエチレン管）

12 1 3 2 1 1 材料 1．受注者は、使用する下水道材料が次の規格に適合したものまた

は、これと同等以上の品質を有するものでなければならない。 

（1）鉄筋コンクリート管

JSWAS A-1 （下水道用鉄筋コンクリート管）

JSWAS A-9 （下水道用台付鉄筋コンクリート管） 

（2）ボックスカルバート

JSWAS A-12（下水道用鉄筋コンクリート製ボックスカルバー

ト） 

JSWAS A-13（下水道用プレストレストコンクリート製ボック

スカルバート）

（3）硬質塩化ビニル管

JSWAS K-1 （下水道用硬質塩化ビニル管）

JSWAS K-13（下水道用リブ付硬質塩化ビニル管） 

（4）強化プラスチック複合管

JSWAS K-2 （下水道用強化プラスチック複合管）

（5）レジンコンクリート管

JSWAS K-11（下水道用レジンコンクリート管）

（6）ポリエチレン管

JSWAS K-14（下水道用ポリエチレン管）

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

6



現行条文（令和3年版） 新条文（令和4年版） 
改定理由 

編 章 節 条 項 
項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項 

項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 新条文 

JSWAS K-15（下水道用リブ付ポリエチレン管） 

（7）鋼管

JIS G 3443（水輸送用塗覆装鋼管）

JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管）

（8）鋳鉄管

JSWAS G-1 （下水道用ダクタイル鋳鉄管）

JIS G 5526（ダクタイル鋳鉄管）

JIS G 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）

JSWAS K-15（下水道用リブ付ポリエチレン管） 

（7）鋼管

JIS G 3443（水輸送用塗覆装鋼管）

JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管）

（8）鋳鉄管

JSWAS G-1 （下水道用ダクタイル鋳鉄管）

JIS G 5526（ダクタイル鋳鉄管）

JIS G 5527（ダクタイル鋳鉄異形管）

12 1 3 4 7 1 7. 受注者は、鉄筋コンクリート管の布設にあたり、下記の規定によ

らなければならない。 

12 1 3 4 7 1 7. 受注者は、鉄筋コンクリート管の布設にあたり、以下の規定によ

らなければならない。 

12 1 3 4 8 1 8. 受注者は、硬質塩化ビニル管及び強化プラスチック複合管の布設

にあたり、下記の規定によらなければならない。 

12 1 3 4 8 1 8. 受注者は、硬質塩化ビニル管及び強化プラスチック複合管の布設

にあたり、以下の規定によらなければならない。 

12 1 3 4 8 4 (4) 滑剤には、ゴム輪接合専用滑剤を使用し、グリス、油等をもちい

てはならない。 

12 1 3 4 8 4 (4) 滑剤には、ゴム輪接合専用滑剤を使用し、グリス、油等はゴム輪

を劣化させるので使用してはならない。 
下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 3 4 9 1 9. 受注者は、リブ付き硬質塩化ビニル管の布設にあたり、下記の規

定によらなければならない。 

12 1 3 4 9 1 9. 受注者は、リブ付き硬質塩化ビニル管の布設にあたり、以下の規

定によらなければならない。 

12 1 3 4 10 1 10. 受注者は、ポリエチレン管の布設にあたり、下記の規定によらな

ければならない。 

12 1 3 4 10 1 10. 受注者は、ポリエチレン管の布設にあたり、以下の規定によらな

ければならない。 

12 1 3 4 12 1 12. 受注者は、鋳鉄管の布設にあたり、下記の規定によらなければな

らない。 

12 1 3 4 12 1 12. 受注者は、鋳鉄管の布設にあたり、以下の規定によらなければな

らない。 

12 1 3 4 13 1 13. 受注者は、管の切断及びせん孔にあたり、下記の規定によらなけ

ればならない。 

12 1 3 4 13 1 13. 受注者は、管の切断及びせん孔にあたり、以下の規定によらなけ

ればならない。 

12 1 3 4 14 1 14. 受注者は、本管の埋戻しに際し、設計図書に基づき、管の上部に

埋設標識テープを布設しなければならない。 

（1）管接合の後、 監督員が指示する場合を除き管天50㎝まで埋

戻し、 十分転圧を行った後土砂を平坦に敷均し、テープを管のほ

ぼ中心線に沿って、マンホールからマンホールまで切れ目なく敷

設し、 テープが乱れないよう埋戻しを行うものとする。  

（2）材料は高密度ポリエチレンヤーンを製織したクロスに、印刷

面を内側にし、低密度ポリエチレン・フィルムをラミネートした

もので、耐薬品性に富み変色のないものとする。 

（3）構造は、外力が加わったときシートの伸長性をとるため長さ

が2倍になるよう重ね合わせて点溶着又は縫製した折込み式とす

る。 

なお、 テープの寸法及び生地色は表1－1のとおりとする。 

12 1 3 4 14 1 14. 受注者は、本管の埋戻しに際し、設計図書に基づき、管の上部に

埋設標識シートを布設しなければならない。 

（1）管接合の後、 監督員が指示する場合を除き管天50㎝まで埋

戻し、 十分転圧を行った後土砂を平坦に敷均し、シートを管のほ

ぼ中心線に沿って、マンホールからマンホールまで切れ目なく敷

設し、 シートが乱れないよう埋戻しを行うものとする。  

（2）材料は高密度ポリエチレンヤーンを製織したクロスに、印刷

面を内側にし、低密度ポリエチレン・フィルムをラミネートした

もので、耐薬品性に富み変色のないものとする。 

（3）構造は、外力が加わったときシートの伸長性をとるため長さ

が2倍になるよう重ね合わせて点溶着又は縫製した折込み式とす

る。 

なお、 シートの寸法及び生地色は表1－1のとおりとする。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 3 7 2 1 2. 受注者は、掘削に伴ってボイリング、ヒービング、盤ぶくれが発

生しないよう、掘削底面の安定について検討しなければならな

い。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 3 7 8 1 7. 受注者は、建て込み式の木矢板、軽量鋼矢板土留、アルミ矢板土

留の施工にあたり、下記の規定によらなければならない。 

12 1 3 7 8 1 8. 受注者は、建て込み式の木矢板、軽量鋼矢板土留、アルミ矢板土

留の施工にあたり、以下の規定によらなければならない。 

12 1 3 7 8 1 8. 受注者は、建て込み簡易土留の施工にあたり、下記の規定によら

なければならない。 

12 1 3 7 8 1 9. 受注者は、建て込み簡易土留の施工にあたり、以下の規定によら

なければならない。 

12 1 3 7 8 1 9. 受注者は、親杭横矢板工の施工にあたり、下記の規定によらなけ

ればならない。 

12 1 3 7 8 1 10. 受注者は、親杭横矢板工の施工にあたり、以下の規定によらなけ

ればならない。 

12 1 3 7 8 1 10. 受注者は、土留支保工の施工にあたり、下記の規定によらなけれ

ばならない。 

12 1 3 7 8 1 11. 受注者は、土留支保工の施工にあたり、以下の規定によらなけれ

ばならない。 

12 1 3 8 0 1 12-1-3-8 埋設部防護工 12 1 3 8 0 1 12-1-3-8 埋設物防護工 

12 1 3 10 1 1 1. 受注者は薬液注入工事の着手前に下記について監督員の確認を得

なければならない。 

12 1 3 10 1 1 1. 受注者は薬液注入工事の着手前に以下について監督員の確認を得

なければならない。 

12 1 4 2 1 1 1. 受注者は、使用する下水道用資材が下記の規格に適合するものま

たは、これと同等以上の品質を有するものでなければならない。 

12 1 4 2 1 1 1. 受注者は、使用する下水道用資材が以下の規格に適合するものま

たは、これと同等以上の品質を有するものでなければならない。 

12 1 4 3 7 1 7. （クレーン設備）

受注者は、クレーン等の設置及び使用にあたり、関係法令等の定

めるところに従い適切に行わなければならない。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 5 2 1 1 1. 使用する下水道用資材が下記の規格に適合するものまたは、これ

と同等以上の品質を有するものでなければならない。 

12 1 5 2 1 1 1. 使用する下水道用資材が以下の規格に適合するものまたは、これ

と同等以上の品質を有するものでなければならない。 

12 1 5 3 1 1 1. 受注者は、推進工事の施工に当たって、工事着手前に施工場所の

土質、地下水の状況、地下埋設物、その他工事に係る諸条件を十

分調査し、その結果に基づき現場に適応した施工計画を作成して

監督員に提出しなければならない。 

12 1 5 3 1 1 1. 受注者は、推進工事の施工に当たって、工事着手前に施工場所の

土質、地下水の状況、埋設物、その他工事に係る諸条件を十分調

査し、その結果に基づき現場に適応した施工計画を作成して監督

員に提出しなければならない。 

12 1 5 5 14 1 14. 受注者は、支圧壁について、管の押し込みによる荷重に十分耐え

る強度を有し、変形や破壊が生じないよう堅固に構築しなければ

ならない。 

12 1 5 5 14 1 14. 受注者は、支圧壁について、背面地盤反力が十分あることを確認

するとともに、管の押し込みによる荷重に十分耐える強度を有

し、変形や破壊が生じないよう堅固に構築しなければならない。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 6 3 11 1 11. 受注者は、シールド掘削中、常に掘削土量を監視し、所定の掘削

土量を上回る土砂の取込みが生じないよう適切な施工管理を行わ

なければならない。 

12 1 6 3 11 1 11. 受注者は、シールド掘削中、常に掘削土量を監視し、所定の掘削

土量を上回る土砂の取込みが生じないよう適切な施工管理を行わ

なければならない。 

また、テールシールの破損を防ぐため、テールシール用グリース

の充填状況を適正に管理し、土砂や地下水の侵入及び裏込め材の

漏出を防止しなければならない。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 6 3 16 1 16. 受注者は、シールド掘進中、各種ジャッキ・山留め等を監視し、

シールドの掘進長、推力等を記録し、監督員に提出しなければな

らない。

12 1 6 3 16 1 16. 受注者は、シールド掘進中、各種ジャッキ・山留め等を監視し、

シールドの掘進長、推力、自然土水圧、切羽土圧、カッタートル

ク、排泥量、裏込め注入量、加泥材注入量等を記録し、監督員に

提出しなければならない。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 6 3 27 1 27. 受注者は、シールド掘進によりセグメントと地山の間に出来た間

隙には速やかにベントナイト、セメント等の注入材を圧入するも

のとし、その配合は監督員の承諾を得なければならない。 

12 1 6 3 27 1 27. 受注者は、シールド掘進によりセグメントと地山の間に出来た間

隙には速やかに二液可塑性を標準とする注入材を圧入するものと

し、その配合は監督員の承諾を得なければならない。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 7 1 2 1 2. 本節に特に定めのない事項については、日本下水道協会 管渠更生

工法における設計・施工管理ガイドライン（案）によるものとす

る。 

12 1 7 1 2 1 2. 本節に特に定めのない事項については、日本下水道協会 管渠更生

工法における設計・施工管理ガイドラインによるものとする。 
下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 7 3 12 1 12. 受注者は、取付管口のせん孔は、作業当日中に完了することを原

則とするが、仮せん孔等とする場合は、事前に監督員へ報告を行

い必要な対策を講じなければならない。 

12 1 7 3 12 1 12. 受注者は、取付管口のせん孔は、作業当日中に完了することを原

則とするが、仮せん孔等とする場合は、事前に監督員へ報告を行

い、降雨による溢水の防止等必要な対策を講じなければならな

い。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 7 3 18 1 18. 受注者は、取付管口のせん孔は、作業当日中に完了することを原

則とするが、仮せん孔等とする場合は、事前に監督員へ報告を行

い必要な対策を講じなければならない。 

12 1 7 3 18 1 18. 受注者は、取付管口のせん孔は、作業当日中に完了することを原

則とするが、仮せん孔等とする場合は、事前に監督員へ報告を行

い、降雨による溢水の防止等必要な対策を講じなければならな

い。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 7 4 1 1 12-1-7-4 受注者は、硫化水素の発生や酸素欠乏となることが予想される箇

所では、「酸素欠乏症等防止規則」（昭和47年労働省令第42号）

に基づき、換気を行うなど適切な措置をとらなければならない。 

12 1 7 4 1 1 12-1-7-4 受注者は、硫化水素の発生や酸素欠乏となることが予想される箇

所では、「酸素欠乏症等防止規則」（昭和47年労働省令第42号）

に基づき、換気を行うなど適切な措置をとらなければならない。

また、スチレンガスが発生される工法の場合は、スチレンガス対

策を講じ、安全施工に努めなければならない。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 1 8 4 1 1 1. 受注者は、組立マンホール工の施工について、第12編 12-1-8-3 

現場打ちマンホール工1．及び2．の規定によるものとする他、下

記の規定によらなければならない。 

12 1 8 4 1 1 1. 受注者は、組立マンホール工の施工について、第12編 12-1-8-3 

現場打ちマンホール工1．及び2．の規定によるものとする他、以

下の規定によらなければならない。 

12 1 8 5 1 1 1. 受注者は、小型マンホール工の施工について、第12編 12-1-8-3 

現場打ちマンホール工1．及び2．の規定によるものとする他、下

記の規定によらなければならない。 

12 1 8 5 1 1 1. 受注者は、小型マンホール工の施工について、第12編 12-1-8-3 

現場打ちマンホール工1．及び2．の規定によるものとする他、以

下の規定によらなければならない。 

12 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸

基準 

国土交通省 建設工事公衆災害防止対策要綱 （令和元年9月） 

国土交通省 アルカリ骨材反応抑制対策について(平成14年7月31

日） 

国土交通省 コンクリート中の塩化物総量規制について（昭和61

年6月） 

国土交通省 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指

針（昭和49年7月） 

国土交通省 薬液注入工事に係る施工管理等について（平成2年9

12 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸

基準 

国土交通省 建設工事公衆災害防止対策要綱 （令和元年9月） 

国土交通省 アルカリ骨材反応抑制対策について(平成14年7月31

日） 

国土交通省 コンクリート中の塩化物総量規制について（昭和61

年6月） 

国土交通省 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指

針  （昭和49年7月） 

国土交通省 薬液注入工事に係る施工管理等について（平成2年9
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月） 

国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月） 

国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱（平成14年5月） 

国土交通省 公共用緑化樹木品質寸法規格基準（案）（平成20年

12月） 

日本下水道協会 下水道施設計画・設計指針と解説（2019年版） 

日本下水道協会 下水道維持管理指針（2014年版） 

日本下水道協会 小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説

（2004年版） 

日本下水道協会 下水道工事施工管理指針と解説 

（1989年版） 

日本下水道協会 下水道施設の耐震対策指針と解説（2014年版） 

土木学会 コンクリート標準示方書（設計偏）（平成30年3月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（施工偏）（平成30年3月） 

土木学会 コンクリートのポンプ施工指針（案）（平成24年6月） 

日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針 （平成11年3月） 

日本道路協会 道路土工－カルバート工指針 （平成22年3月） 

日本道路協会 道路土工－擁壁工指針   （平成24年7月） 

日本道路協会 舗装設計施工指針  （平成18年2月） 

日本道路協会 舗装施工便覧  （平成18年2月） 

日本道路協会 舗装再生便覧  （平成22年11月） 

日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案）（平成2年11

月） 

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書（平成4年12月） 

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧  （平成31年3月） 

日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13年9

月） 

日本道路協会 杭基礎施工便覧   （平成27年3月） 

日本道路協会 視覚障害者用誘導ブロック設置指針・同解説（昭

和60年9月） 

(公社)日本鉄筋継手協会 鉄筋継手工事標準仕様書（2017年） 

国土交通省 公共建築工事標準仕様書（平成31年版） 

月） 

国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月） 

国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱（平成14年5月） 

国土交通省 公共用緑化樹木品質寸法規格基準（案）（平成20年

12月） 

日本下水道協会 下水道施設計画・設計指針と解説（2019年版） 

日本下水道協会 下水道維持管理指針（2014年版） 

日本下水道協会 小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説

（2004年版） 

日本下水道協会 下水道施設の耐震対策指針と解説（2014年版） 

土木学会 コンクリート標準示方書（設計偏）（平成30年3月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（施工偏）（平成30年3月） 

土木学会 コンクリートのポンプ施工指針（案）（平成24年6月） 

日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針 （平成11年3月） 

日本道路協会 道路土工－カルバート工指針 （平成22年3月） 

日本道路協会 道路土工－擁壁工指針   （平成24年7月） 

日本道路協会 舗装設計施工指針  （平成18年2月） 

日本道路協会 舗装施工便覧  （平成18年2月） 

日本道路協会 舗装再生便覧  （平成22年11月） 

日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案）（平成2年11

月） 

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書（平成4年12月） 

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧  （平成31年3月） 

日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13年9

月） 

日本道路協会 杭基礎施工便覧   （平成27年3月） 

日本道路協会 視覚障害者用誘導ブロック設置指針・同解説（昭

和60年9月） 

(公社)日本鉄筋継手協会 鉄筋継手工事標準仕様書（2017年） 

国土交通省 公共建築工事標準仕様書（平成31年版） 

12 2 6 2 4 1 4. 受注者は、掘削に伴ってボイリング、ヒービング、盤ぶくれが発

生しないよいう、掘削底面の安定について検討しなければならな

い。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 2 7 9 0 0 12-2-7-9 工事用道

路工 

工事用道路工の施工については、第3編 3-2-10-2工事用道路工に

よるものとする。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 2 7 10 0 0 12-2-7-10 仮水路工 仮水路工の施工については、第3編 3-2-10-11 仮水路工によるも

のとする。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 2 7 11 0 0 12-2-7-11 防塵対策

工 

防塵対策工の施工については、第3編 3-2-10-17 防塵対策工によ

るものとする。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 2 7 12 0 0 12-2-7-12 防護施設

工 

防護施設工の施工については、第3編 3-2-10-19 防護施設工によ

るものとする。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 2 7 13 0 0 12-2-7-13 除雪工 除雪工の施工については、第3編 3-2-10-20 除雪工によるものと

する。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 2 7 14 0 0 12-2-7-14 雪寒施設

工 

雪寒施設工の施工については、第3編 3-2-10-21 雪寒施設工によ

るものとする。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

12 2 7 15 0 0 12-2-7-15 電力・用

水設備工 

電力・用水設備工の施工については、第3編 3-2-10-14 電力設備

工によるものとする。 

下水道土木工事必携（案）の改定

による 

15 7 2 5 1 1 7-2-5塗膜厚の管理 1．受注者は、次に示す要領により塗膜厚を測定するものとする。 

（1）測定基準

 塗膜厚の測定は1ロット（500㎡）当たり25ヶ所（100㎡未満は5

ヶ所）測定し、1ヶ所当たり5点測定を行いその平均値をその箇所

の測定値とする。ただし、水管橋等の管体部は、一つの測定箇所

ごとに円周方向12時、3時、6時、9時の4点測定を行い、その平均

値をその箇所の測定値とする。 

（2）測定時期

ア 素地調整後

イ 下塗り塗装完了後

ウ 中塗り塗装完了後

エ 上塗り塗装完了後

（3）測定機器

 膜厚測定器は、調整式電磁膜厚計を使用するものとする。 

2．受注者は次に示す要領により塗膜厚を判定するものとする。 

①塗膜厚測定値（5点測定・4点測定）の平均値は、目標塗膜厚

（合計値）の90％以上とする。 

②塗膜厚測定値（5点測定・4点測定）の最小値は、目標塗膜厚

（合計値）の70％以上とする。 

③塗膜厚測定値（5点測定・4点測定）の分布の標準偏差は、目標

塗膜厚（合計値）の20％を超えないものとする。ただし、平均値

が目標塗膜厚以上の場合は合格とする。 

④平均値、最小値、標準偏差のそれぞれ3条件のうち1つでも不合

格の場合は、2倍の測定を行い判定値を満足すれば合格とし、不合

格の場合は塗増し、再検査するものとする。 

15 7 2 5 1 1 7-2-5塗膜厚の管理 1．受注者は、次に示す要領により塗膜厚を測定するものとする。

（1）測定箇所

塗膜厚の測定は、１ロットあたり500㎡単位毎に25点以上とし、

１点あたり５回測定を行い、その平均値をその箇所の測定値とす

る。ただし、200㎡以上500㎡未満の場合は25点、200㎡未満の場合

は10㎡につき1点以上、測定を行うものとする。 

なお、水管橋等の管体部については、1ロット（水管橋１スパ

ン）あたり5箇所以上測定し、1箇所あたり12時、3時、6時、9時の

4点を1点あたり5回以上測定を行い、その平均値をその点の測定値

とする。 

（2）測定時期

各層毎の塗装完了乾燥後

（3）測定方法

塗膜厚の測定は、塗装系別、塗装方法別、部材の種類別または

作業姿勢別に測定位置を定め、平均して測定するよう配慮しなけ

ればならない。 

 また、膜厚測定器として電磁膜厚計を使用しなければならな

い。 

2．受注者は以下に示す要領により塗膜厚の判定をしなければなら

ない。 

①塗膜厚測定値（5回平均）の平均値は、目標塗膜厚合計値の90％

以上とする。

②塗膜厚測定値（5回平均）の最小値は、目標塗膜厚合計値の70％

以上とする。

③塗膜厚測定値（5回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚合計

値の20％を超えないものとする。ただし、標準偏差が20％を超え

た場合、平均値が目標塗膜厚以上の場合は合格とする。

④平均値、最小値、標準偏差のうち1つでも不合格の場合は、さら

に同数の測定を行い、当初の測定値と合わせて計算した結果が管

理基準値を満足すれば合格とし、不合格の場合は最上層の塗料を

増し塗りして、再検査しなければならない。

16 2 11 1 0 0 構造物取壊し工 構造物取壊しの施工については、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し

工の規定によるものとする。 

16 2 11 1 0 0 取壊し工 構造物の取壊しに当たっては、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し工

の規定によるものとする。 

16 3 4 1 0 0 構造物取壊し工 構造物取壊しの施工については、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し

工の規定によるものとする。 

16 3 4 1 0 0 取壊し工 構造物の取壊しに当たっては、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し工

の規定によるものとする。 

16 3 8 2 4 0 分水工 型枠及び支保、足場の施工については、第1編第3章第8節 型枠・

支保及び本章 16-3-6-2 現場打ち開渠工 5．の規定によるものと

する。 

16 3 8 2 4 0 分水工 型枠、支保及び足場の施工については、第1編第3章第8節 型枠・

支保及び本章 16-3-6-2 現場打ち開渠工 5．の規定によるものと

する。 

16 4 4 1 0 0 構造物取壊し工 16 4 4 1 0 0 一般事項 

16 4 4 1 1 0 一般事項 

16 4 4 1 2 0 構造物取壊し工 構造物取壊しの施工については、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し

工の規定によるものとする。 

16 4 4 2 0 0 取壊し工 構造物の取壊しに当たっては、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し工

の規定によるものとする。 

16 5 2 2 2 9 布設接合 受注者は、たて込み簡易土留を使用し管布設を行う場合、クレー

ン等安全規則74条の2及び労働安全衛生規則第164条2項及び3項、

並びに平成4年8月24日付け基発第480号、平成4年10月1日付け基発

第542号労働省労働基準局長通達、平成14年3月29日付基安発

0329003号（土止め先行工法）厚生労働省労働基準局安全衛生部長

通達を遵守する。

なお、管長が5ｍ以上で呼び径700mm以上を布設する場合、管搬入

口を30ｍに一箇所以上設けるものとするが、腹起こし等でこれに

よらない場合は、別途設計図書によるものとする。 

16 5 2 2 2 9 布設接合 受注者は、たて込み簡易土留を使用し管布設を行う場合、クレー

ン等安全規則74条の2、労働安全衛生規則第164条2項及び3項、平

成4年8月24日付け基発第480号及び平成4年10月1日付け基発第542

号労働省労働基準局長通達、平成14年3月29日付基安発0329003号

（土止め先行工法）厚生労働省労働基準局安全衛生部長通達を遵

守する。

16 5 2 2 2 10 布設接合 受注者は、たて込み簡易土留において捨梁を使用する場合、砂基

礎内に捨梁を存置してはならない。 
16 5 2 2 2 10 布設接合 受注者は、たて込み簡易土留において捨梁を使用する場合、基床

部内に捨梁を存置してはならない。 

16 5 2 2 2 16 布設接合 受注者は、設計図書に示す場合を除き、管継手、バルブ、可とう

管、継輪等の据付に使用するボルト・ナットは、地上露出部及び

構造物内はステンレスを使用し、地下埋設物部及びコンクリ－ト

に覆われる部分はＦＣＤ製を使用するものとする。 

ただし、バルブ等でフランジ継手のものは、これに関わらず、ス

テンレス製を使用するものとする。

また、ダクタイル鋳鉄管のうち地殻変動が予想される管路や高度

16 5 2 2 2 16 布設接合 受注者は、設計図書に示す場合を除き、管継手、バルブ、可とう

管、継輪等の据付に使用するボルト及びナットは、地上露出部及

び構造物内はステンレスを使用し、地下埋設物部及びコンクリ－

トに覆われる部分はＦＣＤ製を使用するものとする。

ただし、バルブ等でフランジ継手のものは、これに関わらず、ス

テンレス製を使用するものとする。

また、ダクタイル鋳鉄管のうち地殻変動が予想される管路や高度
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現行条文（令和3年版） 新条文（令和4年版） 
改定理由 

編 章 節 条 項 
項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項 

項

以

下

編章節条 
（項目見出し） 新条文 

な耐震性が要求される管路に使用するＳ、ＳⅡ、ＮＳ形継手につ

いてはステンレスを使用するものとする。 

な耐震性が要求される管路に使用するＳ、ＳⅡ、ＮＳ形継手につ

いてはステンレスを使用するものとする。 

16 5 2 2 3 1 枕木及び梯子胴木基

礎工 

（1）受注者は、枕木基礎はなるべく正確に高さを調整した後、管

を布設し、くさびを打込んで管を設計図書に示す位置に保持す

るものとし、管底が枕木に点接触することのないよう施工しな

ければならない。 

16 5 2 2 3 2 （2）梯子胴木基礎における各部材は、釘、かすがい等で強固に連

結し、特に胴木は、地盤の連続的な支持を得るよう相欠き又は

重ね構造とし、釘、かすがい等で固定するものとする。 

また、管の布設方法については、前項に準じるものとする。 

16 5 4 1 0 0 構造物取壊し工 構造物取壊しの施工については、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し

工の規定によるものとする。 

16 5 4 1 0 0 取壊し工 構造物の取壊しに当たっては、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し工

の規定によるものとする。 

16 5 6 4 2 3 塗覆装 1）継手溶接部の内外面塗覆装は、本条1．工場製作（3）塗覆装の

規定によるものとする。なお、呼び径800mm未満では人力による内

面塗装を行わないものとする。

16 5 6 4 2 3 塗覆装 1）継手溶接部の内外面塗覆装は、本条1．工場製作（3）塗覆装の

規定によるものとする。なお、呼び径800mm未満では人力による内

面塗装を行わないことを原則とする。ただし、内面塗装の施工管

理、品質管理及び安全管理が確実に行われる場合は、この限りで

はない。 

16 6 4 1 0 0 構造物取壊し工 構造物取壊しの施工については、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し

工の規定によるものとする。 

16 6 4 1 0 0 取壊し工 構造物の取壊しに当たっては、第3編 3-2-9-3 構造物取壊し工

の規定によるものとする。 

16 7 3 2 4 6 横組工 暑中におけるグラウトの施工については、グラウトの温度上昇、

過速な硬化などがないようにしなければならない。 

なお、注入時のグラウトの温度は35℃を超えてはならない。 

16 7 3 2 4 6 横組工 暑中における施工については、グラウトの温度上昇、過早な硬化

などがないようにしなければならない。 

なお、注入時のグラウトの温度は35℃を超えてはならない。 

16 7 4 5 2 0 橋梁用防護柵工 鋼製材料の支柱をコンクリートに埋め込む場合（支柱を土中に埋

め込む場合であって地表面をコンクリートで覆う場合を含む。）

において、支柱地際部の比較的早期の劣化が想定される以下のよ

うな場所には、一般的な防錆・防食処理方法に加え、必要に応じ

て支柱地際部の防錆・防食強化を図らなければならない。 

16 7 4 5 2 0 橋梁用防護柵工 鋼製材料の支柱をコンクリートに埋め込む場合（支柱を土中に埋

め込む場合であって地表面をコンクリートで覆う場合を含む。）

において、支柱地際部の比較的早期の劣化が想定される以下のよ

うな場所には、一般的な防錆又は防食処理方法に加え、必要に応

じて支柱地際部の防錆又は防食強化を図らなければならない。 

16 8 4 4 2 0 躯体工 型枠及び支保、足場の施工については、第1編第3章第8節 型枠・

支保の規定によるものとする。 
16 8 4 4 2 0 躯体工 型枠、支保及び足場の施工については、第1編第3章第8節 型枠・

支保の規定によるものとする。 

16 9 9 2 2 3 プレテンション桁購

入工 

コンクリートの施工については、次の規定により製作されたも

の。

1）振動数の多い振動機を用いて、十分に締固めて製作されたも

の。

2）蒸気養生を行う場合は、コンクリートの打込み後2時間以上経

過してから加熱を始めて製作されたもの。また、養生室の温度上

昇は1時間当たり15ﾟＣ以下とし、養生中の温度は65ﾟＣ以下として

製作されたもの。また、養生終了後は急激に温度を降下させては

ならない。

16 9 9 2 2 3 プレテンション桁の

購入 

コンクリートの施工は、次の規定によるものとする。

1）振動数の多い振動機を用いて、十分に締固めて製作する。

2）蒸気養生を行う場合、コンクリートの打込み後2時間以上経過

してから加熱を始めて製作するものとし、養生終了後、急激に温

度を降下させないよう留意しなければならない。

なお、養生室の温度上昇は1時間当たり15ﾟＣ以下とし、養生中の

温度は65ﾟＣ以下として製作するものとする。 

16 9 9 2 2 4 プレテンション桁購

入工 

プレストレスの導入については、固定装置を徐々にゆるめ、各Ｐ

Ｃ鋼材が一様にゆるめられるようにして製作されたもの。また、

部材の移動を拘束しないようにして製作されたもの。 

16 9 9 2 2 4 プレテンション桁の

購入 

プレストレスの導入については、固定装置を徐々にゆるめ、各Ｐ

Ｃ鋼材が一様にゆるめられるようにし、部材の移動を拘束しない

ようにして製作されたもの。 

16 9 9 4 0 0 プレキャストブロッ

ク桁購入工

プレキャストブロック購入については、本章 16-9-9-2 プレテン

ション桁購入工の規定によるものとする。
16 9 9 4 0 0 プレキャストブロッ

ク桁の購入

プレキャストブロック桁を購入する場合は、本章 16-9-9-2 プレ

テンション桁の購入の規定によるものとする。

16 12 3 9 1 0 掘削土の搬出工 受注者は、泥土等軟弱な土砂を現場外へ搬出する場合、建設汚泥

再生利用技術基準(案)の第4種建設発生土相当以上（コーン指数

（ｑc）が200kN/m2以上若しくは一軸圧縮強度（ｑu）が50kN/m2以

上）に改良しなければならない。 

なお、第4種建設発生土相当以下の泥土等軟弱な土砂を現場外へ搬

出する必要がある場合は、監督員と協議するものとする。 

16 12 3 9 0 0 掘削土の搬出工 受注者は、泥土等軟弱な土砂を現場外へ搬出する場合、「建設汚

泥処理土利用基準」の第4種処理土相当以上（コーン指数（ｑc）

が200kN/m2以上又は一軸圧縮強度（ｑu）が50kN/m2以上）に改良し

なければならない。 

なお、第4種処理土相当以下の泥土等軟弱な土砂を現場外へ搬出す

る必要がある場合は、監督員と協議するものとする。 

諸法令及び諸基準類の改正にとも

なう更新 

16 12 3 9 2 0 掘削土の搬出工 受注者は、泥土を他事業、他工事で再利用する場合、事前に泥土

に含まれる有害物質に関する試験を行い、「水質汚濁防止法に基

づく排水基準（一律排水基準）」を満たしていることを確認する

ものとする。 

なお、基準を満たしていない場合は監督員と協議するものとす

る。 

16 12 3 9 2 0 掘削土の搬出工 受注者は、泥土を他事業、他工事で再利用する場合、事前に泥土

に含まれる有害物質に関する試験を行い、「土壌汚染対策法」を

満たしていることを確認するものとする。 

なお、基準を満たしていない場合は監督員と協議するものとす

る。 

諸法令及び諸基準類の改正にとも

なう更新 

16 12 3 10 0 0 堤体盛立工 16 12 3 10 0 0 堤体盛土工 
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

図1-1-2 標示板の例 図1-1-2 標示板の例 

□□□□事務所

電話○○－○○○○－○○○○
□□□□事務所

電話○○－○○○○－○○○○
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

 

 

1-1-1-27 工事中の安全確保 

22.情報BOX等の埋設管路の事故防止 

（5）試掘の形状 
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1-1-1-27 工事中の安全確保 
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＹＥＳ 

START 

 
 

・主任技術者又は監理技術者 

 

埋設責任者の設置 
監督員に提出 

（施工計画書に記載） 

工事完成図、道路台帳、情報 

ＢＯＸ台帳等を貸与  

工事完成図・道路台帳・情報ＢＯＸ台帳 

占用物件台帳等での位置把握 

ケーブル探索機にて現場での埋設位置確認 

及び位置出し（各点のマーキング等） 

監督員及び入構者（代表者を決定している 

場合は代表者でも可とする。）の立会のもと 

埋設物件の試掘位置を決定。 

地下埋設物件の[試掘に係る確認書]の作成 

試掘施工担当作業員の現地での安全施工の徹底に 

ついての教育 

１日の作業量に応じた埋設物件の 

試掘位置の再確認 

監督員等の試掘施工時立会を求める 

（必要に応じて） 

監督員と検討内容の 

打ち合わせ 

 

監督員等の現地立合 

監督員への報告 

監督員へ作業日毎の結

果及び試掘完了の報告   

工事施工 

埋設標等の設置 

各管理台帳図書の修正及び

現場写真の提出 

監督員へ報告 

 

監督員による確認 

事 前 

 

施 工 

工 

事 

位置不明 

試 掘 

監督員による台帳等の検査 

（工事等完成検査時） 

受 注 者 
発 注 者 

情報ＢＯＸ・I R Nの [事故防止のための手順] 

図1-1 

ＮＯ 

位置確定 ＹＥＳ 

START 

 
 

・主任技術者又は監理技術者 

 

埋設責任者の設置 
監督員に提出 

（施工計画書に記載） 

工事完成図、道路台帳、情報 

ＢＯＸ台帳等を貸与  

工事完成図・道路台帳・情報ＢＯＸ台帳 

占用物件台帳等での位置把握 

ケーブル探索機にて現場での埋設位置確認 

及び位置出し（各点のマーキング等） 

監督員及び入溝者（代表者を決定している 

場合は代表者でも可とする。）の立会のもと 

埋設物件の試掘位置を決定。 

地下埋設物件の[試掘に係る確認書]の作成 

試掘施工担当作業員の現地での安全施工の徹底に 

ついての教育 

１日の作業量に応じた埋設物件の 

試掘位置の再確認 

監督員等の試掘施工時立会を求める 

（必要に応じて） 

監督員と検討内容の 

打ち合わせ 

 

監督員等の現地立合 

監督員への報告 

監督員へ作業日毎の結

果及び試掘完了の報告   

工事施工 

埋設標等の設置 

各管理台帳図書の修正及び

現場写真の提出 

監督員へ報告 

 

監督員による確認 

事 前 

 

施 工 

工 

事 

位置不明 

試 掘 

監督員による台帳等の検査 

（工事等完成検査時） 

受 注 者 
発 注 者 

情報ＢＯＸ・I R Nの [事故防止のための手順] 

図1-1 

ＮＯ 

位置確定 
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

 

表1-2-3 伐開除根作業 

 

 
 
 

 

 

表1-2-3 伐開除根作業 

 
 

 
 
 
 

 

1-3-3-1 一般事項 

3.銘板(5) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1-3-3-1 一般事項 

3.銘板(5) 
 

三重県  ○○事務所 

三重県  ○○事務所 

三重県  ○○事務所 

三重県  ○○事務所 

令和 

（2007） 

令和 

（2007） （H29.11）

）
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

 
表2-2-26 再⽣⽤添加剤の標準的性状 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
表2-2-26 再⽣⽤添加剤の標準的性状 
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

 表3-1 標準配合表     表3-1 標 準 配 合 表 

№ 種     別 

コンクリ

ートの 

種類 

呼び 

強度 

(Ｎ/㎟) 

スラ 

ンプ 

(㎝) 

粗骨材 

の最大 

寸法 

(㎜) 

セメント 

の種類 

単位 

セメント 

量(㎏) 

空気量 

(％) 

JIS 

規格 

の有無 

摘 要 

１ 
PC横桁・PC桁間コンクリート・ 

PCホーロースラブの間隔 
普通 30 12 25 Ｎ － 4.5 ○  

２ PCスラブ桁の間詰 普通 24 12 25 Ｎ － 4.5 ○  

３ PCポステン主桁 普通 40 12 25 Ｈ － 4.5 ○  

４ 合成床版 普通 30 12 25 Ｎ － 4.5 ○  

５ 

非合成床版、RC床版 

(鉄筋コンクリート) 

側溝蓋 

普通 24 12 25 Ｎ － 4.5 ○  

６ 
(鉄筋コンクリート) 

地覆、壁高欄 
普通 24 12 25 ＢＢ － 4.5 ○  

７ 

場所打杭 

水中：ベノト杭 

リバース杭 

普通 30 18 25 ＢＢ 
350 

以上 
4.5 ○  

８ 
場所打杭 

大気中：深礎工 
普通 24 12 25 ＢＢ － 4.5 ○  

９ 
トンネル覆工用 

(機械打設) 
普通 18 15 40 ＢＢ － 4.5 ○ 

単位セメント量 

270以上 

10 
トンネル施工用 

(インバート打設)  
普通 18 8 40 ＢＢ － 4.5 ○ 

単位セメント量 

240以上 

側壁導坑の一次履工

含む 

11 

(鉄筋コンクリート)水門 

・排水機場(上屋を除く) 

・堰(鉄筋コンクリート) 

橋台・橋脚・管渠類・鉄筋コンク

リート擁壁・樋門・樋管 

普通 24 12 25 ＢＢ － 4.5 ○  

12 

河川護岸及び砂防護 

岸に使用する石積 

(張)胴裏込 

普通 18 8 25 ＢＢ － 4.5 ○  

13 
厚16㎝未満の側溝・集水桝 

・石積(張)胴裏込・管渠 
普通 18 8 25 ＢＢ － 4.5 ○  

14 重力擁壁、モタレ擁壁 普通 18 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

15 

石積・ストンガード・ 

標識及び照明灯基礎・ 

厚16㎝以上の側溝等 

普通 18 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

16 重力式橋台 普通 21 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

17 均しコンクリート 普通 18 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

18 セメントコンクリート舗装 舗装 
（曲げ強

度）4.5 
2.5 40 Ｎ － 4.5 ○ 

単位セメント量 

280～350 

19 

(河川)護岸基礎・根固 

ブロック・護岸コンクリート張 

(平場)・堰(無筋)  

普通 18 5 40 ＢＢ － 4.5 ○  

20 
(河川)護岸コンクリート 

張(法面)  
普通 18 3 40 ＢＢ － 4.5 －  

21 
(河川・海岸)護岸均しコンクリー

ト 
普通 － 3 25 ＢＢ 

170 

以上 
－ －  

22 (海岸)波返し・表法張・基礎(*8) 普通 24 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

23 (海岸)無筋コンクリート擁壁(*8) 普通 24 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

24 
(海岸)根固ブロック10t以上

(*8)(*12) 
普通 24 5 40 ＢＢ － (4.0) ○  

25 
(砂防)主副堰堤、側壁 

(砂防)10ｔ以上の根固ブロック 
普通 18 5 40 ＢＢ － 4.0 ○ 

現場配合の場合は 

設計図書に示す 

26 
(砂防)堤冠 

(膠石コンクリート)  
普通 － － 40 ＢＢ 

600 

以上 
－ － 

水セメント比は(34)

程度とする 

27 
(砂防)堤冠 

(富配合コンクリート)  
普通 － 5 40 ＢＢ 

300 

以上 
4.0 － 

水セメント比は(40)

程度とする 

現場配合の場合は 

設計図書に示す 

28 
(砂防)渓流保全工・護岸(砂防) 

10ｔ未満根固ブロック 
普通 18 5 40 ＢＢ － 4.5 ○ 

現場配合の場合は 

設計図書に示す 
 

 表3-1 標準配合表     表3-1 標 準 配 合 表 

№ 種     別 

コンクリ

ートの 

種類 

呼び 

強度 

(Ｎ/㎟) 

スラ 

ンプ 

(㎝) 

粗骨材 

の最大 

寸法 

(㎜) 

セメント 

の種類 

単位 

セメント 

量(㎏) 

空気量 

(％) 

JIS 

規格 

の有無 

摘 要 

１ 
PC横桁・PC桁間コンクリート・ 

PCホーロースラブの間隔 
普通 30 12 25 Ｎ － 4.5 ○  

２ PCスラブ桁の間詰 普通 24 12 25 Ｎ － 4.5 ○  

３ PCポステン主桁 普通 40 12 25 Ｈ － 4.5 ○  

４ 合成床版 普通 30 12 25 Ｎ － 4.5 ○  

５ 

非合成床版、RC床版 

(鉄筋コンクリート) 

側溝蓋 

普通 24 12 25 Ｎ － 4.5 ○  

６ 
(鉄筋コンクリート) 

地覆、壁高欄 
普通 24 12 25 ＢＢ － 4.5 ○  

７ 
場所打杭 

水中：ベノト杭 リバース杭 
普通 30 18 25 ＢＢ 

350 

以上 
4.5 ○  

８ 
場所打杭 

大気中：深礎工 
普通 24 12 25 ＢＢ － 4.5 ○  

９ 
トンネル覆工用 

(機械打設) 
普通 18 15 40 ＢＢ － 4.5 ○ 

単位セメント量 

270以上 

10 
トンネル施工用 

(インバート打設)  
普通 18 8 40 ＢＢ － 4.5 ○ 

単位セメント量 

240以上 

側壁導坑の一次履工

含む 

11 

(鉄筋コンクリート)水門 

・排水機場(上屋を除く) 

・堰(鉄筋コンクリート) 

橋台・橋脚・管渠類・鉄筋コンク

リート擁壁・樋門・樋管 

普通 24 12 25 ＢＢ － 4.5 ○  

12 

河川護岸及び砂防護 

岸に使用する石積 

(張)胴裏込 

普通 18 8 25 ＢＢ － 4.5 ○  

13 
厚16㎝未満の側溝・集水桝 

・石積(張)胴裏込・管渠 
普通 18 8 25 ＢＢ － 4.5 ○  

14 重力擁壁、モタレ擁壁 普通 18 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

15 

石積・ストンガード・ 

標識及び照明灯基礎・ 

厚16㎝以上の側溝等 

普通 18 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

16 重力式橋台 普通 21 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

17 均しコンクリート 普通 18 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

18 
セメントコンクリート舗装（セッ

トフォーム工法） 
舗装 

（曲げ強

度）4.5 
2.5 40 Ｎ － 4.5 ○ 

単位セメント量 

280～350 

19 
セメントコンクリート舗装（スリ

ップフォーム工法） 
舗装 

（曲げ強

度）4.5 
3.5～4.0 40 Ｎ － 4.5 ○ 

単位セメント量 

280～350 

20 

(河川)護岸基礎・根固 

ブロック・護岸コンクリート張 

(平場)・堰(無筋)  

普通 18 5 40 ＢＢ － 4.5 ○  

21 
(河川)護岸コンクリート 

張(法面)  
普通 18 3 40 ＢＢ － 4.5 －  

22 
(河川・海岸)護岸均しコンクリー

ト 
普通 － 3 25 ＢＢ 

170 

以上 
－ －  

23 (海岸)波返し・表法張・基礎(*8) 普通 24 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

24 (海岸)無筋コンクリート擁壁(*8) 普通 24 8 40 ＢＢ － 4.5 ○  

25 
(海岸)根固ブロック10t以上

(*8)(*12) 
普通 24 5 40 ＢＢ － (4.0) ○  

26 
(砂防)主副堰堤、側壁 

(砂防)10ｔ以上の根固ブロック 
普通 18 5 40 ＢＢ － 4.0 ○ 

現場配合の場合は 

設計図書に示す 

27 
(砂防)堤冠 

(膠石コンクリート)  
普通 － － 40 ＢＢ 

600 

以上 
－ － 

水セメント比は(34)

程度とする 

28 
(砂防)堤冠 

(富配合コンクリート)  
普通 － 5 40 ＢＢ 

300 

以上 
4.0 － 

水セメント比は(40)

程度とする 

現場配合の場合は 

設計図書に示す 

29 
(砂防)渓流保全工・護岸(砂防) 

10ｔ未満根固ブロック 
普通 18 5 40 ＢＢ － 4.5 ○ 

現場配合の場合は 

設計図書に示す 
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

 
3-1-1-4 監督員による確認及び立会等 

 
表3-1-1(1) 段階確認一覧表 

 
種  別 細  別 確認時期 確認項目 確認の程度 

（略） 

砂防ダム  法線設置完了時 法線設置状況 1回/1法線 

護岸工 

法覆土（覆土施工があ
る場合） 

覆土前 
設計図書との対比 
（不可視部分の出来形） 

1回/1工事 

基礎工・根固工 設置完了時 
設計図書との対比 
（不可視部分の出来形） 

1回/1工事 

（略） 

ポストテンションT(Ｉ)桁製作工 
プレキャストブロック桁組立工 
プレビーム桁製作工 
ＰＣホロースラブ製作工 
ＰＣ版桁製作工 
ＰＣ箱桁製作工 
ＰＣ片持箱桁製作工 
ＰＣ押出し箱桁製作工 
床版・横組工 

 

ﾌ゚ ﾚｽﾄﾚｽ導入完了時 
横締め作業完了時 

設計図書との対比 
一般：5%程度/総ｹー ﾌ゙ ﾙ数 
重点：10%程度/総ｹー ﾌ゙ ﾙ数 

ﾌ゚ ﾚｽﾄﾚｽ導入完了時 
縦締め作業完了時 

設計図書との対比 
一般：10%程度/総ｹー ﾌ゙ ﾙ数 
重点：20%程度/総ｹー ﾌ゙ ﾙ数 

PC鋼線・鉄筋組立完了時 
(工場製作除く) 

使用材料 
設計図書との対比  

一般： 
30％程度/1構造物 
重点： 
60％程度/1構造物 

トンネル掘削工  土(岩)質の変化した時 土(岩)質状況、変化位置 1回/土(岩)質の変化毎 

（略） 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

表3-1-1(1) 段階確認一覧表 

 
種  別 細  別 確認時期 確認項目 確認の程度 

（略） 

砂防ダム  法線設置完了時 法線設置状況 1回/1法線 

護岸工 

法覆工（覆土施工があ
る場合） 

覆土前 
設計図書との対比 
（不可視部分の出来形） 

1回/1工事 

基礎工・根固工 設置完了時 
設計図書との対比 
（不可視部分の出来形） 

1回/1工事 

（略） 

ポストテンションT(Ｉ)桁製作工 
プレキャストブロック桁組立工 
プレビーム桁製作工 
ＰＣホロースラブ製作工 
ＰＣ版桁製作工 
ＰＣ箱桁製作工 
ＰＣ片持箱桁製作工 
ＰＣ押出し箱桁製作工 
床版・横組工 

 

ﾌ゚ ﾚｽﾄﾚｽ導入完了時 
横締め作業完了時 

設計図書との対比 
一般：5%程度/総ｹー ﾌ゙ ﾙ数 
重点：10%程度/総ｹー ﾌ゙ ﾙ数 

ﾌ゚ ﾚｽﾄﾚｽ導入完了時 
縦締め作業完了時 

設計図書との対比 
一般：10%程度/総ｹー ﾌ゙ ﾙ数 
重点：20%程度/総ｹー ﾌ゙ ﾙ数 

PC鋼線・鉄筋組立完了時 
(工場製作除く) 

使用材料 
設計図書との対比  

一般： 
30％程度/1構造物 
重点： 
60％程度/1構造物 

地覆工 
橋梁用高欄工 

 鉄筋組立て完了時 
使用材料 
設計図書との対比 

一般：30％程度/1構造物 
重点：60％程度/1構造物 

トンネル掘削工  土(岩)質の変化した時 土(岩)質状況、変化位置 1回/土(岩)質の変化毎 

（略） 
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

3-1-1-9 提出書類 

表3-1-1 工事関係書類一覧表【三重県版】 

 
工 事 関 係 書 類 書類作成者 受注者書類作成の位置付け 

備    考 作成

時期 
種 別 書 類 名 称 書類作成の根拠 発注者 受注者 

提出 提示 その他 

監督員 
契約 

担当課 

発注 

担当課 

受注者 

保管 

監督員 

へ連絡 

監督員 

へ納品 

工 

事 

着 

手 

前 

契約関係書

類 

現場代理人等専任通知書 
工事請負契約書第１０条１項 

共通仕様書1-1-1-43 
 ○  ○      

           

工程表 工事請負契約書第３条１項  ○  ○      

建退共掛金収納書 共通仕様書1-1-1-41-5  ○  ○     提出できない事情がある場合は理由を書面で提出する。 

建退共証紙受入簿 
現説時指導事項(H11.3.31)付建設省

厚契発第22号 
 ○    ○   

共済証紙の購入状況を把握するため、共済証紙の受払簿

その他関係資料について提出を求めることがある。 

請求書（前払金） 工事請負契約書第３４条１項  ○  ○      

VE提案書（契約後VE時） 
契約後のＶＥ提案に関する 

特記仕様書 
 ○ ○       

その他 

工事着手届 共通仕様書1-1-1-8-3  ○  ○      

登録内容確認書 共通仕様書1-1-1-5  ○    ○   
CORINSへ登録(受注・変更・完成・訂正) (旧称：工事カルテ

受領書) 

―           

―           

再生資源利用計画書 

-建設資材搬入工事用- 

 

共通仕様書1-1-1-19-4  ○ ○      

該当する建設資材を搬入する予定がある場合、建設副産

物情報交換システムにより作成し、施工計画書へ含めて提

出する。 

再生資源利用促進計画書 

-建設副産物搬出工事用- 
共通仕様書1-1-1-19-5  ○ ○      

該当する建設副産物を搬出する予定がある場合、建設副

産物情報交換システムにより作成し、施工計画書へ含めて

提出する。 

建設リサイクル法に基づく通知書 
建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律第11条 
○         

工

事

書

類 

１

施

工

計

画 

① 

施 

工 

計 

画 

施工計画書 共通仕様書1-1-1-4-1   ○ ○      

工期や数量のわずかな変更等、軽微な変更の場合には

変更施工計画書の提出は不要。 

変更施工計画書は、提出済みの施工計画書を変更、追加、

削除を行い、提出するものとする。 

―           

基本計画書 共通仕様書1-1-1-14  ○ ○      
工事を一時中止する期間の工事現場の維持・管理に関する

計画書、監督員に提出し承諾を得ること。 

設計図書の照査確認資料 

(契約書18条に該当する事実が

あった場合） 

共通仕様書1-1-1-3-2 

 ○ ○      

契約書第18条第1項1～5号に該当する事実があった場合

のみ提出する。(契約書第18条第1項の範囲を超えないこ

と) 

設計図書の照査確認資料 

(契約書18条に該当する事実が

ない場合） 

 ○    ○   

契約書第18条第1項1～5号に該当する事実ない場合(設

計図書と一致している場合) についても、その旨を監督員

に報告すること。なお、監督員の請求があった場合は、照

査の実施が確認できる資料を提示すること。(契約書第18

条第1項の範囲を超えないこと) 

工事測量成果表(仮BM及び多角

点の設置) 
  ○ ○       

工事測量結果(設計図書との照

合) 

(設計図書と差異あり) 

  ○ ○      設計図書と差異があった場合のみ提出する。 

工事測量結果(設計図書との照

合) 

(設計図書と一致) 

  ○    ○   設計図書と一致している場合は提示とする。 

  
下請負通知書 共通仕様書1-1-1-9  ○ ○      下請負に付する場合 

施工体制台帳 

施工体制台帳に係る書類の提出に

ついて(R3.3.5 付国官技第319号、国

営建技第16号、国港技第90号) 

共通仕様書1-1-1-10 

 ○ ○   （○）   

工事を施工するために下請契約を締結した場合 

施工体系図 

施工体制台帳に係る書類の提出に

ついて(Ｒ3.3.5 付国官技第319号、国

営建技第16号、国港技第90号) 

共通仕様書1-1-1-10 
 ○ ○      

 
 
 
 
 
 
 

3-1-1-9 提出書類 

表3-1-2 工事関係書類一覧表【三重県版】 

 
工 事 関 係 書 類 書類作成者 受注者書類作成の位置付け 

備    考 作成

時期 
種 別 書 類 名 称 書類作成の根拠 発注者 受注者 

提出 提示 その他 

監督員 
契約 

担当課 

発注 

担当課 

受注者 

保管 

監督員 

へ連絡 

監督員 

へ納品 

工 

事 

着 

手 

前 

契約関係書

類 

現場代理人等専任通知書 
工事請負契約書第１０条１項 

共通仕様書1-1-1-43 
 ○  ○      

           

工程表 工事請負契約書第３条１項  ○  ○      

建退共掛金収納書 共通仕様書1-1-1-41-5  ○  ○     提出できない事情がある場合は理由を書面で提出する。 

建退共証紙受入簿 
現説時指導事項(H11.3.31)付建設省

厚契発第22号 
 ○    ○   

共済証紙の購入状況を把握するため、共済証紙の受払簿

その他関係資料について提示を求めることがある。 

請求書（前払金） 工事請負契約書第３４条１項  ○  ○      

VE提案書（契約後VE時） 
契約後のＶＥ提案に関する 

特記仕様書 
 ○ ○       

その他 

工事着手届 共通仕様書1-1-1-8-3  ○  ○      

登録内容確認書 共通仕様書1-1-1-5  ○    ○   
CORINSへ登録(受注・変更・完成・訂正) (旧称：工事カルテ

受領書) 

―           

―           

再生資源利用計画書 

-建設資材搬入工事用- 

 

共通仕様書1-1-1-19-4  ○ ○      

該当する建設資材を搬入する予定がある場合、建設副産

物情報交換システムにより作成し、施工計画書へ含めて提

出する。 

再生資源利用促進計画書 

-建設副産物搬出工事用- 
共通仕様書1-1-1-19-5  ○ ○      

該当する建設副産物を搬出する予定がある場合、建設副

産物情報交換システムにより作成し、施工計画書へ含めて

提出する。 

建設リサイクル法に基づく通知書 
建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律第11条 
○         

工

事

書

類 

１

施

工

計

画 

① 

施 

工 

計 

画 

施工計画書 共通仕様書1-1-1-4-1   ○ ○      

重要な変更が生じた場合（工期や数量等の軽微な変更以

外）には、その都度当該工事に着手する前に、変更施工計

画書を監督員に提出する。 

―           

基本計画書 共通仕様書1-1-1-14  ○ ○      
工事を一時中止する期間の工事現場の維持・管理に関する

計画書、監督員に提出し承諾を得ること。 

設計図書の照査確認資料 

(契約書18条に該当する事実が

あった場合） 

共通仕様書1-1-1-3-2  ○ ○      

契約書第18条第1項1～5号に該当する事実があった場合

のみ提出する。(契約書第18条第1項の範囲を超えないこ

と) 

―           

工事測量成果表(仮BM及び多角

点の設置) 
  ○ ○       

工事測量結果(設計図書との照

合) 

(設計図書と差異あり) 

  ○ ○      設計図書と差異があった場合のみ提出する。 

工事測量結果(設計図書との照

合) 

(設計図書と一致) 

  ○    ○   設計図書と一致している場合は提示とする。 

  
下請負通知書 共通仕様書1-1-1-9  ○ ○      下請負に付する場合 

施工体制台帳 共通仕様書1-1-1-10  ○ ○   （○）   
・「『施工体制台帳に係る書類の提出について』の一部改正

について」（平成30年12月20日付国官技第62号、国営整第

154号）に基づき作成する。 

・建設業及び警備業以外は不要。 

・施工体制台帳の添付資料は提示のみとする。 施工体系図 共通仕様書1-1-1-10  ○ ○      
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

 
 
 

工 事 関 係 書 類 書類作成者 受注者書類作成の位置付け 

備    考 作成

時期 
種 別 書 類 名 称 書類作成の根拠 発注者 受注者 

提出 提示 その他 

監督員 
契約 

担当課 

発注 

担当課 

受注者 

保管 

監督員 

へ連絡 

監督員 

へ納品 

施 

工 

中 

工

事

書

類 

３ 

施

工

状

況 

③ 

施

工

管

理 

工事打合せ簿（指示） 共通仕様書1-1-1-2-15 ○         

工事打合せ簿（協議） 共通仕様書1-1-1-2-17  ○ ○       

工事打合せ簿（承諾） 共通仕様書1-1-1-2-16  ○ ○       

工事打合せ簿（提出） 共通仕様書1-1-1-2-18  ○ ○       

工事打合せ簿（報告） 共通仕様書1-1-1-2-20  ○ ○       

工事打合せ簿（通知） 共通仕様書1-1-1-2-21  ○ ○       

関係機関協議資料 

（許可後の資料） 
共通仕様書1-1-36-3  ○ （○）   ○   

許可後の資料については提示とする。 

ただし、監督員から請求があった場合は提出とする。 

近隣協議資料 共通仕様書1-1-1-36  ○ （○）   ○   監督員から請求があった場合は提出する。 

材料確認書   ○ ○      設計図書で指定した材料がある場合に提出する。 

材料納入伝票   ○ （○）   ○   
設計図書で指定した材料や監督員から請求があった場

合は提出する。 

段階確認書 共通仕様書3-1-1-4-6  ○ ○      

・契約図書で規定された場合のみ提出する。 

・段階確認書に添付する資料を新たに作成する必要はない。

（受注者が作成する出来形 管理資料に、確認した実測値を

手書き記入する） 

・監督員が臨場した場合の状況写真は不要。 

･監督員が臨場して段階確認した箇所は、出来形管理写真の

撮影を 省略できる。 

立会依頼書 共通仕様書3-1-1-4-1  ○ ○      契約図書で規定された場合のみ提出する。 

休日・夜間作業届 共通仕様書1-1-1-37-2  ○ （○）    ○  

口頭、ファクシミリ、電子メール、ＡＳＰなどにより連絡す

る。 

ただし、現道上の工事を行う場合は、口頭を適用除外と

する。 

④ 

安

全

管

理 

安全教育訓練実施資料 共通仕様書1-1-1-27-11  ○    ○   実施した内容について提示する。 

火薬類保安手帳及び従事期者手

帳 
共通仕様書1-1-1-28-1  ○    ○   火薬取扱保安責任者及び従事者が携帯する本紙 

事故速報 共通仕様書1-1-1-30  ○ ○    ○  
事故等が発生した場合、直ちに連絡するとともに、事故の概要

を書面により速やかに報 告する。 

事故発生報告書 共通仕様書1-1-1-30  ○ ○      

事故報告書はＳＡＳ（建設工事事故ﾃﾞｰﾀベースシステム）に

より作成して提出するほか、 監督員から請求があった資料

を提出する。 

環

境

対

策 

特定特殊自動車の燃料購入伝

票 
共通仕様書1-1-1-31-7  ○    ○   

H22/3/30特定特殊自動車に使用する燃料の原則化につい

て～国土交通省建設工事で  稼動する特定特殊自動車に

おける不適正燃料使用の徹底排除～ 

軽油を燃料とする建設機械の使用にあたっては、ガソリンスタン

ドで販売される軽油を選 択すること。 

⑤ 

工

程

管

理 
工事履行報告書 

工事請負契約書第１１条 

共通仕様書1-1-1-25 
 ○ ○      

工程の進捗状況を把握するため、実施工程表について提

示を求めることがある。 

⑥ 

出

来

形

管

理 

出来形管理図表 共通仕様書1-1-1-24-8  ○    ○   
施工中は提示とし、工事完成時に提出とする。 

出来形の測定位置が分かるように略図を記載する。 

出来形数量計算書 共通仕様書3-1-1-5-2  ○ ○   （○）   

工事数量の計算等にあたっては、土木工事数量算出要

領（案）を適用する。 

契約数量以外の任意施工に係わる部分（設計図書に明示し

ていないもの）の提出は不要。 

⑦

品

質

管

理 

品質管理図表 共通仕様書1-1-1-24-8  ○    ○   
施工中は提示とし、工事完成時に提出とする。品質の測

定位置が分かるように略図を記載する。 

材料品質証明資料 共通仕様書2-1-2-1  ○ ○   （○）   
設計図書で指定した材料がある場合に提出する。（様式

自由） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

工 事 関 係 書 類 書類作成者 受注者書類作成の位置付け 

備    考 作成

時期 
種 別 書 類 名 称 書類作成の根拠 発注者 受注者 

提出 提示 その他 

監督員 
契約 

担当課 

発注 

担当課 

受注者 

保管 

監督員 

へ連絡 

監督員 

へ納品 

施 

工 

中 

工

事

書

類 

３ 

施

工

状

況 

③ 

施

工

管

理 

工事打合せ簿（指示） 共通仕様書1-1-1-2-15 ○         

工事打合せ簿（協議） 共通仕様書1-1-1-2-17  ○ ○       

工事打合せ簿（承諾） 共通仕様書1-1-1-2-16  ○ ○       

工事打合せ簿（提出） 共通仕様書1-1-1-2-18  ○ ○       

工事打合せ簿（報告） 共通仕様書1-1-1-2-20  ○ ○       

工事打合せ簿（通知） 共通仕様書1-1-1-2-21  ○ ○       

関係機関協議資料 

（許可後の資料） 
共通仕様書1-1-36-3  ○ （○）   ○   

許可後の資料については提示とする。 

ただし、監督員から請求があった場合は提出とする。 

近隣協議資料 共通仕様書1-1-1-36  ○ （○）   ○   監督員から請求があった場合は提出する。 

材料確認書   ○ ○      設計図書で指定した材料がある場合に提出する。 

材料納入伝票   ○ （○）   ○   
設計図書で指定した材料や監督員から請求があった場

合は提出する。 

段階確認書 共通仕様書3-1-1-4-6  ○ ○      

・契約図書で規定された場合のみ提出する。 

・段階確認書に添付する資料を新たに作成する必要はない。

（受注者が作成する出来形 管理資料に、確認した実測値を

手書き記入する） 

・監督員が臨場した場合の状況写真は不要。 

･監督員が臨場して段階確認した箇所は、出来形管理写真の

撮影を 省略できる。 

立会依頼書 共通仕様書3-1-1-4-1  ○ ○      契約図書で規定された場合のみ提出する。 

休日・夜間作業届 共通仕様書1-1-1-37-2  ○ （○）    ○  

口頭、ファクシミリ、電子メール、ＡＳＰなどにより連絡す

る。 

ただし、現道上の工事を行う場合は、口頭を適用除外と

する。 

④ 

安

全

管

理 

安全教育訓練実施資料 共通仕様書1-1-1-27-11  ○    ○   実施した内容について提示する。 

火薬類保安手帳及び従事期者手

帳 
共通仕様書1-1-1-28-1  ○    ○   火薬取扱保安責任者及び従事者が携帯する本紙 

事故速報 共通仕様書1-1-1-30  ○ ○    ○  
事故等が発生した場合、直ちに連絡するとともに、事故の概要

を書面により速やかに報 告する。 

事故発生報告書 共通仕様書1-1-1-30  ○ ○      

事故報告書はＳＡＳ（建設工事事故ﾃﾞｰﾀベースシステム）に

より作成して提出するほか、 監督員から請求があった資料

を提出する。 

環

境

対

策 

特定特殊自動車の燃料購入伝

票 
共通仕様書1-1-1-31-7  ○    ○   

H22/3/30特定特殊自動車に使用する燃料の原則化につい

て～国土交通省建設工事で  稼動する特定特殊自動車に

おける不適正燃料使用の徹底排除～ 

軽油を燃料とする建設機械の使用にあたっては、ガソリンスタン

ドで販売される軽油を選 択すること。 

⑤ 

工

程

管

理 
工事履行報告書 

工事請負契約書第１１条 

共通仕様書1-1-1-25 
 ○ ○      

工程の進捗状況を把握するため、実施工程表について提

示を求めることがある。 

⑥ 

出

来

形

管

理 

出来形管理資料 共通仕様書1-1-1-24-8  ○    ○    

-           

⑦

品

質

管

理 

－           

品質規格証明資料 共通仕様書2-1-2-1  ○ ○   （○）   指定材料のみ提出（設計図書で指定した材料含む）。 
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

 
工 事 関 係 書 類 書類作成者 受注者書類作成の位置付け 

備    考 作成

時期 
種 別 書 類 名 称 書類作成の根拠 発注者 受注者 

提出 提示 その他 

監督員 
契約 

担当課 
発注 

担当課 
受注者 

保管 
監督員 

へ連絡 
監督員 

へ返納 

施 

工 

中 

 

中間前

払金 

認定請求書 工事請負契約書第３４条４項  ○ ○      

中間前払いの条件がある工事 履行報告書 共通仕様書1-1-1-22-7  ○ ○      

請求書（中間前払金） 工事請負契約書第３４条３項  ○  ○     

 

完
成 
検 
査 

指定部分完成報告書 工事請負契約書第３８条１項  ○ ○       

指定部分引渡書 工事請負契約書第３８条１項  ○  ○     部分引き渡しの条件がある工事 

請求書（指定部分完成払金） 工事請負契約書第３８条１項  ○  ○      

出来高内訳書 
工事請負契約書第３７条２項 

共通仕様書1-1-1-22-2 
 ○ ○       

 
出
来
高
部
分
完
成
検
査 
 

出来高部分検査要求書 工事請負契約書第３７条２項  ○  ○      

出来高内訳書 
工事請負契約書第３７条２項 

共通仕様書1-1-1-22-2 
 

 

○ 

 

○ 
      

請求書（部分払金） 工事請負契約書第３７条５項  ○  ○      

修

補 

手直工事完了報告書 工事請負契約書第３１条１項  ○ ○       

修補完了届 工事請負契約書第３１条６項  ○  ○      

かし修補引渡書 工事請負契約書第３１条６項  ○  ○      

 
部
分
使
用 
 

部分使用承諾書 工事請負契約書第３３条１項  ○  ○     部分使用がある場合に提出する。 

工期 

延長 
工期延長願 工事請負契約書第２１条  ○ ○      工期の延期を請求する場合に提出する。 

 
支

給

品 

支給品受領書 工事請負契約書第１５条３項  ○ ○      支給品を受領した場合に提出する。 

支給品清算書 共通仕様書1-1-1-17-3  ○ ○      支給品を受領した場合に提出する。 

建
設
機
械 

建設機械使用実績報告書 共通仕様書1-1-1-17-5  ○ ○      建設機械の貸与がある場合に提出する。 

建設機械借用書 工事請負契約書第１５条３項  ○ ○      建設機械の貸与がある場合に提出する。 

 

建設機械返納書 

 

工事請負契約書第１５条３項  ○ ○      建設機械の貸与がある場合に提出する。 

現場発

生品 
現場発生品調書 共通仕様書1-1-1-18  ○ ○      現場発生品がある場合に提出する。 

その他 

産業廃棄物管理表 

（マニフェスト） 
共通仕様書1-1-1-19-2  ○      ○   産業廃棄物を搬出した場合に提示する。 

―           

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
工 事 関 係 書 類 書類作成者 受注者書類作成の位置付け 

備    考 作成

時期 
種 別 書 類 名 称 書類作成の根拠 発注者 受注者 

提出 提示 その他 

監督員 
契約 

担当課 
発注 

担当課 
受注者 

保管 
監督員 

へ連絡 
監督員 

へ返納 

施 

工 

中 

 

中間前

払金 

認定請求書 工事請負契約書第３４条４項  ○ ○      

中間前払いの条件がある工事 履行報告書 共通仕様書1-1-1-25  ○ ○      

請求書（中間前払金） 工事請負契約書第３４条３項  ○  ○     

 

完
成 
検 
査 

指定部分完成報告書 工事請負契約書第３８条１項  ○ ○       

指定部分引渡書 工事請負契約書第３８条１項  ○  ○     部分引き渡しの条件がある工事 

請求書（指定部分完成払金） 工事請負契約書第３８条１項  ○  ○      

出来高内訳書 
工事請負契約書第３７条２項 

共通仕様書1-1-1-22-2 
 ○ ○       

 
出
来
高
部
分
完
成
検
査 
 

出来高部分検査要求書 工事請負契約書第３７条２項  ○  ○      

出来形報告書 

（数量内訳書、出来形図） 
共通仕様書3-1-1-5  ○ ○       

出来高内訳書 
工事請負契約書第３７条２項 

共通仕様書1-1-1-22-2 
 

 

○ 

 

○ 
      

請求書（部分払金） 工事請負契約書第３７条５項  ○  ○      

 

           

           

           

 
部
分
使
用 
 

部分使用承諾書 工事請負契約書第３３条１項  ○  ○     部分使用がある場合に提出する。 

工期 

延長 
工期延長願 工事請負契約書第２１条  ○ ○      工期の延期を請求する場合に提出する。 

 
支

給

品 

支給品受領書 工事請負契約書第１５条３項  ○ ○      支給品を受領した場合に提出する。 

支給品清算書 共通仕様書1-1-1-17-3  ○ ○      支給品を受領した場合に提出する。 

建
設
機
械 

建設機械使用実績報告書 共通仕様書1-1-1-17-5  ○ ○      建設機械の貸与がある場合に提出する。 

建設機械借用書 工事請負契約書第１５条３項  ○ ○      建設機械の貸与がある場合に提出する。 

 

建設機械返納書 

 

工事請負契約書第１５条３項  ○ ○      建設機械の貸与がある場合に提出する。 

現場発

生品 
現場発生品調書 共通仕様書1-1-1-18  ○ ○      現場発生品がある場合に提出する。 

その他 

産業廃棄物管理表 

（マニフェスト） 
共通仕様書1-1-1-19-2  ○      ○   

受注者は、産業廃棄物が搬出される工事では、産業廃棄物

管理表（マニフェスト）により適正に処理されていることを確

認した上で監督員に提示しなければならない。 

―           
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

 
 
 
 

工 事 関 係 書 類 書類作成者 受注者書類作成の位置付け 

備    考 作成

時期 
種 別 書 類 名 称 書類作成の根拠 発注者 受注者 

提出 提示 その他 

監督員 
契約 

担当課 

発注 

担当課 

受注者 

保管 

監督員 

へ連絡 

監督員 

へ納品 

工 

事 

完 

成 

時 

期 

契約関係書

類 

完成報告書 
工事請負契約書第３１条１項 

共通仕様書1-1-1-21-1 
 ○ ○       

工事目的物引渡書 工事請負契約書第３１条４項  ○  ○      

請求書（完成代金） 

 

工事請負契約書第３２条１項  ○  ○      

工事書類 

出来形管理図表 共通仕様書1-1-1-24-8  ○ ○   （○）   
施工中は提示とし、工事完成時に提出とする。 

出来形の測定位置が分かるように略図を記載する。 

品質管理図表 共通仕様書1-1-1-24-8  ○ ○   （○）   
施工中は提示とし、工事完成時に提出とする。 

品質の測定位置が分かるように略図を記載する。 

― 

 

         

― 

 

         

工事写真 共通仕様書1-1-1-24-8  ○ ○      

工事写真の撮影にあたっては、写真管理基準（案）を適用す

る。 

三重県CALS電子納品運用マニュアルに基づき提出する。

（紙の工事写真帳は提出不要） 

  

         

  

         

現場環境改善の実施状況 

 

 ○ ○      

現場環境改善対象工事の場合、具体的な内容、実施時期に

ついて施工計画書に含め提出するとともに、実施状況につい

て写真等を含め提出する。 

創意工夫・社会性等に関する実施

状況（説明資料） 
共通仕様書3-1-1-10  ○ ○      

創意工夫、地域社会への貢献等を実施した場合に提出す

る。 

工事完成図

書 

工事完成図 
共通仕様書1-1-1-20  

共通仕様書3-1-1-7 
 ○      ○ 

「三重県CALS電子納品運用マニュアル」に基づき、電子成果

品または紙の成果品で納品する。 

           

           

その他 

再生資源利用計画書 

-建設資材搬入工事用- 
共通仕様書1-1-1-19-6  ○   ○    

該当する建設資材を搬入した場合、建設副産物情報交換シス

テムにより作成して提出する。 

再生資源利用促進計画書 

-建設副産物搬出工事用- 
共通仕様書1-1-1-19-6  ○   ○    

該当する建設資材を搬出した場合、建設副産物情報交換シス

テムにより作成して提出する。 

           

その他 

 

          

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

工 事 関 係 書 類 書類作成者 受注者書類作成の位置付け 

備    考 作成

時期 
種 別 書 類 名 称 書類作成の根拠 発注者 受注者 

提出 提示 その他 

監督員 
契約 

担当課 

発注 

担当課 

受注者 

保管 

監督員 

へ連絡 

監督員 

へ納品 

工 

事 

完 

成 

時 

期 

契約関係書

類 

完成報告書 
工事請負契約書第３１条１項 

共通仕様書1-1-1-21-1 
 ○ ○       

工事目的物引渡書 工事請負契約書第３１条４項  ○  ○      

請求書（完成代金） 

 

工事請負契約書第３２条１項  ○  ○      

掛金充当実績総括表 共通仕様書1-1-1-41-5  ○    ○    

工事書類 

出来形管理図表 共通仕様書1-1-1-24-8  ○ ○   （○）   

施工中は提示とし、工事完成時に提出とする。 

出来形の測定位置が分かるように略図を記載する。 

度数表（ヒストグラム）については、測定結果一覧表にて代

用可能なため提出不要。 

（）は測定点が10点以上の場合必要。 

品質管理図表 共通仕様書1-1-1-24-8  ○ ○   （○）   

施工中は提示とし、工事完成時に提出とする。 

品質の測定位置が分かるように略図を記載する。 

度数表（ヒストグラム）については、測定結果一覧表にて代

用可能なため提出不要。 

（）は測定点が10点以上の場合必要。 

― 
 

         

― 
 

         

工事写真 共通仕様書1-1-1-24-8  ○ ○      

工事写真の撮影にあたっては、写真管理基準（案）を適用す

る。 

三重県CALS電子納品運用マニュアルに基づき提出する。 

紙の工事写真帳は提出不要 

不可視部分を含め、監督員又は現場技術員が臨場して確

認した箇所は、出来形管理写真の撮影は省略 

監督員等が確認や立会っている状況写真も不要。 

排出ガス対策型建設機械（排出ガス浄化装置装着機械を含

む）及び低騒音・低振動型建設機械を使用する場合、使用

する建設機械の写真提出は必要ない。但し1-1-1-31の12.

②に該当する機種に関しては写真等（施工現場における稼

働状況等）を整理しておき監督員の要求のあった場合は提

示すること。 

  
         

  
         

現場環境改善の実施状況写真 

 

 ○ ○      

現場環境改善対象工事の場合、具体的な内容、実施時期に

ついて施工計画書に含め提出するとともに、実施状況につい

て写真等を含め提出する。 

創意工夫・社会性等に関する実施

状況（説明資料） 
共通仕様書3-1-1-10  ○ ○      

創意工夫、地域社会への貢献等を実施した場合に提出す

る。 

工事完成図

書 

工事完成図 
共通仕様書1-1-1-20  

共通仕様書3-1-1-7 
 ○      ○ 

「三重県CALS電子納品運用マニュアル」に基づき、電子成果

品または紙の成果品で納品する。 

           

           

その他 

再生資源利用計画書 

-建設資材搬入工事用- 
共通仕様書1-1-1-19-6  ○   ○    

該当する建設資材を搬入した場合、建設副産物情報交換シス

テムにより作成して提出する。 

再生資源利用促進計画書 

-建設副産物搬出工事用- 
共通仕様書1-1-1-19-6  ○   ○    

該当する建設資材を搬出した場合、建設副産物情報交換シス

テムにより作成して提出する。 

           

その他 
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現行（令和3年版） 改定案（令和4年版） 

16-2-14-3 標識工 

 
 反射性能（反射シートの再帰反射係数） 

 観測角° 入射

角° 

白 黄 赤 緑 青 

封
入
レ
ン
ズ
型 

 

12´ 

5° 70 50 15 9.0 4.0 

30° 30 22 6.0 3.5 1.7 

40° 10 7.0 2.0 0.5 1.5 

 

20´ 

5° 50 35 10 7.0 2.0 

30° 24 16 4.0 3.0 1.0 

40° 9.0 6.0 1.8 0.4 1.2 

 

2° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.6 0.2 

30° 2.5 1.5 0.4 0.3 0.1 

40° 1.5 1.0 0.3 0.06 0.2 

カ
プ
セ
ル
レ
ン
ズ
型 

 

12´ 

5° 250 170 45 45 20 

30° 150 100 25 25 11 

40° 110 70 16 8.0 16 

 

20´ 

5° 180 122 25 21 14 

30° 100 57 14 12 8.0 

40° 95 54 13 7.0 11 

 

2° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.6 0.3 

30° 2.5 1.8 0.4 0.3 0.1 

40° 1.5 1.0 0.3 0.06 0.2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

16-2-14-3 標識工 

 
 反射性能（反射シートの再帰反射係数） 

 観測角° 入射

角° 

白 黄 赤 緑 青 

封
入
レ
ン
ズ
型 

 

12´ 

（0.2°） 

5° 70 50 15 9.0 4.0 

30° 30 22 6.0 3.5 1.7 

40° 10 7.0 2.0 0.5 1.5 

 

20´ 

（0.33°） 

5° 50 35 10 7.0 2.0 

30° 24 16 4.0 3.0 1.0 

40° 9.0 6.0 1.8 0.4 1.2 

 

2.0° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.6 0.2 

30° 2.5 1.5 0.4 0.3 0.1 

40° 1.5 1.0 0.3 0.06 0.2 

カ
プ
セ
ル
レ
ン
ズ
型 

 

12´ 

（0.2°） 

5° 250 170 45 45 20 

30° 150 100 25 25 11 

40° 110 70 16 8.0 16 

 

20´ 

（0.33°） 

5° 180 122 25 21 14 

30° 100 67 14 12 8.0 

40° 95 64 13 7.0 11 

 

2.0° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.6 0.3 

30° 2.5 1.8 0.4 0.3 0.1 

40° 1.5 1.0 0.3 0.06 0.2 

 
 

 

 
21



資料２－２　新旧対照表
出来形管理基準及び規格値

改定理由

１．～ ６．　（省略） １．～ ６．　（省略）

７． その他 ７． その他

（１） ～（２）　（省略） （１） ～（２）　（省略）

３次元データによる出来形管理 ３次元データによる出来形管理

　土工において、3次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理基準のほか、 　ＩＣＴ施工において、３次元データを用いた出来形管理を行う場合は、「３次元 諸基準類の改定に伴う

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）土工編 多点計測技術（面管理の 計測技術を用いた出来形管理要領（案）」の規定によるものとする。

場合）｣または「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）土工編 計測技術

（断面管理の場合）｣の規定によるものとする。

　また、舗装工において、3次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理基

準のほか、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装工編 多点計測技

術（面管理の場合）｣または「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）舗装

工編 計測技術（断面管理の場合）｣の規定によるものとする。

　河川浚渫工においては、3次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理基

準のほか、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）河川浚渫工編 ｣の規定

によるものとする。

　なお、ここでいう3次元データとは、工事目的物あるいは現地地形の形状を3次元 　なお、ここでいう３次元データとは、工事目的物あるいは現地地形の形状を3次元

空間上に再現するために必要なデータである。 空間上に再現するために必要なデータである。

※ （２）情報化施工及び（３）３次元データによる出来形管理を実施する上での技術 ※ （２）情報化施工及び（３）３次元データによる出来形管理を実施する上での技術

基準類は国土交通省のものを使用するものとする。その他、（３）に記載のない工 基準類は国土交通省のものを使用するものとする。その他、（３）に記載のない工

種において、３次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理基準のほか、必 種において、３次元データを用いた出来形管理を行う場合は、管理基準のほか、必

要な技術基準類は国土交通省のものを使用するものとする。 要な技術基準類は国土交通省のものを使用するものとする。

（国土交通省ＨＰ） （国土交通省ＨＰ）

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html

（省略） （省略）

（３）

建設工事施工管理基準（案）

現行（令和3年度） 改定案（令和4年度）

（３）

（４）（４）

建設工事施工管理基準（案）
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改定理由

単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

基準高▽ ±50

±150

法面
(小段含む)

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目

掘削工
基準高▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１箇所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２箇所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）土工編�計測技術
（断面管理の場合）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は掘削部の両端で測
定。

1-2-3-2

規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

２ １

法長ℓ

ℓ＜5ｍ －200

法長ℓ

ℓ＜5m －200

ℓ≧5ｍ 法長－4％

水平または
標高較差

±70 ±160±70 ±160

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は、掘削部の両端で
測定。

1-2-3-2 諸基準類の改定にと
もなう

ℓ≧5m 法長－4％

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

２ １ 掘削工

諸基準類の改定にと
もなう

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、その他本
基準に規定する計測精度・計測密度を
満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50㎜が含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は1点／㎡（平面投影面積
当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±5cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±�
5cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

標高較差 ±50

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

２ ２ 掘削工
（面管理の場合）

平場 標高較差 ±50 ±150 平場

掘削工
（面管理の場合） 平均値

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、そのほか
本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を
実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±100㎜が含まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、
すべての点で設計面との標高較差を算
出する。計測密度は1点/㎡（平面投影
面積当たり）以上とする。

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

２ ２

平均値
個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編� 多点計測技
術（面管理の場合）」に基づき出来形
管理を面管理で実施する場合、その他
本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を
実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／m2（平面投影面
積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±�
５cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

法面
(小段含む）

水平または
標高較差

諸基準類の改定にと
もなう

±300

２ ３ 掘削工
（水中部）
（面管理の場合）

平均値

±70

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）河川浚渫工事編」に
基づき出来形管理を面管理で実施する
場合、そのほか本基準に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施する場合に適用す
る。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±100mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、
すべての点で設計面との標高較差を算
出する。計測密度は１点/㎡（平面投
影面積当たり）以上とする。

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

±50 ±300

個々の
計測値

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

３ １ 盛土工

法面
(小段含む）

水平または
標高較差

±70 ±300
法面

(小段含む)
水平または
標高較差

平場 標高較差 ±50 ±300 平場 標高較差

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

２ ３ 掘削工
（水中部）
（面管理の場合）

平均値
個々の計

測値

－50
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。
基準高は各法肩で測定。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は各法肩で測定。

1-2-3-3 諸基準類の改定にと
もなう

法長ℓ

ℓ＜5ｍ －100

法長ℓ

ℓ＜5m

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

３ １ 盛土工
基準高▽基準高▽ －50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
基準高は各法肩で測定。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）土工編�計測技術
（断面管理の場合）の規定により測点
による管理を行う場合は、設計図書の
測点毎。基準高は各法肩で測定。

1-2-3-3 １
共
通
編 －100

ℓ≧5ｍ 法長－2％ ℓ≧5m 法長－2％

幅ｗ1，ｗ2 －100 幅ｗ1，ｗ2 －100

ℓ
ℓ

ℓ

ℓ

小段

平場

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

2ｗ

ｗ1

ℓ

小段

平場

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

ℓ
ℓ

ℓ

2ｗ

ｗ1
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改定理由

単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

３ ２ 盛土工
（面管理の場合） 平均値

法面
4割＜勾配

標高較差 -50

天端 標高較差 -50

諸基準類の改定にと
もなう

－50 －150

－50 －170

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

３ ２ 盛土工
（面管理の場合）

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編� 多点計測技
術（面管理の場合）」に基づき出来形
管理を面管理で実施する場合、その他
本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を
実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は１
点／m2（平面投影面積当たり）以上と
する。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

1-2-3-3 １
共
通
編

２
土
工

-170
法面

4割＜勾配
標高較差

-150 天端 標高較差

平均値
個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、その他本
基準に規定する計測精度・計測密度を
満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50㎜が含まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は1点
／㎡（平面投影面積当たり）以上とす
る。

４．法肩、法尻から水平方向に±5㎝
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

1-2-3-3

１
共
通
編

設計値以上

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

４ 盛土補強工

（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

－60 -170

※ただし、
ここでの勾
配は、鉛直
方向の長さ
１に対す
る、水平方
向の長さＸ
をＸ割と表
したもの

※ただし、
ここでの勾
配は、鉛直
方向の長さ
1に対す
る、水平方
向の長さＸ
をＸ割と表
したもの

法面
4割≧勾配
(小段含む）

標高較差 -60 -170
法面

4割≧勾配
(小段含む)

標高較差

設計値以上

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

５

－50
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。

ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

1-2-3-4 諸基準類の改定にと
もなう

厚さｔ －50 厚さｔ －50

控え長さ

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土
工

４ 盛土補強工

（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

基準高▽

控え長さ

基準高▽ －50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。

1-2-3-4

厚さｔ ※－30
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所、法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用。

ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」に基づき出来形
管理を実施する場合は、同要領に規定
する計測精度・計測密度を満たす計測
方法により出来形管理を実施すること
ができる。

1-2-3-5 諸基準類の改定にと
もなう

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
土
工
・
海
岸
土
工
・
砂
防
土

５ 法面整形工

（盛土部）

法面整形工

（盛土部）

厚さｔ ※－30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所、法の中央で測定。
※土羽打ちのある場合に適用。

1-2-3-5

±50
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は、道路中心線およ
び端部で測定。

1-2-4-2 諸基準類の改定にと
もなう

法長ℓ

ℓ＜5ｍ －200

法長ℓ

ℓ＜5m

２
土
工

４
道
路
土
工

２ １ 掘削工
基準高▽基準高▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１箇所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２箇所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）土工編�計測技術
（断面管理の場合）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は、道路中心線及び
端部で測定。

1-2-4-2 １
共
通
編 －200

ℓ≧5ｍ 法長－4％ ℓ≧5m 法長－4％

幅ｗ －100 幅ｗ －100

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

２ １ 掘削工

ℓ ℓ

天端

小段

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

ｔ

ｔ

ｔ
ｔ

ｗ

ℓ ℓ

天端

小段

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

ｔ

ｔ

ｔ
ｔ

ｗ
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改定理由

単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

２ ２ 掘削工
（面管理の場合） 平均値

平場 標高較差 ±50 ±150 平場 標高較差

平均値
個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、その他本
基準に規定する計測精度・計測密度を
満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50㎜が含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は1点／㎡（平面投影面
積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±5cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±
5cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

諸基準類の改定にと
もなう

±50 ±150

±70 ±160

４
道
路
土
工

２ ２ 掘削工
（面管理の場合）

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編� 多点計測技
術（面管理の場合）」に基づき出来形
管理を面管理で実施する場合、その他
本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を
実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差または水平較差を算出す
る。計測密度は１点／㎡（平面投影面
積当たり）以上とする。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。同様に、標高方向に±�
５cm以内にある計測点は水平較差の評
価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

１
共
通
編

２
土
工

±70 ±330
法面
(軟岩Ⅰ)
(小段含む）

水平または
標高較差

±70 ±330
法面

(軟岩Ⅰ)
(小段含む)

水平または
標高較差

法面
(小段含む）

水平または
標高較差

±70 ±160
法面

(小段含む)
水平または
標高較差

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は、道路中心線およ
び端部で測定。

1-2-4-3
1-2-4-4

諸基準類の改定にと
もなう

法長ℓ
ℓ＜5ｍ －100

法長ℓ
ℓ＜5m

２
土
工

４
道
路
土
工

３
４

1 路体盛土工

路床盛土工

基準高▽基準高▽ ±50 施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１箇所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２箇所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）土工編�計測技術
（断面管理の場合）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は、道路中心線及び
端部で測定。

1-2-4-3
1-2-4-4

１
共
通
編

－100

ℓ≧5ｍ 法長－2％ ℓ≧5m 法長－2％

幅ｗ1,ｗ2 －100 幅ｗ1，ｗ2 －100

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

３
４

1 路体盛土工
路床盛土工

法面
(小段含む）

標高較差 ±80

天端 標高較差 ±50

±50

諸基準類の改定にと
もなう

±50 ±150

±80 ±190

４
道
路
土
工

３
４

２ 路体盛土工
（面管理の場合）

路床盛土工
（面管理の場合）

個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編� 多点計測技
術（面管理の場合）」に基づき出来形
管理を面管理で実施する場合、その他
本基準に規定する計測精度・計測密度
を満たす計測方法により出来形管理を
実施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50mmが含まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は１
点／m2（平面投影面積当たり）以上と
する。

４．法肩、法尻から水平方向に±５cm
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

１
共
通
編

２
土
工

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、その他本
基準に規定する計測精度・計測密度を
満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±50㎜が含まれている。

３．計測は天端面と法面（小段を含
む）の全面とし、全ての点で設計面と
の標高較差を算出する。計測密度は1点
／㎡（平面投影面積当たり）以上とす
る。

４．法肩、法尻から水平方向に±5㎝
以内に存在する計測点は、標高較差の
評価から除く。

５．評価する範囲は、連続する一つの
面とすることを基本とする。規格値が
変わる場合は、評価区間を分割する
か、あるいは規格値の条件の最も厳し
い値を採用する。

１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

３
４

２ 路体盛土工
路床盛土工
（面管理の場合）

平均値

±190
法面

(小段含む)
標高較差

±150 天端 標高較差

平均値
個々の
計測値

ℓℓℓ

小段

平場

天端

小段

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

2ｗ

ｗ1

ℓℓℓ

小段

平場

天端

小段

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

計測密度
平面積 1点／m2

天端部の計測点

法面部の計測点

2ｗ

ｗ1
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改定理由

単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

変位ℓ 100

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

４

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

５ 縁石工

（縁石・アスカーブ）

根入長 設計値以上 根入長 設計値以上

基準高▽ ±50

－200

基準高は施工延長40m（測点間隔25mの
場合は50m）につき1ヶ所、延長40m�
（または50m）以下のものは1施工箇所
につき2ヶ所。
変位は、施工延長20m（測点間隔25mの
場合は25m）につき1ヶ所、延長20m�
（または25m）以下のものは1施工箇所
につき2ヶ所。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

3-2-3-4 諸基準類の改定にと
もなう

変位ℓ 100

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

４ 矢板工（指定仮設・任
意仮設は除く）

（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

矢板工〔指定仮設・任
意仮設は除く〕

（鋼矢板）
（軽量鋼矢板）
（コンクリート矢板）
（広幅鋼矢板）
（可とう鋼矢板）

基準高▽ ±50 基準高は施工延長40ｍ（測点間隔25ｍ
の場合は50ｍ）につき１ヶ所、延長40
ｍ（又は50ｍ）以下のものは１施工箇
所につき２ヶ所。
変位は、施工延長20ｍ（測点間隔25ｍ
の場合は25ｍ）につき１ヶ所、延長20
ｍ（又は25ｍ）以下のものは１施工箇
所につき２ヶ所。

3-2-3-4

1ヶ所／1施工箇所
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により管
理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

3-2-3-5 諸基準類の改定にと
もなう

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

５ 縁石工

（縁石・アスカーブ）

延長Ｌ延長Ｌ －200 １ヶ所／１施工箇所
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）舗装工編　計測技
術（断面管理の場合）」の規定により
管理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

3-2-3-5 ３
土
木
工
事
共
通
編

3-2-3-29 諸基準類の改定にと
もなう

延長Ｌ －200
１ヶ所／１施工箇所
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）舗装工編 計測技
術（断面管理の場合）」の規定により
管理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

延長Ｌ －200

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

29 １ 側溝工

（プレキャストＵ型側
溝）
（Ｌ型側溝工）
（自由勾配側溝）
（管渠）

基準高▽基準高▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、施工延長40ｍ
（又は50ｍ）以下のものは１施工箇所
につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）舗装工編�計測技術（断面
管理の場合）」の規定による測点の管
理方法を用いることができる。

3-2-3-29 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

29 ３ 側溝工

（暗渠工）
基準高▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所。
延長40ｍ（又は50ｍ）以下のものは１
施工につき２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）舗装工編�計測技術（断面
管理の場合）」の規定による測点の管
理方法を用いることができる。

1ヶ所／1施工箇所
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により管
理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

±30

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、施工延長40m（また
は50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

29 １ 側溝工

（プレキャストＵ型側
溝）
（Ｌ型側溝工）
（自由勾配側溝）
（管渠）

延長Ｌ －200

１施工箇所毎
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）舗装工編�計測技
術（断面管理の場合）」の規定により
管理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

延長Ｌ －200

1施工箇所毎
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により管
理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

3-2-3-29 諸基準類の改定にと
もなう

幅ｗ1，ｗ2 －50 幅ｗ1，ｗ2 －50

深さｈ －30 深さｈ －30

３ 側溝工

（暗渠工）
基準高▽ ±30

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工につき2ヶ
所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

3-2-3-29 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
共
通
的
工
種

29

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。

「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

3-2-4-3 諸基準類の改定にと
もなう

幅ｗ －30

高さｈ －30

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

３ １ 基礎工（護岸）

（現場打）

基礎工（護岸）

（現場打）
基準高▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）護岸工編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

3-2-4-3

幅ｗ －30

高さｈ －30

３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

３ ２ 基礎工（護岸）

（プレキャスト）

延長Ｌ －200 延長Ｌ －200

基準高▽ ±30
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

３ １

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

４ １ 既製杭工

（既製コンクリート
杭）
（鋼管杭）
（Ｈ鋼杭）

基準高▽ ±50
全数について杭中心で測定。

±30
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

3-2-4-3 諸基準類の改定にと
もなう

延長Ｌ －200 延長Ｌ －200

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

３ ２ 基礎工（護岸）

（プレキャスト）

基準高▽基準高▽ ±30
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）護岸工編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

3-2-4-3

傾斜 1／100以内 傾斜 1／100以内

3-2-4-4 諸基準類の改定にと
もなう

根入長 設計値以上 根入長 設計値以上

偏心量ｄ Ｄ／4以内かつ100以内 偏心量ｄ Ｄ／4以内かつ100以内

１ 既製杭工

（既製コンクリート
杭）
（鋼管杭）
（Ｈ鋼杭）

基準高▽ ±50
全数について杭中心で測定。

「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

ｄ＝d＝ 3-2-4-4 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

４

D

ℓ

ℓ

2ｗ

ｗ1

ｈ

ｗ

ｈ

22＋ｙｘ

ｘ

ｄ

根
入
長

ｙ D

ℓ

ℓ

2ｗ

ｗ1

ｈ

ｗ

ｈ

22＋ｙｘ

ｘ

ｄ

根
入
長

ｙ
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改定理由

単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

全数について杭中心で測定。 ｄ＝ 3-2-4-4 諸基準類との整合

根入長 設計値以上 根入長 設計値以上

偏心量ｄ

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

４ ２ 既製杭工

（鋼管ソイルセメント
杭）

基準高▽

偏心量ｄ

基準高▽ ±50
全数について杭中心で測定。 d＝ 3-2-4-4 ３

土
木
工
事
共
通
編

100以内

５ 場所打杭工
基準高▽ ±50

全数について杭中心で測定。

Ｄ／4以内かつ100以内

傾斜 1／100以内 傾斜 1／100以内

杭径Ｄ 設計値以上 杭径Ｄ 設計値以上

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

４ ２ 既製杭工

（鋼管ソイルセメント
杭）

±50

3-2-4-5 諸基準類の改定にと
もなう

根入長 設計値以上 根入長 設計値以上

偏心量ｄ 100以内 偏心量ｄ 100以内

場所打杭工
基準高▽ ±50

全数について杭中心で測定。

「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

ｄ＝d＝ 3-2-4-5 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

５

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

３ １ コンクリートブロック
工

（コンクリートブロッ
ク積）
（コンクリートブロッ
ク張り）

傾斜 1／100以内 傾斜 1／100以内

杭径Ｄ
設計径（公称径）

－30以上
杭径Ｄ

設計径（公称径）
－30以上

±50

－50

ℓ≧3ｍ －100 ℓ≧3m －100

厚さ（ブロック積張）
ｔ1

－50
厚さ

（ブロック積・張）ｔ1
－50

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

４
基
礎
工

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。厚さは上端部および下端部の
2ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

 

3-2-5-3 諸基準類の改定にと
もなう

法長ℓ

ℓ＜3ｍ －50

法長ℓ

ℓ＜3m

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

３ １ コンクリートブロック
工

（コンクリートブロッ
ク積）
（コンクリートブロッ
ク張り）

基準高▽

厚さ（裏込）ｔ2

基準高▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。厚さは上端部及び下端部の
２ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）護岸工編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

 

3-2-5-3 ３
土
木
工
事
共
通
編

厚さ（裏込）ｔ2 －50 －50

延長Ｌ －200 延長Ｌ －200

3-2-5-3 諸基準類の改定にと
もなう

法長ℓ －100 法長ℓ －100

延長Ｌ1，Ｌ2

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

３ ２ コンクリートブロック
工

（連節ブロック張り）

基準高▽

延長Ｌ1，Ｌ2

基準高▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）護岸工編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

3-2-5-3 ３
土
木
工
事
共
通
編－200

幅ｗ －100

延長Ｌ －200

－200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

３ ３

±50
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

３ ２ コンクリートブロック
工

（連節ブロック張り）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

４ 緑化ブロック工

基準高▽ ±50
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

3-2-5-3 諸基準類の改定にと
もなう

幅ｗ －100

延長Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

３ ３ コンクリートブロック
工

（天端保護ブロック）

コンクリートブロック
工

（天端保護ブロック）

基準高▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）護岸工編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

3-2-5-3

±50
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。厚さは上端部および下端部の
2ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。  

3-2-5-4 諸基準類の改定にと
もなう

法長ℓ

ℓ＜3ｍ －50

法長ℓ

ℓ＜3m

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

４ 緑化ブロック工
基準高▽

厚さ（裏込）ｔ2

基準高▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。厚さは上端部及び下端部の
２ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）護岸工編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。  

3-2-5-4 ３
土
木
工
事
共
通
編

厚さ（裏込）ｔ2 －50 －50

延長Ｌ －200 延長Ｌ －200

－50

ℓ≧3ｍ －100 ℓ≧3m －100

厚さ（ブロック）ｔ1 －50 厚さ（ブロック）ｔ1 －50
1

ｔ1 ｔ2

ｔ2

ｔ1

ｔ2

ｔ1

ｔ2

ｔ

D

D

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

ｗ

ｗ

間詰かご

連結ブロック

22＋ｙｘ

ｘ

ｄ

根
入
長

ｙ

22＋ｙｘ

ｘ

ｄ

根
入
長

ｙ

Ｌ 1

Ｌ 2

1

ｔ1 ｔ2

ｔ2

ｔ1

ｔ2

ｔ1

ｔ2

ｔ

1

ｔ1 ｔ2

ｔ2

ｔ1

ｔ2

ｔ1

ｔ2

ｔ

D

D

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

ｗ

ｗ

間詰かご

連結ブロック

22＋ｙｘ

ｘ

ｄ

根
入
長

ｙ

22＋ｙｘ

ｘ

ｄ

根
入
長

ｙ

Ｌ 1

Ｌ 2

1

ｔ1 ｔ2

ｔ2

ｔ1

ｔ2

ｔ1

ｔ2

ｔ
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改定理由

単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

3-2-6-6-4

±50
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき
2ヶ所。厚さは上端部および下端部の
2ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

3-2-5-5 諸基準類の改定にと
もなう

法長ℓ

ℓ＜3ｍ －50

法長ℓ

ℓ＜3m

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

５ 石積（張）工
基準高▽

厚さ（裏込）ｔ2

基準高▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。厚さは上端部及び下端部の
２ヶ所を測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）護岸工編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

3-2-5-5 ３
土
木
工
事
共
通
編

厚さ（裏込）ｔ2 －50 －50

延長Ｌ －200 延長Ｌ －200

－50

ℓ≧3ｍ －100 ℓ≧3m －100

厚さ（石積・張）ｔ1 －50 厚さ（石積・張）ｔ1 －50

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

５
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

５ 石積（張）工

新規設定６ ４ 橋面防水工（シート系
床版防水層）

シートの重ね幅 －20～+50
標準重ね幅100㎜に対し、１施工箇所
毎に目視と測定により全面を確認

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

ℓ

ｔ1

ｔ2

ｔ1 ｔ2

ℓ

ｔ1

ｔ2

ｔ1 ｔ2
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

±40 ±50 ― ― ±40 ±50 ― ―

－45 －45 －15 －15 －45 －45 －15 －15

－50 －50 ― 　― －50 －50 ― 　―

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

－25 －30 －8 －10 －25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

枝番

3-2-6-7

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条

アスファルト舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

厚さ 厚さ

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

７ １ アスファルト舗装工

（下層路盤工）
基準高▽

基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線および端部で測定。厚さは
各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は、延長80m毎に1ヶ所の割に測
定。ただし、幅は設計図書の測点によ
らず延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

基準高▽
基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割と
し、道路中心線および端部で測定。厚
さは各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こ
して測定。幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所
の割に測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80ｍ以下の間隔で測
定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ １ アスファルト舗装工

（下層路盤工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ３ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ２ 3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

６
一
般
舗
装
工

７ ２ アスファルト舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案））」に基づき出来形
管理を実施する場合、その他本基準に
規定する計測精度・計測密度を満たす
計測方法により出来形管理を実施する
場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

基準高▽

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用す
る。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

3-2-6-7

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

７ ３ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こ
して測定。ただし、幅は設計図書の測
点によらず延長80m以下の間隔で測定す
ることができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起
こして測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80ｍ以下の間隔で測
定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

3-2-6-7 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

枝番編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

-54 -63 -8 -10 －54 －63 －8 －10

－25 －30 －8 －10 －25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

-54 -63 -8 -10 －54 －63 －8 －10

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

７ ４ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。

①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満

②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

3-2-6-7 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ５ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ４ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ６ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

７ ５ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80m以下の間隔で測定することができ
る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1,000㎡に１個の割でコアーを
採取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80ｍ以下の間隔で測定することができ
る。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

3-2-6-7

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

７ ６ アスファルト舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）
安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用す
る。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

3-2-6-7 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

 
30



改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

枝番編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

－15 －20 －5 －7 －15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

-36 -45 -5 -7 －36 －45 －5 －7

－9 －12 －3 －4 －9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ― －25 －25 ― ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ ７ アスファルト舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

７ ７ アスファルト舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1,000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

3-2-6-7 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

７ ８ アスファルト舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満
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３
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６
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工

７ ９ アスファルト舗装工

（基層工）

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満
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般
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７ ８ アスファルト舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

７ ９ アスファルト舗装工

（基層工）
厚さ

幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1,000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コア－採取について
橋面舗装等でコア－採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-7
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

枝番編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

-20 -25 -3 -4 －20 －25 －3 －4

－7 －9 －2 －3 －7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ― －25 －25 ― ―

-17 -20 -2 -3 －17 －20 －2 －3
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２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

７ 10 アスファルト舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

７ 10 アスファルト舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満
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厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1,000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コア－採取について
橋面舗装等でコア－採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。
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７ 11 アスファルト舗装工

（表層工）
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７ 12 アスファルト舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

平坦性

６
一
般
舗
装
工

７ 11 アスファルト舗装工

（表層工）
厚さ

幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層及び表層用混合物の
総使用量が、3,000ｔ以上の場合が該
当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-7 諸基準類の改定にとも
なう

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

平坦性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

６
一
般
舗
装
工

７ 12 アスファルト舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事とは、管理図等を

描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡以上ある
いは使用する基層および表層用混合物
の総使用量が、3,000ｔ以上の場合が
該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合で、次のいずれかに該当するものを
いう。
①施工面積で2,000㎡以上10,000㎡未
満
②使用する基層及び表層用混合物の総
使用量が500t以上3,000t未満

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-7 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

枝番編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

±40 ±50 ― ― ±40 ±50 ― ―

－45 －45 －15 －15 －45 －45 －15 －15

－50 －50 ― 　― －50 －50 ― 　―

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

－25 －30 －8 －10 －25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

-54 -63 -8 -10 －54 －63 －8 －10

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

厚さ 厚さ

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

８ １ 半たわみ性舗装工

（下層路盤工）
基準高▽

基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線および端部で測定。厚さは
各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は、延長80m毎に1ヶ所の割に測
定。ただし、幅は設計図書の測点によ
らず延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

基準高▽
基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割と
し、道路中心線及び端部で測定。
厚さは各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起
こして測定。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割に測
定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長80ｍ以下の間隔で測定することが
できる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ２ 半たわみ性舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ １ 半たわみ性舗装工

（下層路盤工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ３ 半たわみ性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

６
一
般
舗
装
工

８ ２ 半たわみ性舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

８ ３ 半たわみ性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こ
して測定。ただし、幅は設計図書の測
点によらず延長80m以下の間隔で測定す
ることができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り
起こして測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

８ ４ 半たわみ性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ４ 半たわみ性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

枝番編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

－25 －30 －8 －10 －25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

-54 -63 -8 -10 －54 －63 －8 －10

－15 －20 －5 －7 －15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

-36 -45 -5 -7 －36 －45 －5 －7

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ５ 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）

セメント（石灰）安
定処理工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ６ 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）

セメント（石灰）安
定処理工

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

８ ５ 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）

セメント（石灰）安
定処理工

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80m以下の間隔で測定することができ
る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡に１個の割でコアーを
採取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80ｍ以下の間隔で測定することができ
る。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-8

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ７ 半たわみ性舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

８ ６ 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）

セメント（石灰）安
定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

８ ７ 半たわみ性舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

８ ８ 半たわみ性舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8 ３
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一
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工

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ ８ 半たわみ性舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

枝番編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

－9 －12 －3 －4 －9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ― －25 －25 ― ―

-20 -25 -3 -4 －20 －25 －3 －4

－7 －9 －2 －3 －7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ― －25 －25 ― ―

-17 -20 -2 -3 －17 －20 －2 －3
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一
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装
工

８ ９ 半たわみ性舗装工

（基層工）

３
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般
施
工

６
一
般
舗
装
工

８ 10 半たわみ性舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

８ ９ 半たわみ性舗装工

（基層工）
厚さ

幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-8

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

８ 10 半たわみ性舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編� 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡毎に１個の割でコアー
を採取して測定。ただし、幅は設計図
書の測点によらず延長80ｍ以下の間隔
で測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。
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８ 11 半たわみ性舗装工

（表層工）
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８ 12 半たわみ性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下 平坦性

６
一
般
舗
装
工

８ 11 半たわみ性舗装工

（表層工）
厚さ

幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡毎に1個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80m以下の間隔で測
定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下 平坦性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

６
一
般
舗
装
工

８ 12 半たわみ性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-8 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

枝番編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

±40 ±50 ― ― ±40 ±50 ― ―

－45 －45 －15 －15 －45 －45 －15 －15

－50 －50 ― 　― －50 －50 ― 　―

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

－25 －30 －8 －10 －25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

-54 -63 -8 -10 －54 －63 －8 －10

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

厚さ 厚さ

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

９ １ 排水性舗装工

（下層路盤工）
基準高▽

基準高は延長40m毎に1ヶ所の割とし、
道路中心線および端部で測定。厚さは
各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こして測
定。幅は、延長80m毎に1ヶ所の割に測
定。ただし、幅は設計図書の測点によ
らず延長80m以下の間隔で測定すること
ができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

基準高▽
基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割と
し、道路中心線及び端部で測定。
厚さは各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起
こして測定。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割に測
定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長80ｍ以下の間隔で測定することが
できる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ２ 排水性舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ １ 排水性舗装工

（下層路盤工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ３ 排水性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

６
一
般
舗
装
工

９ ２ 排水性舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-9

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

９ ３ 排水性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こ
して測定。ただし、幅は設計図書の測
点によらず延長80m以下の間隔で測定す
ることができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り
起こして測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

９ ４ 排水性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ４ 排水性舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

枝番編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

－25 －30 －8 －10 －25 －30 －8 －10

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

-54 -63 -8 -10 －54 －63 －8 －10

－15 －20 －5 －7 －15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

-36 -45 -5 -7 －36 －45 －5 －7

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ５ 排水性舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安
定処理工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ６ 排水性舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安
定処理工

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

９ ５ 排水性舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安
定処理工

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80m以下の間隔で測定することができ
る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡に１個の割でコアーを
採取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80ｍ以下の間隔で測定することができ
る。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-9

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ７ 排水性舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

９ ６ 排水性舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安
定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
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工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

９ ７ 排水性舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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共
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２
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工

諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

９ ８ 排水性舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-9 ３
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工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-9３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ８ 排水性舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

枝番編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 工　 　種 測定項目

規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

－9 －12 －3 －4 －9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ― －25 －25 ― ―

-20 -25 -3 -4 －20 －25 －3 －4

－7 －9 －2 －3 －7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ― －25 －25 ― ―

-17 -20 -2 -3 －17 －20 －2 －3
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工

３
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編

２
一
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施
工

６
一
般
舗
装
工

９ ９ 排水性舗装工

（基層工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ 10 排水性舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

９ ９ 排水性舗装工

（基層工）
厚さ

幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

９ 10 排水性舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-9 ３
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木
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２
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工

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

平坦性

６
一
般
舗
装
工

９ 11 排水性舗装工

（表層工）
厚さ

幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡毎に1個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80m以下の間隔で測
定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡毎に１個の割でコアー
を採取して測定。ただし、幅は設計図
書の測点によらず延長80ｍ以下の間隔
で測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。
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９ 12 排水性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ 11 排水性舗装工

（表層工）

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

排水性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-9 諸基準類の改定にとも
なう

3-2-6-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

９ 12

平坦性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

ｔ＜
15cm

－30
ｔ＜
15㎝

－30

ｔ≧
15cm

－45
ｔ≧
15㎝

－45

ｔ＜
15cm

＋90
－70

ｔ＜
15㎝

＋90
－70

ｔ≧
15cm

±90
ｔ≧
15㎝

±90

ｔ＜
15cm

＋90
－70

ｔ＜
15㎝

＋90
－70

ｔ≧
15cm

±90
ｔ≧
15㎝

±90

改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目 測定値の平均

中規模
以上

中規模
以上

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

個々の測定値
（Ｘ）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 １ 透水性舗装工

（路盤工）

個々の測定値
（Ｘ）

測定値の平均

現行（令和3年版）

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要

透水性舗装工

（路盤工）
基準高▽ ±50 ―

基準高は片側延長40m毎に１ヶ所の割で
測定。
厚さは、片側延長200m毎に１ヶ所掘り
起こして測定。
幅は、片側延長80m毎に１ヶ所測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長80ｍ以下の間隔で測定することが
できる。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-10

―

10 １

編 章

諸基準類の改定にとも
なう

厚さ

－10

厚さ

－10

－15 －15

幅 －100

基準高▽ ±50 ―
基準高は片側延長40m毎に１ヶ所の割で
測定。
厚さは、片側延長200m毎に１ヶ所掘り
起こして測定。
幅は、片側延長80m毎に１ヶ所測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長80m以下の間隔で測定することがで
きる。

※歩道舗装に適用する。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-10

幅 －100 ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-10 諸基準類の改定にとも
なう

＋50
－15

＋50
－10

＋50
－15

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 ２ 透水性舗装工

（路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽

厚さあるい
は標高較差

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 ２ 透水性舗装工

（路盤工）

（面管理の場合）

＋50
－10

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

※歩道舗装に適用する。

基準高▽

＋50
－10

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-10 ３
土
木
工
事
共
通
編

＋50
－15

厚さあるい
は標高較差

＋50
－10

＋50
－15

－9 －3
幅は、片側延長80m毎に１ヶ所の割で測
定。
厚さは、片側延長200m毎に１ヶ所コ
アーを採取して測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長80ｍ以下の間隔で測定することが
できる。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-10 諸基準類の改定にとも
なう

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 ３ 透水性舗装工

（表層工）
厚さ

幅 －25 ―

－9 －3
幅は、片側延長80m毎に１ヶ所の割で測
定。
厚さは、片側延長200m毎に１ヶ所コ
アーを採取して測定。
ただし、幅は設計図書の測点によらず
延長80m以下の間隔で測定することがで
きる。
※歩道舗装に適用する。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について

橋面舗装等でコア－採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-10 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 ４ 透水性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

幅 －25 ―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 ３ 透水性舗装工

（表層工）
厚さ

諸基準類の改定にとも
なう

厚さあるい
は標高較差

－20 －3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-10３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 ４ 透水性舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-20 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）舗装工編 多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

※歩道舗装に適用する。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-10
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

－15 －20 －5 －7 －15 －20 －5 －7

－50 －50 ― ― －50 －50 ― ―

-36 -45 -5 -7 －36 －45 －5 －7

－9 －12 －3 －4 －9 －12 －3 －4

－25 －25 ― ― －25 －25 ― ―

-20 -25 -3 -4 －20 －25 －3 －4

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 １ グースアスファルト
舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-11 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

11 １ グースアスファルト
舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。
コア－採取について
橋面舗装等でコア－採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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11 ３ グースアスファルト
舗装工

（基層工）

　

　

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をい
い、基層及び表層用混合物の総使用
量が3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-11 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

11 ２ グースアスファルト
舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た 
　す計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をい
い、基層および表層用混合物の総使
用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工
事より規模は小さいものの、管理結
果を施工管理に反映できる規模の工
事をいい、同一工種の施工が数日連
続する場合が該当する。
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11 ２ グースアスファルト
舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-11 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

６
一
般
舗
装
工

11 ３ グースアスファルト
舗装工

（基層工）

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80m以下の間隔で測定
することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80ｍ以下の間隔で
測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コア－採取について
橋面舗装等でコア－採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。
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工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をい
い、基層及び表層用混合物の総使用
量が3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

3-2-6-11 諸基準類の改定にとも
なう

６
一
般
舗
装
工

11 ４ グースアスファルト
舗装工

（基層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た 
　す計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描
いた上での管理が可能な工事をい
い、基層および表層用混合物の総使
用量が3,000ｔ以上の場合が該当す
る。

小規模工事とは、中規模以上の工
事より規模は小さいものの、管理結
果を施工管理に反映できる規模の工
事をいい、同一工種の施工が数日連
続する場合が該当する。
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11 ４ グースアスファルト
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（基層工）

（面管理の場合）
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章

－7 －9 －2 －3 －7 －9 －2 －3

－25 －25 ― ― －25 －25 ― ―

-17 -20 -2 -3 －17 －20 －2 －3

±40 ±50 ±40 ±50

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

３
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11 ５ グースアスファルト
舗装工

（表層工）
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11 ６ グースアスファルト
舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-11 諸基準類の改定にとも
なう

幅 幅

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

平坦性 ―

６
一
般
舗
装
工

11 ５ グースアスファルト
舗装工

（表層工）

厚さ
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡毎に1個の割でコアーを
採取して測定。ただし、幅は設計図書
の測点によらず延長80m以下の間隔で測
定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

厚さ
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡毎に１個の割でコアー
を採取して測定。ただし、幅は設計図
書の測点によらず延長80ｍ以下の間隔
で測定することができる。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

コア－採取について
橋面舗装等でコア－採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。
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12 １ コンクリート舗装工

（下層路盤工）

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-11 諸基準類の改定にとも
なう

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下 平坦性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

６
一
般
舗
装
工

11 ６ グースアスファルト
舗装工

（表層工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

厚さあるい
は標高較差

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±４mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
中規模以上の工事は、管理図等を描

いた上での管理が可能な工事をいい、
基層および表層用混合物の総使用量が
3,000ｔ以上の場合が該当する。

小規模工事とは、中規模以上の工事
より規模は小さいものの、管理結果を
施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場
合が該当する。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-11 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12 ２ コンクリート舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

－15

幅 －50 ― 幅 －50 ―

―
基準高は、延長40m毎に1ヶ所の割と
し、道路中心線及び端部で測定。厚さ
は、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こし
て測定。幅は、延長80m毎に1ヶ所の割
に測定。ただし、幅は設計図書の測点
によらず延長80m以下の間隔で測定する
ことができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

厚さ －45 －15 厚さ －45

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 １ コンクリート舗装工

（下層路盤工）
基準高▽基準高▽ ―

基準高は延長40ｍ毎に１ヶ所の割と
し、道路中心線および端部で測定。厚
さは各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こ
して測定。幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所
の割に測定。ただし、幅は設計図書の
測点によらず延長80ｍ以下の間隔で測
定することができる。

工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。厚さは、個々の測定値が10個に９
個以上の割合で規格値を満足しなけれ
ばならないとともに、10個の測定値の
平均値（Ｘ10）について満足しなけれ
ばならない。ただし、厚さのデータ数
が10個未満の場合は測定値の平均値は
適用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-12

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

６
一
般
舗
装
工

12 ２ コンクリート舗装工

（下層路盤工）

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

基準高▽
工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来 
　形管理を実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章

-55 -66 －55 －66

-55 -66 －55 －66

-20 -27 －20 －27

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 ４ コンクリート舗装工

（粒度調整路盤工）

（面管理の場合）

－8
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 ４ コンクリート舗装工

（粒度調整路盤工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

-8
工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案 ） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来 
　形管理を実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 ６ コンクリート舗装工

（セメント（石灰・
瀝青）安定処理工）

（面管理の場合）

－8
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 ６ コンクリート舗装工

（セメント（石灰・
瀝青）安定処理工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

-8
工事規模の考え方１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 ８ コンクリート舗装工

（アスファルト中間
層）

（面管理の場合）

－3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 ８ コンクリート舗装工

（アスファルト中間
層）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

-3
工事規模の考え方１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

 
42



改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

±90 ±90
＋40
－15

＋50
－15

-55 -66 －55 －66

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 10 コンクリート舗装工

（コンクリート舗装
版工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-22 -3.5
工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来 
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-12

目地段差 ±2

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 10 コンクリート舗装工

（コンクリート舗装
版工）

（面管理の場合）

±2
隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

諸基準類の改定にとも
なう

平坦性 ―

コンクリートの
硬化後
3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
により機械舗
設の場合
(σ)2.4mm以下
人力舗設の場合
(σ)3mm以下

平坦性 ―

コンクリートの
硬化後、
3mプロフィル
メーターによ
り機械舗設の
場合(σ)2.4㎜
以下人力舗設
の場合(σ)3㎜
以下

厚さあるい
は標高較差

－22 －3.5
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-12

目地段差

３
土
木
工
事
共
通
編

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

12 12 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
下層路盤工

（面管理の場合）

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

６
一
般
舗
装
工

12 12 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
下層路盤工

（面管理の場合）

基準高▽
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

基準高▽
工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来 
　形管理を実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。この場合、基準高の
評価は省略する。

小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 14 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

－8
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 14 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
粒度調整路盤工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

-8
工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来 
　形管理を実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章

－25 －30 －25 －30

-55 -66 －55 －66

-20 -27 －20 －27

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 15 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

厚さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1,000㎡に１個の割でコアーを
採取もしくは、掘り起こして測定。た
だし、幅は設計図書の測点によらず延
長80ｍ以下の間隔で測定することがで
きる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 16 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

（面管理の場合）

3-2-6-12 誤植諸基準類の改定に
ともなう

幅 －50 ― 幅 －50 ―

15 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

厚さ －8
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取もしくは掘り起こして測定。ただ
し、幅は設計図書の測点によらず延長
80m以下の間隔で測定することができ
る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12

－8
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 16 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
セメント（石灰・瀝
青）安定処理工

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

-8
工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来 
　形管理を実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満
たす計測方法により出来形管理を実施
する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 ３
土
木
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事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 18 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
アスファルト中間層

（面管理の場合）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 19 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）

厚さ －15 －4.5

－3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 18 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）
アスファルト中間層

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

厚さあるい
は標高較差

-3
工事規模の考え方１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-12 諸基準類の改定にとも
なう

幅 －35 ― 幅 －35 ―

12 19 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）

厚さ －15 －4.5
厚さは、各車線の中心付近で型枠据付
後各車線200ｍ毎に水糸又はレベルによ
り１測線当たり横断方向に３ヶ所以上
測定、幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割
で測定、平坦性は各車線毎に版縁から
１ｍの線上、全延長とする。ただし、
幅は設計図書の測点によらず延長80ｍ
以下の間隔で測定することができる。

工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

目地段差 ±2

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。 目地段差 ±2

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

平坦性 ―

転圧コンクリー
トの硬化後、3m
プロフィルメー
ターにより
(σ)2.4mm以
下。

平坦性 ―

転圧コンクリー
トの硬化後、
3mプロフィル
メーターにより
(σ)2.4㎜以下

厚さは、各車線の中心付近で型枠据付
後各車線200m毎に水糸またはレベルに
より1測線当たり横断方向に3ヶ所以上
測定、幅は、延長80m毎に1ヶ所の割で
測定、平坦性は各車線毎に版縁から1m
の線上、全延長とする。ただし、幅は
設計図書の測点によらず延長80m以下の
間隔で測定することができる。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章

±40 ±50 ±40 ±50

－25 －30 －25 －30

－25 －30 －25 －30

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 20 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）

（面管理の場合）

隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

諸基準類の改定にとも
なう

平坦性 ―

転圧コンクリー
トの硬化後、3
ｍﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
により
(σ)2.4mm以下 平坦性 ―

転圧コンクリー
トの硬化後、 
3mプロフィル
メーターによ
り(σ)2.4㎜以
下

厚さあるい
は標高較差

－32 －4.5
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）以
上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

工事規模の考え方
　中規模とは、1層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。
　小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-12

目地段差

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 20 コンクリート舗装工

（転圧コンクリート
版工）

（面管理の場合）

厚さあるい
は標高較差

-32 -4.5
工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積
が2,000㎡以上とする。

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来 
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来 
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、直下層の標高値と当該層
の標高値との差で算出する。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、直下層の目標高さ＋直下層の標
高較差平均値＋設計厚さから求まる高
さとの差とする。

小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

　維持工事においては、平坦性の項目
を省略することが出来る。

3-2-6-12

１ 薄層カラー舗装工

（下層路盤工）
基準高▽基準高▽ ―

基準高は、延長40ｍ毎に１ヶ所の割と
し、道路中心線及び端部で測定。厚さ
は、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り起こ
して測定。幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所
の割に測定。

工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

3-2-6-13 ３
土
木
工
事
共
通
編

±2目地段差 ±2
隣接する各目地に対して、道路中心線
及び端部で測定。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 ２ 薄層カラー舗装工

（上層路盤工）
　粒度調整路盤工

－15

幅 －50 ― 幅 －50 ―

―

基準高は、延長40m毎に1ヶ所の割と
し、道路中心線及び端部で測定。厚さ
は、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こし
て測定。幅は、延長80m毎に1ヶ所の割
に測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

3-2-6-13３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 １ 薄層カラー舗装工

（下層路盤工）

―

厚さ －45 －15 厚さ －45

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 ３ 薄層カラー舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安
定処理工

－8
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、各車線200m毎に1ヶ所を掘り起こ
して測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

3-2-6-13 諸基準類の改定にとも
なう

幅 －50 ― 幅 －50

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 ２ 薄層カラー舗装工

（上層路盤工）
粒度調整路盤工

厚さ厚さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、各車線200ｍ毎に１ヶ所を掘り
起こして測定。

工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。

厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

3-2-6-13 ３
土
木
工
事
共
通
編

―

－8
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取もしくは掘り起こして測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-13 諸基準類の改定にとも
なう

幅 －50 ― 幅 －50

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 ３ 薄層カラー舗装工

（上層路盤工）
セメント（石灰）安
定処理工

厚さ厚さ －8
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1000㎡に１個の割でコアーを
採取もしくは掘り起こして測定。

工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等
に損傷を与える恐れのある場合は、他
の方法によることが出来る。

3-2-6-13 ３
土
木
工
事
共
通
編

諸基準類の改定にとも
なう

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目
個々の測定値

（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

*面管理の場合
は測定値の平均

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

＊面管理の場合
は測定値の平均

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章

－15 －20 －15 －20

－9 －12 －9 －12

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 ４ 薄層カラー舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

―

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 ５ 薄層カラー舗装工

（基層工）

－5
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-13 諸基準類の改定にとも
なう

幅 －50 ― 幅 －50

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 ４ 薄層カラー舗装工

（加熱アスファルト
安定処理工）

厚さ厚さ －5
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1,000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。

工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等
に損傷を与える恐れのある場合は、他
の方法によることが出来る。

3-2-6-13 ３
土
木
工
事
共
通
編

―

－3
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、厚
さは、1,000㎡に1個の割でコアーを採
取して測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。

厚さは、個々の測定値が10個に9個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

3-2-6-13 諸基準類の改定にとも
なう

幅 －25 ― 幅 －25

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 ５ 薄層カラー舗装工

（基層工）
厚さ厚さ －3

幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
厚さは、1,000㎡に１個の割でコアーを
採取して測定。

工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積

が2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱アス
ファルト混合物の総使用量が500ｔ未
満あるいは施工面積が2,000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個以
上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。

コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版等
に損傷を与える恐れのある場合は、他
の方法によることが出来る。

3-2-6-13 ３
土
木
工
事
共
通
編
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改定理由
単位：mm 単位：mm

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章
個々の測定値

（Ｘ）

測定値の平均

（ ）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 １

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所

路面切削工
厚さｔ －7 －2

厚さは40ｍ毎に現舗装高切削後の基準
高の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
延長40ｍ未満の場合は、２ヶ所／施工
箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
測定方法は自動横断測定法によること
が出来る。

個々の測定値
（Ｘ）

測定値の平均

（ ）

3-2-6-15 諸基準類の改定にとも
なう

幅ｗ －25 ― 幅ｗ －25 ―

路面切削工
厚さｔ －7 －2

厚さは40m毎に現舗装高切削後の基準
高の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
延長40m未満の場合は、2ヶ所／施工箇
所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。
測定方法は自動横断測定法によること
が出来る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

3-2-6-15 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 1

-2
(2)

１．「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案） 路 面 切 削 工 編」に基づ
き出来形管理を実施する場合に適用す
る。

２．計測は切削面の全面とし、すべて
の点で設計面との厚さｔまたは標高較
差を算出する。計測密度は1点/m2（平
面投影面積当たり）以上とする。

３．厚さｔまたは標高較差は、現舗装
高切削後の基準高との差で算出する。

４．幅は、延長40m毎に測定するもの
とし、延長40ｍ未満の場合は、２箇所
／施工箇所とする。

3-2-6-15３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 ２ 路面切削工
（面管理の場合）
標高較差または厚さ
ｔのみ

諸基準類の改定にとも
なう

幅ｗ －25 ― 幅ｗ －25 ―

厚さｔ
(標高較差)

－17
(17)

（面管理とし
て緩和）

－2
(2)

１．「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」に基づき出来形管理
を実施する場合に適用する。

２．計測は切削面の全面とし、すべて
の点で設計面との厚さｔまたは標高較
差を算出する。計測密度は1点/㎡（平
面投影面積当たり）以上とする。

３．厚さｔまたは標高較差は、現舗装
高切削後の基準高との差で算出する。

４．幅は、延長40m毎に測定するもの
とし、延長40ｍ未満の場合は、2ヶ所
／施工箇所とする。

3-2-6-15３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 ２ 路面切削工
（面管理の場合）
標高較差または厚さ
ｔのみ

厚さｔ
（標高較差）

-17
(17)

（面管理とし
て緩和）

路
盤
工

幅ｗ －50
各層毎１ヶ所／１施工箇所 3-2-6-16

舗
設
工

幅ｗ －25

延長Ｌ

延長Ｌ －100 延長Ｌ －100

厚さｔ 該当工種 厚さｔ 該当工種

路
盤
工

幅ｗ －50
各層毎1ヶ所／1施工箇所

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

3-2-6-16

舗
設
工

幅ｗ －25

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

16 舗装打換え工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

17 1 オーバーレイ工

－100 延長Ｌ －100

厚さｔ 該当工種 厚さｔ 該当工種

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

16 舗装打換え工

平坦性 ―

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)
(σ)1.75mm以
下

厚さｔ －9
3-2-6-17 諸基準類の改定にとも

なう

－25

－100

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

17 1 オーバーレイ工
厚さｔ

幅ｗ

延長Ｌ

平坦性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付
き)
(σ)1.75㎜以
下

－9
厚さは40m毎に現舗装高とオーバーレ
イ後の基準高の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、延
長80m未満の場合は、2ヶ所／施工箇所
とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

幅ｗ －25

延長Ｌ －100

厚さあるい
は標高較差

-20 -3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案） 舗 装 工 編  多 点 計 測  
技 術 （ 面 管 理 の 場 合 ）」に基づき出来
形管理を実施する場合、その他本基準
に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施す
る場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は１点／m2（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、施工前の標高値とオー
バーレイ後の標高値との差で算出す
る。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、オーバーレイ後の目標高さと
オーバーレイ後の標高値との差で算出
する。

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

17 ２ オーバーレイ工

（面管理の場合）

厚さは40ｍ毎に現舗装高とオーバーレ
イ後の基準高の差で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその
中心とする。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、
延長80ｍ未満の場合は、２ヶ所／施工
箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えるこ
とが出来る。

3-2-6-17 ３
土
木
工
事
共
通
編

3-2-6-17 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

17 ２ オーバーレイ工

（面管理の場合）

諸基準類の改定にとも
なう

平坦性 ―

３mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付
き)
(σ)1.75mm以
下

平坦性 ―

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付
き)
(σ)1.75㎜以
下

厚さあるい
は標高較差

－20 －3
１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を実施する場合、その他本基準に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±4㎜が含まれている。

３．計測は設計幅員の内側全面とし、
全ての点で標高値を算出する。計測密
度は1点／㎡（平面投影面積当たり）
以上とする。

４．厚さは、施工前の標高値とオー
バーレイ後の標高値との差で算出す
る。

５．厚さを標高較差として評価する場
合は、オーバーレイ後の目標高さと
オーバーレイ後の標高値との差で算出
する。

3-2-6-17

現舗装　w

t

ＬＣ

ｗ

ｗ

Ｌ

現舗装　w

t

ＬＣ

現舗装　w

t

ＬＣ

現舗装　w

t

ＬＣ

ｗ

ｗ

Ｌ

現舗装　w

t

ＬＣ

現舗装　w

t

ＬＣ
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改定理由
単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

鋳造費
（金属支承工）

鋳造費
（金属支承工）

（次頁に続く） （次頁に続く）

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

２ 路床安定処理工
基準高▽ ±50

3-2-7-2

－200

諸基準類の改定にとも
なう

施工厚さｔ －50 施工厚さｔ －50

幅ｗ －100 幅ｗ

２ 路床安定処理工
基準高▽ ±50

延長40m毎に1ヶ所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
厚さは中心線及び端部で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」による管理の場合は、全
体改良範囲図を用いて、施工厚さｔ、
天端幅ｗ、天端延長Ｌを確認（実測は
不要）。

－100

延長40ｍ毎に１ヶ所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
厚さは中心線及び端部で測定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案） 表 層 安 定 処 理 等 ・ 固 結 工  
（ 中 層 混 合 処 理 ） 編」による管理の場
合は、全体改良範囲図を用いて、施工
厚さt、天端幅w、天端延長Lを確認（実
測は不要）。

3-2-7-2 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

延長Ｌ －200 延長Ｌ

施工延長10ｍにつき、１測点当たり５
点以上測定。

3-2-7-4 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

４ ２ 表層安定処理工

（ICT施工の場合）
基準高▽ 特記仕様書に明示

－500

3-2-7-4 諸基準類の改定にとも
なう

法長ℓ -500 法長ℓ －500

天端幅ｗ －300

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案） 表 層 安 定 処 理 等 ・ 固 結 工  
（ 中 層 混 合 処 理 ） 編」に記載の全体改
良平面図を用いて天端幅w、天端延長L
を確認（実測は不要）

４ ２ 表層安定処理工

（ＩＣＴ施工の場合）
基準高▽ 特記仕様書に明示

施工延長10mにつき、1測点当たり5点以
上測定。

天端幅ｗ －300

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に記載の全体改良平面図
を用いて天端幅ｗ、天端延長Ｌを確認
（実測は不要）

3

土
木
工
事
共
通
編

2

一
般
施
工

7

地
盤
改
良
工

９ ３ 固結工

（中層混合処理）

天端延長Ｌ －500 天端延長Ｌ

設計値以上
1,000㎥～4,000㎥につき1ヶ所、また
は施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所。
1,000㎥以下、又は施工延長40m（50m）
以下のものは1施工箇所につき2ヶ所。
施工厚さは施工時の改良深度確認を出
来形とする。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」による管理の場合は、全
体改良範囲図を用いて、施工厚さｔ、
幅ｗ、延長Ｌを確認（実測は不要）。

3-2-7-9 諸基準類の改定にともなう

施工厚さｔ 設計値以上 施工厚さｔ 設計値以上

幅ｗ

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

９ ３ 固結工

（中層混合処理）
基準高▽

幅ｗ

基準高▽ 設計値以上
1,000㎥～4,000㎥につき１ヶ所、又は
施工延長40m(測点間隔25mの場合は50m)
につき１ヶ所。
1,000㎥以下、又は施工延長40m(50m)以
下のものは1施工箇所につき２ヶ所。
施工厚さは施工時の改良深度確認を出
来形とする。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案） 表層安定処理等・固結工  
（中層混合処理）編」による管理の場
合は、全体改良範囲図を用いて、施工
厚さt、幅w、延長Lを確認（実測は不
要）。

3-2-7-9 ３
土
木
工
事
共
通
編設計値以上 設計値以上

延長Ｌ 設計値以上 延長Ｌ 設計値以上

3-2-12-1 参照基準の追記

中
心
距
離

ボスの突起を基準
とした孔の位置ずれ

中
心
距
離

ボスの突起を基準
とした孔の位置ずれ

≦1000mm

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工

共
通

１ １ 上
下
部
鋼
構
造
物
と
の
接
合
用
ボ
ル
ト

孔

孔の直径差

≦1,000mm

ア
ン
カ
ー

バ
ー

用
孔

(

鋳
放
し

)

ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト

ド
リ
ル
加
工
孔

≦100mm

孔の直径差
＋2
－0

製品全数を測定。
※1)ガス切断寸法を準用する

※2）片面のみの削り加工の場合も含
む。

※3）ソールプレートの接触面の橋軸及
び橋軸直角方向の長さ寸法に対しては
CT13を適用するものとする。

※4)全移動量分の遊間が確保されてい
るのかをする。

※5)組立て後に測定

3-2-12-1 ３
土
木
工
事
共
通
編

1以下

ボスの突起を基準
とした孔の位置ずれ

ボスの突起を基準
とした孔の位置ずれ

＞1000mm 1.5以下 ＞1,000mm 1.5以下

＋2
－0

製品全数を測定。
※1）ガス切断寸法を準用する

※2）片面のみの削り加工の場合も含
む。

※3）ソールプレートの接触面の橋軸及
び橋軸直角方向の長さ寸法に対しては
CT13を適用するものとする。

※4）全移動量分の遊間が確保されてい
るのかをする。

※5）組立て後に測定

詳細は道路橋支承便覧参照

1以下

≦100mm
＋3
－1

上沓の橋軸及び橋軸直
角方向の長さ寸法

＋3
－1

＞100mm
＋4
－2

＞100mm
＋4
－2

孔の中心距離※1
JIS B 0403-1995

CT13
孔の中心距離※1

JIS B 0403-1995
CT13

ド
リ
ル
加
工
孔

ボスの直径
＋0
－1

セ
ン
タ
ー

ボ
ス

ボスの直径
＋0
－1

ボスの高さ
＋1
－0

ボスの高さ
＋1
－0

ボスの直径
＋0
－1 ボ

ス
※
5

ボスの直径
＋0
－1

ボスの高さ
＋1
－1

ボスの高さ
＋1
－1

JIS B 0403-1995
CT13

上沓の橋軸及び橋軸直
角方向の長さ寸法

JIS B 0403-1995
CT13

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工

共
通

１ １ 上
下
部
鋼
構
造
物
と
の
接
合
用
ボ
ル
ト

孔

ア
ン
カ
ー

バ
ー

用
孔

(

鋳
放
し

)

ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト

セ
ン
タ
ー

ボ
ス

ボス
※5

ｔ

ＣＬ

ｗ

ｔ

ｗ

CL

ℓ ℓ

ｗ.(Ｌ)

①

② ③ ④

⑤

ｔ

ＣＬ

ｗ

ｔ

ｗ

CL

ℓ ℓ

ｗ.(Ｌ)

①

② ③ ④

⑤
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改定理由
単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工

共
通

１ １ 全
移
動
量
ℓ

※
4

ℓ≦300mm
全
移
動
量
ℓ

※
4

ℓ≦300mm ±2

ℓ＞300mm ±ℓ／100 ℓ＞300mm ±ℓ／100

±2
３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工

共
通

１ １

Ｈ≦300mm ±3

JIS B 0405-1991
粗級

Ｈ＞300mm
(H／200＋3)小数
点以下切り捨て

Ｈ＞300mm
(Ｈ／200＋3)小数
点以下切り捨て

組
立
高
さ
Ｈ

上,下面加工仕上
げ

±3

組
立
高
さ
Ｈ

上,下面加工仕上
げ

±3

コ
ン
ク
リ
ー

ト

構
造
用

Ｈ≦300mm ±3
コ
ン
ク
リ
ー

ト

構
造
用

ガス切断寸法
JIS B 0417-1979

B級
ガス切断寸法

JIS B 0417-1979
B級

普
通
寸
法

鋳放し長さ寸法
※2）、※3）

JIS B 0403-1995
CT14

普
通
寸
法

鋳放し長さ寸法
※2）、※3）

JIS B 0403-1995
CT14

鋳放し肉厚寸法
※2）

JIS B 0403-1995
CT15

鋳放し肉厚寸法
※2）

JIS B 0403-1995
CT15

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工

共
通

１ ２ 鋳造費
（大型ゴム支承工）

削り加工寸法
JIS B 0405-1991

粗級
削り加工寸法

幅
ｗ
長
さ
Ｌ
直
径
Ｄ

ｗ,Ｌ,Ｄ≦500 0～＋5
製品全数を測定。
平面度：１個のゴム支承の厚さ（ｔ）
の最大相対誤差

3-2-12-1

厚
さ
ｔ

±0.5

20＜ｔ≦160 ±2.5％

相
対
誤
差

ｗ,Ｌ,Ｄ≦1000mm 1 相
対
誤
差

ｗ,Ｌ,Ｄ≦
1,000mm

参照基準の追記

500＜ｗ,Ｌ,Ｄ
≦1500mm

0～＋1％
500＜ｗ,Ｌ,Ｄ
≦1,500mm

0～＋1％

1500＜ｗ,Ｌ,Ｄ 0～＋15 1,500＜ｗ,Ｌ,Ｄ 0～＋15

ｔ≦20mm

幅
ｗ
長
さ
Ｌ
直
径
Ｄ

ｗ,Ｌ,Ｄ≦500 0～＋5
製品全数を測定。
平面度：1個のゴム支承の厚さ（ｔ）
の最大相対誤差

詳細は道路橋支承便覧参照

3-2-12-1

厚
さ
ｔ

ｔ≦20mm ±0.5

1

1000mm＜ｗ,Ｌ,Ｄ (ｗ,Ｌ,Ｄ)／1000
1,000mm＜ｗ,Ｌ,

Ｄ
(ｗ,Ｌ,Ｄ)／

1,000

±2.5％

160＜ｔ ±4 160＜ｔ ±4

20＜ｔ≦160

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

12
工
場
製
作
工

共
通

１ ２ 鋳造費
（大型ゴム支承工）

ｔ

Ｄ

ｗ

Ｌｔ

補強材

ｔ

Ｄ

ｗ

Ｌｔ

補強材
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改定理由
単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目

２ １ 植生工

（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

切
土
法
長
ℓ

ℓ＜5ｍ －200
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案） 法 面 工 編」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

3-2-14-2

ℓ≧5ｍ 法長の－2％

延長Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

共
通

２ １ 植生工

（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（市松芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）
（人工張芝工）
（植生穴工）

１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案） 法 面 工 編」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

延長Ｌ －200

1施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

共
通

２ ２ 植生工

（植生基材吹付工）
（客土吹付工）

諸基準類の改定にとも
なう

ℓ≧5ｍ 法長の－4％ ℓ≧5m 法長の－4％

盛
土
法
長
ℓ

ℓ＜5ｍ －100
盛
土
法
長
ℓ

ℓ＜5m

切
土
法
長
ℓ

ℓ＜5m －200
施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

3-2-14-2

－100

ℓ≧5m 法長の－2％

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

共
通

諸基準類の改定にとも
なう

施工延長40mにつき1ヶ所、40m以下のも
のは1施工箇所につき2ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

3-2-14-2

ｔ＜5㎝ －10
施工面積200㎡につき1ヶ所、面積200㎡
以下のものは、1施工箇所につき2ヶ
所。
検査孔により測定。

ｔ≧5㎝

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

共
通

２ ２ 植生工

（植生基材吹付工）
（客土吹付工）

法
長
ℓ

ℓ＜5ｍ －200

施工延長40ｍにつき１ヶ所、40ｍ以下
のものは１施工箇所につき２ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案） 法 面 工 編」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

3-2-14-2

1施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

法
長
ℓ

ℓ＜3ｍ －50

－20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の
最小吹付厚は、設計厚の50％以上と
し、平均厚は設計厚以上。

ただし、吹付面に凹凸がある場合の
最小吹付厚は、設計厚の50％以上と
し、平均厚は設計厚以上。

延長Ｌ －200

１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案） 法 面 工 編」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

延長Ｌ －200

ｔ≧5cm －20

ℓ≧5ｍ 法長の－4％ ℓ≧5m 法長の－4％

厚
さ
ｔ

ｔ＜5cm －10
施工面積200㎡につき１ヶ所、面積200
㎡以下のものは、１施工箇所につき
２ヶ所。
検査孔により測定。 厚

さ
ｔ

法
長
ℓ

ℓ＜5m －200

施工延長40mにつき1ヶ所、40m以下のも
のは1施工箇所につき2ヶ所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測
定が困難な場合は直線法長とする。
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

3-2-14-3 諸基準類の改定にとも
なう

ℓ≧3ｍ －100 ℓ≧3m －100

－10

200㎡につき1ヶ所以上、200㎡以下は
2ヶ所をせん孔により測定。

３ 吹付工

（コンクリート）
（モルタル）

法
長
ℓ

ℓ＜3m －50

－20

ただし、吹付面に凹凸がある場合の
最小吹付厚は、設計厚の50％以上と
し、平均厚は設計厚以上

施工延長40ｍにつき１ヶ所、40ｍ以下
のものは１施工箇所につき２ヶ所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測
定が困難な場合は直線法長とする。
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案） 法 面 工 編」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

3-2-14-3 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

共
通

延長Ｌ －200

１施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案） 法 面 工 編」で規
定する出来形計測性能を有する機器を
用いることができる。

延長Ｌ －200

1施工箇所毎
ただし、計測手法については、従来管

理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

厚
さ
ｔ

ｔ＜5cm －10

200㎡につき１ヶ所以上、200㎡以下は
２ヶ所をせん孔により測定。

厚
さ
ｔ

ｔ＜5㎝

ｔ≧5cm －20 ｔ≧5㎝

ただし、吹付面に凹凸がある場合の
最小吹付厚は、設計厚の50％以上と
し、平均厚は設計厚以上

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

共
通

３ 吹付工

（コンクリート）
（モルタル）

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ
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改定理由
単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目

高さｈ －30

枠中心間隔ａ ±100

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

共
通

４ １ 法枠工

（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

諸基準類の改定にとも
なう

ℓ≧10ｍ －200 ℓ≧10m －200

幅ｗ －30

枠延延長100ｍにつき１ヶ所、枠延延長
100ｍ以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
計測手法については、従来管理のほか
に「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案） 法 面 工 編」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とが出来る。

幅ｗ －30

法
長
ℓ

ℓ＜10m －100

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。
計測手法については、従来管理のほか
に「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」で規定する出来形計測
性能を有する機器を用いることが出来
る。

3-2-14-4
曲線部は設計
図書による

枠延延長100mにつき1ヶ所、枠延延長
100m以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。
計測手法については、従来管理のほか
に「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」で規定する出来形計測
性能を有する機器を用いることが出来
る。高さｈ －30

枠中心間隔ａ

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

共
通

４ １ 法枠工

（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）法

長
ℓ

ℓ＜10ｍ －100

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合
は50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ
（又は50ｍ）以下のものは１施工箇
所につき２ヶ所。
計測手法については、従来管理のほか
に「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案） 法面工編」で規定す
る出来形計測性能を有する機器を用
いることが出来る。

3-2-14-4
曲線部は設計
図書による

1施工箇所毎
計測手法については、従来管理のほか
に「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」で規定する出来形計測
性能を有する機器を用いることが出来
る。

±100

延長Ｌ －200

１施工箇所毎
計測手法については、従来管理のほか
に「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案） 法 面 工 編」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とが出来る。

延長Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

１ （一般事項）

場所打擁壁工

－50

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

3-2-15-1 諸基準類の改定にとも
なう

厚さｔ －20 厚さｔ －20

裏込厚さ

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

１ 一般事項

（場所打擁壁工）
基準高▽

裏込厚さ

基準高▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。

3-2-15-1

1施工箇所毎

「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

２

－50

ｈ≧3ｍ －100 ｈ≧3m －100

延長Ｌ －200

１施工箇所毎

延長Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

－50

幅 ｗ1，ｗ2 －30 幅 ｗ1，ｗ2 －30

高
さ
ｈ

ｈ＜3ｍ －50

基準高▽ ±50

高
さ
ｈ

ｈ＜3m

±50

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

3-2-15-2 諸基準類の改定にとも
なう

延長Ｌ －200

1施工箇所毎

「３次元計測技術を用いた出来形要領
（案）」に基づき出来形管理を実施す
る場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

共
通

２ プレキャスト擁壁工プレキャスト擁壁工

基準高▽ ±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。

3-2-15-2

延長Ｌ －200

１施工箇所毎

ａ

ｗ

ｈａ

ｗ1

ｗ2

ｔ

ｗ1

ｗ2

ｔ
ｔ

ｈ ｈ

ｔ

ｔ

ｗ1

ｗ2

ｗ1 ｗ1

ｗ2 ｗ2

ｈ

ｈ
ｈ

ｔ

ａ

ｗ

ｈａ

ｗ1

ｗ2

ｔ

ｗ1

ｗ2

ｔ
ｔ

ｈ ｈ

ｔ

ｔ

ｗ1

ｗ2

ｗ1 ｗ1

ｗ2 ｗ2

ｈ

ｈ
ｈ

ｔ
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改定理由
単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目

±0.03ｈかつ
±300以内

鉛直度△
±0.03ｈかつ
±300以内

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計測
精度・計測密度を満たす計測方法によ
り出来形管理を実施することができ
る。

3-2-15-3 諸基準類の改定にとも
なう

高
さ
ｈ

ｈ＜3ｍ －50
高
さ
ｈ

ｈ＜3m －50

15
擁
壁
工

共
通

３ 補強土壁工

（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

基準高▽ ±50±50

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。

3-2-15-3 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
共
通
的
工
種

基準高▽

ｈ≧3ｍ －100 ｈ≧3m

1施工箇所毎

「３次元計測技術を用いた出来形要
領（案）」に基づき出来形管理を実
施する場合は、同要領に規定する計
測精度・計測密度を満たす計測方法
により出来形管理を実施することが
できる。

控え長さ
（補強材の設計長）

設計値以上
控え長さ

（補強材の設計長）
設計値以上

延長Ｌ －200

１施工箇所毎

延長Ｌ －200

３
土
木
工
事
共
通
編

２
共
通
的
工
種

15
擁
壁
工

共
通

３ 補強土壁工

（補強土（テールアル
メ）壁工法）
（多数アンカー式補強
土工法）
（ジオテキスタイルを
用いた補強土工法）

－100

鉛直度△

浚渫船運転工

（バックホウ浚渫船）
（面管理の場合）

平均値
個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案） 河 川 浚 渫 工 事 編」に
基づき出来形管理を面管理で実施する
場合、その他本基準に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施する場合に適用す
る。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±100mmが含まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、
全ての点で設計面との標高較差を算出
する。計測密度は１点／㎡（平面投影
面積当たり）以上とする。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

16
浚
渫
工

共
通

３ ３ 3-2-16-3 諸基準類の改定にとも
なう

標高較差 0以下
+400
以下

標高較差 0以下
+400
以下

浚渫船運転工

（バックホウ浚渫船）
（面管理の場合）

平均値
個々の
計測値

１．３次元データによる出来形管理に
おいて「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）」に基づき出来形管
理を面管理で実施する場合、その他本
基準に規定する計測精度・計測密度を
満たす計測方法により出来形管理を実
施する場合に適用する。

２．個々の計測値の規格値には計測精
度として±100㎜が含まれている。

３．計測は平場面と法面の全面とし、
全ての点で設計面との標高較差を算出
する。計測密度は1点／㎡（平面投影面
積当たり）以上とする。

3-2-16-3 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

16
浚
渫
工

共
通

３ ３

６
河
川
編

１
築
堤
護
岸
工

７
法
覆
護
岸
工

４ 護岸付属物工
幅ｗ

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

6-1-7-4 諸基準類の改定にとも
なう

高さｈ －30 高さｈ －30

７
法
覆
護
岸
工

４ 護岸付属物工
幅ｗ －30－30

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案） 護 岸 工 編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

6-1-7-4 ６
河
川
編

１
築
堤
・
護
岸

7-1-6-4 諸基準類の改定にとも
なう

法長ℓ

ℓ＜5ｍ －100

法長ℓ

ℓ＜5m －100

ℓ≧5ｍ ℓ×（－2％）

海岸コンクリートブ
ロック工 基準高▽ ±50

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

ℓ≧5m ℓ×（－2％）

7-1-6-4 ７
河
川
海
岸
編

基準高▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案） 護 岸 工 編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

６
護
岸
工

５ コンクリート被覆工

厚さｔ －50 厚さｔ －50

延長Ｌ －200 延長Ｌ －200

－50

ℓ≧3ｍ －100 ℓ≧3m －100

厚さｔ

ｔ＜100 －20

７
河
川
海
岸
編

１
堤
防
・
護
岸

６
護
岸
工

４ 海岸コンクリートブ
ロック工

諸基準類の改定にとも
なう

法長ℓ

ℓ＜3ｍ －50

法長ℓ

ℓ＜3m

１
堤
防
・
護
岸

６
護
岸
工

５ コンクリート被覆工
基準高▽

延長Ｌ

基準高▽ ±50
施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案） 護 岸 工 編」の規定による測
点の管理方法を用いることができる。

7-1-6-5

－200

１
堤
防
・
護
岸

６
護
岸
工

４

－20

ｔ≧100 －30 ｔ≧100 －30

裏込材厚ｔ’ －50 裏込材厚ｔ’ －50

７
河
川
海
岸
編

延長Ｌ －200

施工延長40m（測点間隔25mの場合は
50m）につき1ヶ所、延長40m（または
50m）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

7-1-6-5

厚さｔ

ｔ＜100

±50

ℓ

ℓ

ℓ

ｗ

ｈ

ｔ

ｔ’

ｔ’

ｔ

ｔ

ℓ

ℓ

ℓ

ｗ

ｈ

ｔ

ｔ’

ｔ’

ｔ

ｔ
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改定理由
単位：mm 単位：mm

中規模
以上

小規模
以下

中規模
以上

小規模
以下

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目

10個の測定値の
平均(Ｘ10)

中規模以上 中規模以上

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

章

10
道
路
編

２
舗
装

４
舗
装
工

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

個々の測定値
（Ｘ）

10個の測定値の
平均(X10)

幅 －100 ―

個々の測定値
（Ｘ）

基準高▽ ±50 ―
基準高は片側延長40ｍ毎に１ヶ所の割
で測定。
厚さは、片側延長200ｍ毎に１ヶ所掘り
起こして測定。
幅は、片側延長80ｍ毎に１ヶ所測定。

※両端部２点で測定する。

工事規模の考え方
中規模とは、１層あたりの施工面積

が2000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個

以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

10-2-4

－45 －15

幅 －100

ｔ≧15
㎝

－45

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要 編

諸基準類の改定にとも
なう

厚
さ

ｔ＜
15cm

－30 －10
厚
さ

ｔ＜15
㎝

－30 －10

ｔ≧
15cm

基準高▽ ±50 ―
基準高は片側延長40m毎に１ヶ所の割で
測定。
厚さは、片側延長200m毎に１ヶ所掘り
起こして測定。
幅は、片側延長80m毎に１ヶ所測定。

※両端部2点で測定する。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

工事規模の考え方
中規模とは、1層あたりの施工面積が

2,000㎡以上とする。
小規模とは、表層及び基層の加熱ア

スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以

上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。
コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

10-2-4

－15

10
道
路
編

２
舗
装

４
舗
装
工

歩道路盤工
取合舗装路盤工
路肩舗装路盤工

―

－9 －3
幅は、片側延長80ｍ毎に１ヶ所の割で
測定。厚さは、片側延長200ｍ毎に１ヶ
所コアーを採取して測定。

工事規模の考え方
 中規模とは、１層あたりの施工面積
が2000㎡以上とする。
 小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2000㎡未満。
厚さは、個々の測定値が10個に９個
以上の割合で規格値を満足しなければ
ならないとともに、10個の測定値の平
均値（Ｘ10）について満足しなければ
ならない。ただし、厚さのデータ数が
10個未満の場合は測定値の平均値は適
用しない。
コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版
等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

10-2-410
道
路
編

２
舗
装

４
舗
装
工

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

諸基準類の改定にとも
なう

幅 －25 ― 幅 －25 ―

厚さ －9 －3
工事規模の考え方幅は、片側延長80m毎に１ヶ所の割で測

定。厚さは、片側延長200m毎に１ヶ所  
コアーを採取して測定。

「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

中規模とは、1層あたりの施工面積が
2,000㎡以上とする。
 小規模とは、表層及び基層の加熱ア
スファルト混合物の総使用量が500ｔ
未満あるいは施工面積が2,000㎡未
満。
厚さは、個々の測定値が10個に9個以

上の割合で規格値を満足しなければな
らないとともに、10個の測定値の平均
値（Ｘ10）について満足しなければな
らない。ただし、厚さのデータ数が10
個未満の場合は測定値の平均値は適用
しない。
コアー採取について
橋面舗装等でコアー採取により床版

等に損傷を与える恐れのある場合は、
他の方法によることが出来る。

10-2-410
道
路
編

２
舗
装

４
舗
装
工

歩道舗装工
取合舗装工
路肩舗装工
表層工

厚さ
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改定理由
単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要規　格　値 測　　定　　基　　準

10
道
路
編

２
舗
装

５
排
水
構
造
物
工

９ 排水性舗装用路肩排水
工

基準高▽ ±30

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目

10-2-5-9 諸基準類の改定にとも
なう

延長Ｌ －200

１ヶ所／１施工箇所
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）舗
装工編 計測技術（断面管理の
場合）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

延長Ｌ －200

1ヶ所／1施工箇所

なお、従来管理のほかに「３次元計
測 技 術 を 用 い た 出 来 形 管 理 要 領
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

９ 排水性舗装用路肩排水
工

基準高▽ ±30

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき1ヶ所、延長40ｍ（又は50
ｍ）以下のものは1施工箇所につき2ヶ
所。

なお、従来管理のほかに「３次元計
測 技 術 を 用 い た 出 来 形 管 理 要 領
（案）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

施工延長40ｍ（測点間隔25ｍの場合は
50ｍ）につき１ヶ所、延長40ｍ（又は
50ｍ）以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）舗
装工編 計測技術（断面管理の
場合）」の規定による測点の管理方法
を用いることができる。

10-2-5-9 10
道
路
編

２
舗
装

５
排
水
構
造
物
工

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

６
橋
台
工

８ 橋台躯体工
±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機
器を用いることができる。（アンカー
ボルト孔の鉛直度を除く）
ただし、「３次元計測技術を用 いた
出来形管理要領（案）」に基づき出来
形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施するこ
とができる。

10-3-6-8 諸基準類の改定にとも
なう

アンカーボルトの計測
位置の明確化

厚さｔ －20 厚さｔ －20

天端幅ｗ1

（橋軸方向）

３
橋
梁
下
部

６
橋
台
工

８ 橋台躯体工
基準高▽

天端幅ｗ1

（橋軸方向）

高さｈ1

基準高▽ ±20
橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）構
造物工編（試行）」で規定する出来形
計測性能を有する機器を用いることが
できる。（アンカーボルト孔の鉛直度
を除く）

10-3-6-8 10
道
路
編

－10

高さｈ1 －50

敷長ℓ2

－50

胸壁の高さｈ2 －30 胸壁の高さｈ2 －30

天端長ℓ1 －50 天端長ℓ1 －50

－10

天端幅ｗ2

（橋軸方向）
－10

天端幅ｗ2

（橋軸方向）
－10

敷幅ｗ3

（橋軸方向）
－50

敷幅ｗ3

（橋軸方向）
－50

支間長及び
中心線の変位

±50
支間長及び

中心線の変位
±50

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値

計画高 ＋10～－20

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値

計画高 ＋10～－20

－50 敷長ℓ2 －50

胸壁間距離ℓ ±30 胸壁間距離ℓ ±30

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値
の平面位置は沓座の中心ではなく、ア
ンカーボルトの箱抜きの中心で測定。

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを
橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切っ
た２隅で計測。

平面位置 ±20 平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の
鉛直度

1／50以下 アンカーボ
ルト孔の
鉛直度

1／50以下

中心線の変位

（ａ１：橋軸直角方向）

2ｗ ｗ1

ｗ3 ｗ3

2ｗ ｗ1

ｔ

ｔ
ｔ

2ｈ

ｈ1

2ｈ

ｗ3 ｗ3

ｈ1
ｈ1

ｔ

ｔ

2ｗ ｗ1 2ｗ ｗ1

2ｈ 2ｈ

ℓ
支間長

胸壁間距離

中心線の変位

（ａ１：橋軸直角方向）

2ｗ ｗ1

ｗ3 ｗ3

2ｗ ｗ1

ｔ

ｔ
ｔ

2ｈ

ｈ1

2ｈ

ｗ3 ｗ3

ｈ1
ｈ1

ｔ

ｔ

2ｗ ｗ1 2ｗ ｗ1

2ｈ 2ｈ

ℓ
支間長

胸壁間距離

 
54



改定理由
単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

９ １

基準高▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機
器を用いることができる。（アンカー
ボルト孔の鉛直度を除く）
ただし、「３次元計測技術を用 いた
出来形管理要領（案）」に基づき出来
形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施するこ
とができる。

－50 天端長ℓ1 －50

敷長ℓ2 －50 敷長ℓ2 －50

敷幅ｗ2

（橋軸方向）
－50

敷幅ｗ2

（橋軸方向）
－50

10-3-7-9 諸基準類の改定にとも
なう

アンカーボルトの計測
位置の明確化

厚さｔ －20

天端幅ｗ1

（橋軸方向）
－20

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

９ １ 橋脚躯体工

（張出式）
（重力式）
（半重力式）

橋脚躯体工

（張出式）
（重力式）
（半重力式）

基準高▽ ±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案） 構  
造物工編（試行）」で規定する出来形
計測性能を有する機器を用いることが
できる。（アンカーボルト孔の鉛直度
を除く）

10-3-7-9

厚さｔ －20

天端幅ｗ1

（橋軸方向）
－20

橋脚中心間距離ℓ ±30 橋脚中心間距離ℓ ±30

支間長及び
中心線の変位

±50
支間長及び

中心線の変位
±50

天端長ℓ1

高さｈ －50 高さｈ －50

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値
の平面位置は沓座の中心ではなく、ア
ンカーボルトの箱抜きの中心で測定。

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを
橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切っ
た２隅で計測。

平面位置 ±20 平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の
鉛直度

1／50以下
アンカーボルト孔

の鉛直度
1／50以下

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格

値

計画高 ＋10～－20

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格

値

計画高 ＋10～－20

ℓ1

ℓ2

ℓ2

ℓ1

ℓ
支間長

橋脚中心間距離　

中心線の変位

（ａ１：橋軸直角方向）

ｗ2

ｗ1

ｔｈ

ｗ2

ｗ1

ｈ
ｔ

ℓ1

ℓ2

ℓ2

ℓ1

ℓ
支間長

橋脚中心間距離　

中心線の変位

（ａ１：橋軸直角方向）

ｗ2

ｗ1

ｔｈ

ｗ2

ｗ1

ｈ
ｔ
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改定理由
単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

９ ２ 橋脚躯体工

（ラーメン式） 基準高▽

橋脚中心間距離ℓ ±30

10-3-7-9 諸基準類の改定にとも
なう

アンカーボルトの計測
位置の明確化

厚さｔ －20 厚さｔ －20

天端幅ｗ1 －20

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

９ ２ 橋脚躯体工

（ラーメン式） 基準高▽ ±20

天端幅ｗ1 －20

±20

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案） 構  
造物工編（試行）」で規定する出来形
計測性能を有する機器を用いることが
できる。（アンカーボルト孔の鉛直度
を除く）

10-3-7-9 10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

長さℓ －20 長さℓ －20

橋脚中心間距離ℓ ±30

敷幅ｗ2 －20 敷幅ｗ2 －20

高さｈ －50 高さｈ －50

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端
部、その他は寸法表示箇所。
箱抜き形状の詳細については「道路橋
支承便覧」による。
なお、従来管理のほかに「３次元計測
技術を用いた出来形管理要領（案）」
で規定する出来形計測性能を有する機
器を用いることができる。（アンカー
ボルト孔の鉛直度を除く）
ただし、「３次元計測技術を用 いた
出来形管理要領（案）」に基づき出来
形管理を実施する場合は、同要領に規
定する計測精度・計測密度を満たす計
測方法により出来形管理を実施するこ
とができる。

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値
の平面位置は沓座の中心ではなく、ア
ンカーボルトの箱抜きの中心で測定。

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを
橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切っ
た２隅で計測。

平面位置 ±20 平面位置 ±20

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ孔の
鉛直度

1／50以下
アンカーボルト

孔の鉛直度
1／50以下

支間長及び
中心線の変位

±50
支間長及び

中心線の変位
±50

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の

箱
抜
き
規
格
値

計画高 ＋10～－20

支
承
部
ア
ン
カ
ー

ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規

格
値

計画高 ＋10～－20

ℓ

ℓ
支間長

橋脚中心間距離　

中心線の変位

（ａ１：橋軸直角方向）

ｈ

ｔ

ｗ1

ｗ2

ｗ2 ｗ2 ｗ2

ｔ ｔ ｔ

ｔ

ｈ

ℓ

ℓ
支間長

橋脚中心間距離　

中心線の変位

（ａ１：橋軸直角方向）

ｈ

ｔ

ｗ1

ｗ2

ｗ2 ｗ2 ｗ2

ｔ ｔ ｔ

ｔ

ｈ
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改定理由
単位：mm 単位：mm

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　 　種 測　　定　　箇　　所 摘　要規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準 測　定　項　目

コンク
リート橋

鋼橋

支承全数を測定。
Ｂ：支承中心間隔（m）

上部構造部材下面とゴム支承面との接
触面及びゴム支承と台座モルタルとの
接触面に肌すきが無いことを確認。
支承の平面寸法が300㎜以下の場合は、
水平面の高低差を1㎜以下とする。

なお、支承を勾配なりに据付ける場
合を除く。

注1） 先固定の場合は、支承上面で測
定する。
注2） 可動支承の遊間（Ｌａ,Ｌｂ）を
計測し、支承据付時のオフセット量δ
を考慮して、移動可能量が道路橋支承
便覧の規格値を満たすことを確認す
る。
注3） 可動支承の移動量検査は、架設
完了後に実施する。
詳細は、道路橋支承便覧参照。

10-4-5-10 誤植

可動支承の移動
可能量　注2）

設計移動量以上
可動支承の移動
可能量　注2）

設計移動量以上

支承中心間隔
（橋軸直角方向）

４
鋼
橋
上
部

５
鋼
橋
架
設
工

10 ２ 支承工

（ゴム支承）

据付け高さ
注1）

支承中心間隔
（橋軸直角方向）

据付け高さ
注1）

±5
支承全数を測定。
Ｂ：支承中心間隔（ｍ）

上部構造部材下面とゴム支承面との接
触面及びゴム支承と台座モルタルとの
接触面に肌すきが無いことを確認。
支承の平面寸法が300mm以下の場合は、
水平面の高低差を1mm以下とする。な
お、支承を勾配なりに据付ける場合を
除く。

注1) 先固定の場合は、支承上面で測定
する。
注2) 可動支承の遊間（La,Lb）を計測
し、支承据付時のオフセット量δを考
慮して、移動可能量が道路橋支承便覧
の規格値を満たすことを確認する。
注3) 可動支承の移動量検査は、架設完
了後に実施する。
詳細は、道路橋支承便覧参照。

10-4-5-10 10
道
路
編

ｺﾝｸﾘｰﾄ
橋

鋼橋

水
平
度

可動支承の
機能確認　注3）

5

可動支承の橋軸
方向のずれ

同一支承線上の
相対誤差

5

可動支承の
移動量　注3）

温度変化に伴う移
動量計算値の
1／2以上

可動支承の
機能確認　注3）

温度変化に伴う
移動量計算値の

1／2以上

1／300

水
平
度

橋軸方向
1／300

橋軸直角方向 橋軸直角方向

橋軸方向

10
道
路
編

４
鋼
橋
上
部

５
鋼
橋
架
設
工

10 ２ 支承工

（ゴム支承）

±5
±(4＋
0.5×(B
－2))

±5
±(4＋
0.5×(B
－2)）

±5

（1） 基準高、幅、高さは、施工40mに
つき1ヶ所。
（2） 厚さ
（ｲ） コンクリート打設前の巻立空間
を1打設長の終点を図に示す各点で測
定。中間部はコンクリート打設口で測
定。
（ﾛ） コンクリート打設後、覆工コン
クリートについて1打設長の端面（施工
継手の位置）において、図に示す各点
の巻厚測定を行う。
（ﾊ） 検測孔による巻厚の測定は図の
（1）は40mに1ヶ所、（2）～（3）は
100mに1ヶ所の割合で行う。

なお、トンネル延長が100m以下のも
のについては、1トンネル当たり2ヶ所
以上の検測孔による測定を行う。

ただし、以下の場合には、左記の規
格値は適用除外とする。
・良好な地山における岩又は吹付コン
クリートの部分的な突出で、設計覆工
厚の3分の1以下のもの。

なお、変形が収束しているものに限
る。
・異常土圧による覆工厚不足で、型枠
の据付け時には安定が確認されかつ別
途構造的に覆工の安全が確認されてい
る場合。
・鋼アーチ支保工、ロックボルトの突
出。

計測手法については、従来管理のほ
かに「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」で規定する出来形計
測性能を有する機器を用いることが出
来る。

10-6-5-3 諸基準類の改定にとも
なう

幅ｗ（全幅） －50 幅ｗ（全幅） －50

高さｈ（内法）

６
ト
ン
ネ
ル
（

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ
）

５
覆
工

３ 覆工コンクリート工
基準高▽（拱頂）

高さｈ（内法）

基準高▽（拱頂） ±50
(1) 基準高、幅、高さは、施工40ｍに
つき１ヶ所。
(2) 厚さ
(ｲ) コンクリート打設前の巻立空間を
１打設長の終点を図に示す各点で測
定。中間部はコンクリート打設口で測
定。
(ﾛ) コンクリート打設後、覆工コンク
リートについて１打設長の端面（施工
継手の位置）において、図に示す各点
の巻厚測定を行う。
(ﾊ) 検測孔による巻厚の測定は図の(1)
は40ｍに１ヶ所、(2)～(3)は100ｍに
１ヶ所の割合で行う。

なお、トンネル延長が100ｍ以下のも
のについては、１トンネル当たり２ヶ
所以上の検測孔による測定を行う。

ただし、以下の場合には、左記の規
格値は適用除外とする。
・良好な地山における岩又は吹付コン
クリートの部分的な突出で、設計覆工
厚の３分の１以下のもの。

なお、変形が収束しているものに限
る。
・異常土圧による覆工厚不足で、型枠
の据付け時には安定が確認されかつ別
途構造的に覆工の安全が確認されてい
る場合。
・鋼アーチ支保工、ロックボルトの突
出。

計測手法については、従来管理のほ
かに「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案） ト ン ネ ル 工 編」で規定
する出来形計測性能を有する機器を用
いることが出来る。

10-6-5-3 10
道
路
編

－50 －50

厚さｔ 設計値以上 厚さｔ 設計値以上

延長Ｌ ― 延長Ｌ ―

10
道
路
編

６
ト
ン
ネ
ル
（

Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ
）

５
覆
工

３ 覆工コンクリート工
±50

ｔ

覆工コンクリート
(2)

(3)

(4) (5)

(7)

ＣＬ
(1)

Ｓ.Ｌ.

(6)

ｗ

ｈ

ｔ

覆工コンクリート
(2)

(3)

(4) (5)

(7)

ＣＬ
(1)

Ｓ.Ｌ.

(6)

ｗ

ｈ
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改定理由
単位：mm 単位：mm

測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章

現行（令和3年版） 改定案（令和4年版）

編 章 節 条 枝番 工　 　種 測定項目 個々の
測定値
（Ｘ）

測定値の平均

（ ）
個々の測定値

（Ｘ）

測定値の平均

（ ）

10
道
路
編

14
道
路
維
持

４
舗
装
工

５ １

測　　定　　基　　準 測　　定　　箇　　所 摘　要節 条 枝番 工　 　種 測定項目

規　格　値規　格　値

測　　定　　基　　準

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

10-14-4-5 諸基準類の改定にとも
なう

厚さｔ
(ｵｰﾊﾞｰﾚｲ)

-9
厚さｔ

(オーバー
レイ)

－9

幅ｗ －25 幅ｗ －25

切削オーバーレイ工
厚さｔ
(切削)

－7 －2
厚さは40m毎に「現舗装高と切削後の基準高
の差」「切削後の基準高とオーバーレイ後の
基準高の差」で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心と
する。
幅は、延長80m毎に1ヶ所の割とし、延長80m
未満の場合は、2ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出
来る

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領
（案）」の規定による測点の管理方法を用い
ることができる。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することが出来る。

延長Ｌ －100

10-14-4-5 10
道
路
編

14
道
路
維
持

10
道
路
編

14
道
路
維
持

４
舗
装
工

５ ２ 切削オーバーレイ工
（面管理の場合）
厚さｔまたは標高較差
（切削）のみ

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

平坦性 ―

４
舗
装
工

５ １切削オーバーレイ工
厚さｔ
(切削)

-7 －2
厚さは40ｍ毎に「現舗装高と切削後の基準高
の差」「切削後の基準高とオーバーレイ後の
基準高の差」で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心と
する。
幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、延長80
ｍ未満の場合は、２ヶ所／施工箇所とする。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出
来る。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することが出来る。

延長Ｌ －100

平坦性 ―

―

10
道
路
編

14
道
路
維
持

４
舗
装
工

５ ２ 切削オーバーレイ工

（面管理の場合）
厚さｔまたは標高較差
（切削）のみ

厚さｔ
（標高較差）

（切削）

-17
(17)

（面管理として
緩和）

-2
(2)

１．「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案） 路 面 切 削 工 編」に基づき出来形管理
を実施する場合に適用する。

２．計測は切削面の全面とし、すべての点で
設計面との厚さｔまたは標高較差（切削）を
算出する。計測密度は1点/㎡（平面投影面積
当たり）以上とする。

３．厚さｔまたは標高較差（切削）は、現舗
装高と切削後の基準高との差で算出する。

４．厚さ（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ）は40ｍ毎に「切削後の
基準高とオーバーレイ後の基準高の差」で算
出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心と
する。

５．幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、延
長80ｍ未満の場合は、２ヶ所／施工箇所とす
る。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出
来る。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することが出来る。

10-14-4-5

－100

平坦性 ―

3mﾌﾟﾛﾌｨﾙﾒｰﾀｰ
(σ)2.4mm以下
直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下

3mプロフィル
メーター
(σ)2.4㎜以下
直読式(足付き)
(σ)1.75㎜以下

諸基準類の改定にとも
なう

厚さｔ
(ｵｰﾊﾞｰﾚｲ)

-9
厚さｔ

(オーバー
レイ)

－9

幅ｗ －25 幅ｗ －25

延長Ｌ

厚さｔ
(標高較差)
（切削）

－17
(17)

（面管理として
緩和）

－2
(2)

１．「３次元計測技術を用いた出来形管理要
領（案）」に基づき出来形管理を実施する場
合に適用する。

２．計測は切削面の全面とし、すべての点で
設計面との厚さｔまたは標高較差（切削）を
算出する。計測密度は1点/㎡（平面投影面積
当たり）以上とする。

３．厚さｔまたは標高較差（切削）は、現舗
装高と切削後の基準高との差で算出する。

４．厚さ（オーバーレイ）は40ｍ毎に「切削
後の基準高とオーバーレイ後の基準高の差」
で算出する。
測定点は車道中心線、車道端及びその中心と
する。

５．幅は、延長80ｍ毎に１ヶ所の割とし、延
長80ｍ未満の場合は、２ヶ所／施工箇所とす
る。
断面状況で、間隔、測点数を変えることが出
来る。

維持工事においては、平坦性の項目を
省略することが出来る。

10-14-4-5

延長Ｌ －100

平坦性

現舗装　w

t

ＬＣ

現舗装　w

t

ＬＣ

現舗装　w

t

ＬＣ

現舗装　w

t

ＬＣ
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7 

現行（令和３年版）  改定案（令和４年版） 

出来形管理基準及び規格値 出来形管理基準及び規格値 

59



資料２－２　新旧対照表
出来形管理基準及び規格値

改定理由

編 章 節 条 枝番 工 種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工 種 測　　定　　箇　　所 摘　要

表土扱い 表土扱い

基　準　高　Ｖ

-20%

±100

平板測量等により各筆の形状寸法を
全面積について測定する。

基　準　高　Ｖ ±100

標　準　高 ±150

幅 -50

10a当たり3点以上を測定する。

施工延長おおむね200mにつき１箇所
の割合で測定する。
施工延長を示さない場合は、1耕区に
つき1箇所の割合で測定する。

10a当たり3点以上を測定する。

均　平　度

高 さ

厚 さ

標　準　高

幅

±50

整地面積

形状寸法

各　筆

高 さ

改定案（令和4年度）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年度）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

16
農
業
農
村
整
備
編

１
ほ
場
整
備
工
事

３
整
地
工

116
農
業
農
村
整
備
編

１
ほ
場
整
備
工
事

３
整
地
工

1 整地面積

基盤整地
表土整地

畦畔工

各　筆

全　体

形状寸法

±5%

-0.2%

-20%

±150

-50

±5%

平板測量等により各筆の形状寸法を全
面積について測定する。

-0.2%

厚 さ

±50

-50

10a当たり3点以上を測定する。

基盤整地
表土整地

10a当たり3点以上を測定する。
ただし、「情報化施工技術の活用ガイ
ドライン」に基づき出来形管理を実施
する場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

均　平　度

全　体

-200施　工　延　長

堤体盛立工16
農
業
農
村
整
備
編

12
た
め
池
改
修
工

３
堤
体
工

10

堤 幅　Ｗ -100

法 長　Ｌ -100

堤体盛土工

堤 幅　Ｗ -100

法 長　Ｌ -100

施　工　延　長

畦畔工

-50

施工延長おおむね200mにつき１箇所の
割合で測定する。
施工延長を示さない場合は、1耕区に
つき1箇所の割合で測定する。

-200

情報化施工技術の活用
ガイドライン（農林水
産省）の一部改正によ
る改定。

線的なものについては施工延長おお
むね20mにつき１箇所の割合で測定す
る。上記未満は２箇所測定する。

1鋼土の幅は
盛土高1m毎に
管理する。
2測定は原則
として、水平
距離とする
が、法長の場
合は斜距離と
する。
3出来形測定
と写真は同一
箇所で行う。
4出来形図は
横断図面を利
用して作成す
る。

線的なものについては施工延長おおむ
ね20mにつき１箇所の割合で測定す
る。上記未満は２箇所測定する。
ただし、「情報化施工技術の活用ガイ
ドライン」に基づき出来形管理を実施
する場合は、同要領に規定する計測精
度・計測密度を満たす計測方法により
出来形管理を実施することができる。

1鋼土の幅は
盛土高1m毎に
管理する。
2測定は原則
として、水平
距離とする
が、法長の場
合は斜距離と
する。
3出来形測定
と写真は同一
箇所で行う。
4出来形図は
横断図面を利
用して作成す
る。

16
農
業
農
村
整
備
編

12
た
め
池
改
修
工

３
堤
体
工

10

情報化施工技術の活用
ガイドライン（農林水
産省）の一部改正によ
る改定。
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資料２－２　新旧対照表

改定理由
車止塗装 車止塗装

イ）鋼製 塗装箇所 目視（承諾された図
面より確認）

塗装完了後、全数 確認結果を提出 〈特〉による。 イ）鋼製 塗装箇所 目視（承諾された図
面より確認）

塗装完了後、全数 確認結果を提出 〈特〉による。

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

19
維
持
修
繕
工

２
維
持
塗
装
工

ロ）その他 塗装箇所 目視（承諾された図
面より確認）

塗装完了後、全数 確認結果を提出 〈特〉による。 17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

19
維
持
修
繕
工

２
維
持
塗
装
工

ロ）その他 塗装箇所 目視（承諾された図
面より確認）

塗装完了後、全数 確認結果を提出 〈特〉による。

幅
高さ
長さ
壁厚

スチールテープ等に
より測定

型枠取外し後10基に
１基以上測定

１cm 管理表を作成し提出 幅　＋２cm,－１cm
高さ＋２cm,－１cm
長さ＋２cm,－１cm
壁厚±１cm

諸基準類の改定に伴
う

対角線 スチールテープ等に
より測定

型枠取外し後10基に
１基以上測定

１cm 管理表を作成し提出 諸基準類の改定に伴
う

型枠形状寸法 観察 型枠搬入後適宜 観察結果を報告 型枠形状寸法 観察 型枠搬入後適宜 観察結果を報告 諸基準類の改定に伴
う

ブロック外観 観察 全数 観察結果を報告 ブロック外観 観察 全数 観察結果を報告

幅
高さ
長さ

スチールテープ等に
より測定

10基に１基以上測定 １mm 管理表を作成し提出 幅、高さ、長さ
＋１０mm×部材連
数
－　５mm×部材連
数

幅
高さ
長さ

スチールテープ等に
より測定

10基に１基以上測定 １mm 管理表を作成し提出 幅、高さ、長さ
＋１０mm×部材連
数
－　５mm×部材連
数

ボルトの取付け 観察 全箇所 観察結果を報告 ボルトの取付け 観察 全箇所 観察結果を報告

幅
高さ
長さ

スチールテープ等に
より測定

10基に１基以上測定 １mm 管理表を作成し提出 幅　＋30mm,－10mm
高さ＋30mm,－10mm
長さ＋30mm,－10mm

幅
高さ
長さ

スチールテープ等に
より測定

10基に１基以上測定 １mm 管理表を作成し提出 幅　＋30mm,－10mm
高さ＋30mm,－10mm
長さ＋30mm,－10mm

のど厚
脚長
溶接長

スチールテープ、ノ
ギス、溶接ゲージ等
により測定

〈特〉による。 １mm 測定表を作成し提出 〈特〉による。 のど厚
脚長
溶接長

スチールテープ、ノ
ギス、溶接ゲージ等
により測定

〈特〉による。 １mm 測定表を作成し提出 〈特〉による。 ボルト止めの溶
接長は、（隙間
腐食防止のた
め）不要

諸基準類の改定に伴
う

有害な欠陥の有
無

観察 全数 観察結果を報告 有害な欠陥の有
無

観察 全数 観察結果を報告

JIS Z 3104
放射線透過試験の
他､
〈特〉による｡

〈特〉による。 写真又はフィルムを
提出

〈特〉による。 JIS Z 3104
放射線透過試験の
他､
〈特〉による｡

〈特〉による。 写真又はフィルムを
提出

〈特〉による。

カラーチェック 〈特〉による。 写真を提出 〈特〉による。 カラーチェック 〈特〉による。 写真を提出 〈特〉による。

幅
高さ
長さ

スチールテープ等に
より測定

10基に１基以上測定 １mm 管理表を作成し提出 〈特〉による。 様式・出来形22-
2参照

幅
高さ
長さ

スチールテープ等に
より測定

10基に１基以上測定 １mm 管理表を作成し提出 〈特〉による。 様式・出来形22-
2参照

接続帯の取付け 観察 接続終了後、全箇所 観察結果を報告 〈特〉による。 接続帯の取付け 観察 接続終了後、全箇所 観察結果を報告 〈特〉による。

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

20
魚
礁
工

３
組
立
魚
礁
組
立
工

重錘コンクリー
ト製作

幅
高さ
長さ
壁厚

スチールテープ等に
より測定

10基に１基以上測定 １cm 管理表を作成し提出 幅　＋３cm,－１cm
高さ＋３cm,－１cm
長さ＋３cm,－１cm

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

20
魚
礁
工

３
組
立
魚
礁
組
立
工

重錘コンクリー
ト製作

幅
高さ
長さ
壁厚

スチールテープ等に
より測定

10基に１基以上測定 １cm 管理表を作成し提出 幅　＋３cm,－１cm
高さ＋３cm,－１cm
長さ＋３cm,－１cm

魚礁メーカー貸
与型枠以外によ
る場合は、「工
種：本体ブロッ
ク製作」を適用
するが、測定密
度は10個に1個以
上でよい。

様式・出来形22-
2参照

出
来

形
管

理
基

準
及

び
規

格
値

３
組
立
魚
礁
組
立
工

鋼製部材組立

溶接部
非破壊試験

３
組
立
魚
礁
組
立
工

化学系（ＦＲ
Ｐ）部材組立

Ⅰ
－
2
2
6

２
維
持
塗
装
工

出
来
形
管
理
基
準
及
び
規
格
値

２
単
体
魚
礁
製
作
工

単体魚礁製作

現行（令和3年度） 改定案（令和4年度）

20
魚
礁
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

19
維
持
修
繕
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

20
魚
礁
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

20
魚
礁
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

Ⅰ
－

2
2
7

３
組
立
魚
礁
組
立
工

コンクリート部
材組立

20
魚
礁
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

20
魚
礁
工

17
漁
港
漁
場
編

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

19
維
持
修
繕
工

２
維
持
塗
装
工

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

20
魚
礁
工

２
単
体
魚
礁
製
作
工

様式・出来形22-
2参照

溶接部
非破壊試験

様式・出来形22-
1参照

コンクリート部
材組立

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

20
魚
礁
工

３
組
立
魚
礁
組
立
工

２
一
般
施
工

３
組
立
魚
礁
組
立
工

３
組
立
魚
礁
組
立
工

出
来
形
管
理
基
準
及
び
規
格
値

Ⅰ
－
2
2
6

Ⅰ
－

2
2
7

出
来

形
管

理
基

準
及

び
規

格
値

単体魚礁製作

20
魚
礁
工

鋼製部材組立

化学系（ＦＲ
Ｐ）部材組立
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資料２－２　新旧対照表

改定理由現行（令和3年度） 改定案（令和4年度）
位置
集中配置
（乱積配置）

ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

魚礁沈設時に10基に
１基以上測定

緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出 配置中心点:±30ｍ
その他は〈特〉に
よる。

位置
集中配置
（乱積配置）

ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

魚礁沈設時に10基に
１基以上測定

緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出 偏心距離30ｍ以内
その他は〈特〉に
よる。

諸基準類の改定に伴
う

位置
ゾーン配置

ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

魚礁沈設時に10基に
１基以上測定

緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出 ゾーン内 位置
ゾーン配置

ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

魚礁沈設時に10基に
１基以上測定

緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出 ゾーン内

位置
計画配置
（相対配置）

ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

魚礁沈設時に全基測
定

緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出 ±30ｍ 位置
計画配置
（相対配置）

ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

魚礁沈設時に全基測
定

緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出 偏心距離30ｍ以内 諸基準類の改定に伴
う

高さ 音響測深器等により
測定

集中配置、ゾーン配
置は中心点から８方
位を測定
計画配置は〈特〉に
よる。

１０ｃｍ 出来形図を作成し、
記録紙にも寸法を表
示し提出

集中配置：
＋　規定しない
－　0
（Ｈは魚礁１基の
高さ）
ゾーン配置、計画
配置：重ならない
こと、その他は
〈特〉による。

集中配置：最高
部の許容範囲

高さ 音響測深器等により
測定

集中配置、ゾーン配
置は中心点から８方
位を測定
計画配置は〈特〉に
よる。

１０ｃｍ 出来形図を作成し、
記録紙にも寸法を表
示し提出

集中配置：
＋　規定しない
－　0
ゾーン配置、計画
配置：重ならない
こと、その他は
〈特〉による。

集中配置：最高
部の許容範囲

諸基準類の改定に伴
う

長さ
幅

音響測深器等により
測定

集中配置、ゾーン配
置は中心点から８方
位を測定
計画配置は〈特〉に
よる。

１０ｃｍ 出来形図を作成し、
記録紙にも寸法を表
示し提出

〈特〉による。 長さ
幅

音響測深器等により
測定

集中配置、ゾーン配
置は中心点から８方
位を測定
計画配置は〈特〉に
よる。

１０ｃｍ 出来形図を作成し、
記録紙にも寸法を表
示し提出

〈特〉による。

型枠形状寸法
（異形ブロッ
ク）

観察 型枠搬入後適宜 観察結果を報告 魚礁タイプは、
23.魚礁工を適用
する。

型枠形状寸法
（異形ブロッ
ク）

観察 型枠搬入後適宜 観察結果を報告 魚礁タイプは、
前節魚礁工を適
用する。

誤謬の修正

ブロック外観
（異形ブロッ
ク）

観察 全数 観察結果を報告 ブロック外観
（異形ブロッ
ク）

観察 全数 観察結果を報告

位置
計画配置
（相対配置）

ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

着定基質設置時に全
基測定

緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出 ±30ｍ 位置
計画配置
（相対配置）

ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

着定基質設置時に全
基測定

緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出 偏心距離30ｍ以内 諸基準類の改定に伴
う

長さ、幅 音響測深器等により
測定

〈特〉による。 １０ｃｍ 出来形図を作成し、
記録紙にも寸法を表
示し提出

〈特〉による。 長さ、幅 音響測深器等により
測定

〈特〉による。 １０ｃｍ 出来形図を作成し、
記録紙にも寸法を表
示し提出

〈特〉による。

投入位置 ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

〈特〉による。 緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出 ±30ｍ 捨石マウンドタ
イプは、3-3　基
礎捨石工を適用
する。
様式・出来形23-
4参照

投入位置 ＧＰＳ及びＤ－ＧＰ
Ｓ等により測定

〈特〉による。 緯度経度
公共座標

管理表を作成し提出  ±30ｍ
偏心距離30ｍ以内

捨石マウンドタ
イプは、3-3　基
礎捨石工を適用
する。
様式・出来形23-
4参照

諸基準類の改定に伴
う

長さ
幅

音響測深器等により
測定

各３測線以上 １０ｃｍ 出来形図を作成し、
記録紙にも寸法を表
示し提出

〈特〉による。 様式・出来形23-
4参照

長さ
幅

音響測深器等により
測定

各３測線以上 １０ｃｍ 出来形図を作成し、
記録紙にも寸法を表
示し提出

〈特〉による。 様式・出来形23-
4参照

形状寸法
（のど厚、脚
長、
溶接長等）

スチールテープ、ノ
ギス、溶接ゲージ等
により測定

適宜 １mm 測定表を作成し提出 〈特〉による。 様式・出来形26-
1参照

形状寸法
（のど厚、脚
長、
溶接長等）

スチールテープ、ノ
ギス、溶接ゲージ等
により測定

適宜 １mm 測定表を作成し提出 〈特〉による。 様式・出来形26-
1参照

ひずみ 目視による観察 全数 観察結果を報告 ひずみ 目視による観察 全数 観察結果を報告

有害な欠陥の有
無

目視による観察 適宜 観察結果を報告 有害な欠陥の有
無

目視による観察 適宜 観察結果を報告

形状寸法
（のど厚、脚
長、
溶接長等）

スチールテープ、ノ
ギス、溶接ゲージ等
により測定

適宜 １mm

溶接長は１cm

測定表を作成し提出 〈特〉による。 形状寸法
（のど厚、脚
長、
溶接長等）

スチールテープ、ノ
ギス、溶接ゲージ等
により測定

適宜 １mm

溶接長は１cm

測定表を作成し提出 〈特〉による。

外観 潜水士による観察 全数 観察結果を報告 外観 潜水士による観察 全数 観察結果を報告

現場鋼材切断 現場鋼材切断

形状寸法 スチールテープ等に
より測定

全数 １mm 測定表を作成し提出 〈特〉による。 形状寸法 スチールテープ等に
より測定

全数 １mm 測定表を作成し提出 〈特〉による。

外観 目視による観察 全数 観察結果を報告 外観 目視による観察 全数 観察結果を報告

形状寸法 スチールテープ等に
より測定

全数 １mm 測定表を作成し提出 〈特〉による。 形状寸法 スチールテープ等に
より測定

全数 １mm 測定表を作成し提出 〈特〉による。

外観 目視又は潜水士によ
る観察

全数 観察結果を報告 外観 目視又は潜水士によ
る観察

全数 観察結果を報告

石材投入

出
来

形
管

理
基

準
及

び
規

格
値

２
現
場
鋼
材
溶
接
工

現場鋼材溶接

２
現
場
鋼
材
溶
接
工

被覆溶接(水中)

３
現
場
鋼
材
切
断
工

イ）陸上現場切
断

ロ）水中切断

様式・出来形22-
3参照

出
来
形
管
理
基
準
及
び
規
格
値

様式・出来形22-
3（計画配置）参
照

21
着
定
基
質
工

２
一
般
施
工

21
着
定
基
質
工

２
一
般
施
工

20
魚
礁
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

Ⅰ
－
2
2
8

４
魚
礁
沈
設
工

魚礁沈設

17
漁
港
漁
場
編

17
漁
港
漁
場
編

２
着
定
基
質
製
作
工

着定基質製作

４
着
定
基
質
設
置
工

着定基質設置

22
雑
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

21
着
定
基
質
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

Ⅰ
－

2
2
9

５
石
材
投
入
工

22
雑
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

22
雑
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

22
雑
工

３
現
場
鋼
材
切
断
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

22
雑
工

２
現
場
鋼
材
溶
接
工

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

21
着
定
基
質
工

５
石
材
投
入
工

４
魚
礁
沈
設
工

２
着
定
基
質
製
作
工

21
着
定
基
質
工

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

21
着
定
基
質
工

４
着
定
基
質
設
置
工

２
一
般
施
工

17
漁
港
漁
場
編

17
漁
港
漁
場
編

２
一
般
施
工

様式・出来形22-
3参照

着定基質製作

被覆溶接(水中)

現場鋼材溶接

イ）陸上現場切
断

ロ）水中切断

２
現
場
鋼
材
溶
接
工

石材投入

Ⅰ
－

2
2
9

Ⅰ
－
2
2
8

出
来
形
管
理
基
準
及
び
規
格
値

出
来

形
管

理
基

準
及

び
規

格
値

22
雑
工

20
魚
礁
工

様式・出来形22-
3（計画配置）参
照

魚礁沈設

着定基質設置
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資料２－２　新旧対照表
出来形管理基準及び規格値

改定理由

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

改定案（令和4年度）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年度）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

土
工

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

土
工

掘削工 出来形線は横
断面図等に図
示し、実測値
を記入する。

ℓ＜5ｍ

幅　ｗ

法長の-4%ℓ≧5ｍ

基　準　高　▽

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

±50

-200

法長の-4%

±100

±100

掘削工

±50

出来形線は横
断面図等に図
示し、実測値
を記入する。

ℓ＜5ｍ -200

測点間の距離

中心線の寄り

-100 幅　ｗ -100

測点間の距離 ±100

中心線の寄り ±100

-100

ℓ≧5ｍ 法長の-2%

幅　ｗ1、ｗ2 -100

施工延長40ｍにつき１ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は、掘削部の両端で
測定。

法
長
ℓ

ℓ≧5ｍ

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

土
工

路体盛土工
路床盛土工
残土処理工

基　準　高　▽ ±50
施工延長40ｍにつき１ヶ所、延長40
ｍ以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。

法
長
ℓ

ℓ＜5ｍ

基　準　高　▽

施工延長40ｍにつき１ヶ所、延長40
ｍ以下のものは１施工箇所につき
２ヶ所。

法
長
ℓ

ℓ≧5ｍ 法長の-2%

幅　ｗ1、ｗ2 -100

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

土
工

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

５
法
面
工

２ 1 植生工
（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）

切
土
法
長

ℓ

ℓ＜5ｍ -200

施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。

ℓ≧5ｍ 法長の-4％

路体盛土工
路床盛土工
残土処理工

基　準　高　▽ ±50
施工延長40ｍにつき１ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき２ヶ
所。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により測
点による管理を行う場合は、設計図書
の測点毎。基準高は各法肩で測定。

法
長
ℓ

ℓ＜5ｍ -100

延長　Ｌ -200 １施工箇所毎。

植被率 70％以上 1,000㎡に1ヶ所の割合

盛
土
法
長

ℓ

ℓ＜5ｍ -100

ℓ≧5ｍ 法長の-2％

植生工
（種子散布工）
（張芝工）
（筋芝工）
（植生シート工）
（植生マット工）
（植生筋工）

切
土
法
長

ℓ

ℓ＜5ｍ -200 施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。
ただし、計測手法については、従来
管理のほかに「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）」で規定する
出来形計測性能を有する機器を用いる
ことができる。

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

５
法
面
工

２ 1

ℓ≧5ｍ 法長の-4％

盛
土
法
長

ℓ

ℓ＜5ｍ -100

ℓ≧5ｍ 法長の-2％

延長　Ｌ -200

１施工箇所毎。
ただし、計測手法については、従来
管理のほかに「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）」で規定する
出来形計測性能を有する機器を用いる
ことができる。

植被率 70％以上 1,000㎡に1ヶ所の割合

植生工
（植生基材吹付工）
（客土吹付工） 法

長
ℓ

ℓ＜5ｍ -200

施工延長40ｍにつき1ヶ所、40ｍ以下
のものは１施工箇所につき2ヶ所。

1,000㎡に1ヶ所の割合

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

５
法
面
工

２ 2

ℓ≧5ｍ 法長の-4％

厚
さ
ｔ

ｔ＜5㎝ -10

施工面積200㎡につき1ヶ所、面積200
㎡以下のものは、１施工箇所につき
2ヶ所。
検査孔により測定。

ｔ≧5㎝ -20

但し、吹付面に凸凹がある場合の最小吹
付厚は設計厚の50％以上とし、平均値は
設計厚以上

延長　Ｌ -200 １施工箇所毎。

植被率 70％以上

植生工
（植生基材吹付工）
（客土吹付工） 法

長
ℓ

ℓ＜5ｍ -200 施工延長40ｍにつき1ヶ所、40ｍ以下
のものは１施工箇所につき2ヶ所。
ただし、計測手法については、従来
管理のほかに「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）」で規定する
出来形計測性能を有する機器を用いる
ことができる。

1,000㎡に1ヶ所の割合

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

５
法
面
工

２ 2

ℓ≧5ｍ 法長の-4％

厚
さ
ｔ

ｔ＜5㎝ -10

施工面積200㎡につき1ヶ所、面積200
㎡以下のものは、１施工箇所につき
2ヶ所。
検査孔により測定。

ｔ≧5㎝ -20

但し、吹付面に凸凹がある場合の最小吹
付厚は設計厚の50％以上とし、平均値は
設計厚以上

延長　Ｌ -200

１施工箇所毎。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

植被率 70％以上

ｗ

ℓ

ℓ

ｗ

ℓ

ℓ
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出来形管理基準及び規格値

改定理由

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

改定案（令和4年度）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年度）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

法面吹付工
（コンクリート）
（モルタル）

法
長
Sℓ

ℓ＜3ｍ -50

施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の
測定が困難な場合は直線法長とす
る。

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

５
法
面
工

３

ℓ≧3ｍ -100

厚
さ
ｔ

ｔ＜5㎝ -10

施工面積200㎡につき1ヶ所、面積200
㎡以下のものは、１施工箇所につき
2ヶ所。検査孔により測定。

ｔ≧5㎝ -20

但し、吹付面に凸凹がある場合の最小吹
付厚は設計厚の50％以上とし、平均値は
設計厚以上

延長　Ｌ -200 １施工箇所毎。

法面吹付工
（コンクリート）
（モルタル）

法
長
Sℓ

ℓ＜3ｍ -50

施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。
測定断面に凹凸があり、曲線法長の測
定が困難な場合は直線法長とする。
ただし、計測手法については、従来
管理のほかに「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）」で規定する
出来形計測性能を有する機器を用いる
ことができる。

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

５
法
面
工

３

ℓ≧3ｍ -100

厚
さ
ｔ

ｔ＜5㎝ -10

施工面積200㎡につき1ヶ所、面積200
㎡以下のものは、１施工箇所につき
2ヶ所。検査孔により測定。

ｔ≧5㎝ -20

但し、吹付面に凸凹がある場合の最小吹
付厚は設計厚の50％以上とし、平均値は
設計厚以上

延長　Ｌ -200

１施工箇所毎。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とができる。

法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工） 法

長
ℓ

ℓ＜10ｍ -100

施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

５
法
面
工

4 曲線部は設計
図書による。

ℓ≧10ｍ -200

幅　ｗ -30

枠延延長100ｍにつき1ヶ所、枠延延
長100ｍ以下のものは１施工箇所につ
き2ヶ所。

高さ　ｈ -30

枠中心間隔　ａ ±100

延長　Ｌ -200 １施工箇所毎。

法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工） 法

長
ℓ

ℓ＜10ｍ -100
施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とが出来る。

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

５
法
面
工

4 曲線部は設計
図書による。

ℓ≧10ｍ -200

幅　ｗ -30 枠延延長100ｍにつき1ヶ所、枠延延長
100ｍ以下のものは１施工箇所につき
2ヶ所。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とが出来る。

高さ　ｈ -30

枠中心間隔　ａ ±100

延長　Ｌ -200

１施工箇所毎。
ただし、計測手法については、従来管
理のほかに「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」で規定する出
来形計測性能を有する機器を用いるこ
とが出来る。

コンクリートブロック
工
（コンクリートブロッ
ク積）
（コンクリートブロッ
ク張）

基準高▽ ±50
施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を
測定。

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

8
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

3

法
長
　
ℓ

ℓ＜3ｍ -50

ℓ≧3ｍ -100

厚さ（ブロック積張）
ｔ1

-50

厚さ（裏込め）
ｔ2

-50

延長　Ｌ -200

基準高▽ ±50

側溝工
（プレキャストＵ型側
溝・Ｌ型側溝）
（自由勾配側溝）

施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

8
石
・
ブ
ロ
ッ

ク
積
（

張
）

工

3

１
道
路
開
設
・
改
良

10
排
水
施
設
工

3 118
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

10
排
水
施
設
工

3 1

法
長
　
ℓ

ℓ＜3ｍ -50

ℓ≧3ｍ

厚さ（ブロック積張）
ｔ1

厚さ（裏込め）
ｔ2

-50

-50

延長　Ｌ -200

基準高▽ ±30

延長　Ｌ -200

施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。
厚さは上端部及び下端部の２ヶ所を測
定。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

-100

コンクリートブロック
工
（コンクリートブロッ
ク積）
（コンクリートブロッ
ク張）

１ヶ所／１施工箇所
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により管
理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

延長　Ｌ -200

１ヶ所／１施工箇所

18
林
道
編

側溝工
（プレキャストＵ型側
溝・Ｌ型側溝）
（自由勾配側溝）

基準高▽ ±30

施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。

±50

厚さ -45

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

18
林
道
編

２
舗
装
工

基準高▽ ±30

施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。
１施工箇所毎。
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」の規定により管
理を行う場合は、延長の変化点で測
定。

ただし、厚さの測定値
の平均は、-15以内とす
る。

４
舗
装
工

下層路盤工 施工延長40ｍにつき1ヶ所の割合で測
定する。
延長40ｍ以下のものは、２ヶ所測定す
る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

幅

18
林
道
編

１
道
路
開
設
・
改
良

10
排
水
施
設
工

14 1

延長　Ｌ -200

基準高▽ ±50

10
排
水
施
設
工

14 1 管渠工
（コンクリート管工）

管渠工
（コンクリート管工）

基準高▽ ±30

施工延長40ｍにつき1ヶ所、延長40ｍ
以下のものは１施工箇所につき2ヶ
所。

延長　Ｌ -200

１施工箇所毎。

幅 -50

18
林
道
編

２
舗
装
工

４
舗
装
工

-50

ただし、厚さの測定値
の平均は、-15以内とす
る。

厚さ -45

下層路盤工
基準高▽

施工延長40ｍにつき1ヶ所の割合で測
定する。
延長40ｍ以下のものは、２ヶ所測定
する。

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ
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出来形管理基準及び規格値

改定理由

編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測　　定　　箇　　所 摘　要 編 章 節 条 枝番 工　　　　　種 測　　定　　箇　　所 摘　要

改定案（令和4年度）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

現行（令和3年度）

測　定　項　目 規　格　値 測　　定　　基　　準

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

３次元計測技術を用い
た出来形管理に関する
記載を追記。

厚さは、500㎡に１個の割合でコアー
を採取して測定する。
幅は、延長40ｍにつき１ヶ所の割合
で測定する。
延長40ｍ以下のものは、２ヶ所測定す
る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

幅 -25

平坦性

3ｍプロフィルメーター
（σ）2.4㎜以下
長読式（足付き）
（σ）1.75㎜以下

ただし、厚さの測定値
の平均は、-3以内とす
る。

ただし、厚さの測定値
の平均は、-7以内とす
る。

18
林
道
編

２
舗
装
工

４
舗
装
工

5 アスファルト舗装工
（基層工・表層工） 厚さ -9

18
林
道
編幅 -50

ただし、厚さの測定値
の平均は、-8以内とす
る。

２
舗
装
工

４
舗
装
工

アスファルト舗装工
（加熱アスファルト安
定処理工）

-9
厚さは、500㎡に１個の割合でコアー
を採取して測定する。
幅は、延長40ｍにつき１ヶ所の割合
で測定する。
延長40ｍ以下のものは、２ヶ所測定
する。

幅 -50

ただし、厚さの測定値
の平均は、-10以内とす
る。

厚さ -20
厚さは、500㎡に１個の割合でコアー
を採取もしくは掘り起こして測定す
る。
幅は、延長40ｍにつき１ヶ所の割合で
測定する。
延長40ｍ以下のものは２ヶ所測定す
る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

上層路盤工
（セメント（石灰）安
定処理工）

厚さ -30
厚さは、500 ㎡に１個の割合でコア
ーを採取もしくは掘り起こしてして測
定する。
幅は、延長40ｍにつき１ヶ所の割合
で測定する。
延長40ｍ以下のものは、２ヶ所測定す
る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

幅 -50

幅 -25

平坦性

3ｍプロフィルメーター
（σ）2.4㎜以下
長読式（足付き）
（σ）1.75㎜以下

ただし、厚さの測定値
の平均は、-3以内とす
る。

18
林
道
編

２
舗
装
工

４
舗
装
工

瀝青安定処理工
厚さ -30

厚さは、500㎡に１個の割合でコアー
を採取もしくは掘り起こして測定す
る。
幅は、延長40ｍにつき１ヶ所の割合
で測定する。
延長40ｍ以下のものは２ヶ所測定す
る。

18
林
道
編

２
舗
装
工

４
舗
装
工

5 アスファルト舗装工
（基層工・表層工） 厚さ

幅 -50

ただし、厚さの測定値
の平均は、-10以内とす
る。

18
林
道
編

２
舗
装
工

４
舗
装
工

セメント（石灰）安定
処理工 厚さ -30

厚さは、500 ㎡に１個の割合でコア
ーを採取もしくは掘り起こしてして
測定する。
幅は、延長40ｍにつき１ヶ所の割合
で測定する。
延長40ｍ以下のものは、２ヶ所測定
する。

幅 -50

ただし、厚さの測定値
の平均は、-10以内とす
る。

18
林
道
編

２
舗
装
工

４
舗
装
工

18
林
道
編

２
舗
装
工

４
舗
装
工

上層路盤工
（粒度調整路盤工） 厚さ -30

施工延長40ｍにつき1ヶ所の割合で測
定する。
延長40ｍ以下のものは、２ヶ所測定す
る。
「３次元計測技術を用いた出来形管理
要領（案）」の規定による測点の管理
方法を用いることができる。

18
林
道
編

２
舗
装
工

４
舗
装
工 幅 -50

ただし、厚さの測定値
の平均は、-10以内とす
る。

粒度調整路盤工
厚さ -30

施工延長40ｍにつき1ヶ所の割合で測
定する。
延長40ｍ以下のものは、２ヶ所測定
する。
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資料２－２　品質管理基準　新旧対照表
改定理由

工 種 種別 試験区分 試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘  要

試験成
績表等
による
確認

適用基準 工 種 種別 試験区分 試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘  要

試験成
績表等
による
確認

適用基準

1　セメン
ト・コン
クリート
（転圧コ
ンクリー
ト・コン
クリート
ダム・覆
工コンク
リート・
吹付けコ
ンクリー
トを除
く）

施工後
試験

必須 ひび割れ調査 スケールによる
測定

0.2mm 本数
総延長
最大ひび割れ幅等

高さが、5m以上の鉄筋コンクリート擁
壁、内空断面積が25㎡以上の鉄筋コン
クリートカルバート類、橋梁上・下部
工及び高さが3m以上の堰・水門・樋門
を対象。（ただしいずれの工種につい
てもプレキャスト製品及びプレストレ
ストコンクリートは対象としない）と
し構造物躯体の地盤や他の構造物との
接触面を除く全表面とする。フーチン
グ・底版等で竣工時に地中、水中にあ
る部位については竣工前に調査する。
ひび割れ幅が0.2mm以上の場合は、
「ひび割れ発生状況の調査」を実施す
る

[2017年制定]
コンクリート
標準示方書
施工編P216

1　セメン
ト・コン
クリート
（転圧コ
ンクリー
ト・コン
クリート
ダム・覆
工コンク
リート・
吹付けコ
ンクリー
トを除
く）

施工後
試験

必須 ひび割れ調査 スケールによる
測定

0.2mm 本数
総延長
最大ひび割れ幅等

高さが、5m以上の鉄筋コンクリート擁
壁、内空断面積が25㎡以上の鉄筋コン
クリートカルバート類、橋梁上・下部
工及び高さが3m以上の堰・水門・樋門
を対象。（ただしいずれの工種につい
てもプレキャスト製品及びプレストレ
ストコンクリートは対象としない）と
し構造物躯体の地盤や他の構造物との
接触面を除く全表面とする。フーチン
グ・底版等で竣工時に地中、水中にあ
る部位については竣工前に調査する。
ひび割れ幅が0.2mm以上の場合は、
「ひび割れ発生状況の調査」を実施す
る
ただし、「３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）」により施工完了
時のひび割れ状況を調査する場合は、
ひび割れ調査の記録を同要領（案）で
定める写真の提出で代替することがで
きる。

[2017年制定]
コンクリート
標準示方書
施工編P216

「３次元計測技
術を用いた出来
形管理要領
（案）」に基づ
き品質管理を実
施する場合同要
領によることを
追記。

4　プレ
キャスト
コンク
リート製
品（その
他）

材料 その他
（JIS
マーク表
示された
レディー
ミクスト
コンク
リートを
使用する
場合は除
く）

骨材の密度及
び吸水率試験

JIS　A　1109
JIS　A　1110
JIS　A　5005
JIS　A　5011-1
～4
JIS　A　5021

JIS　A　5364
JIS　A　5308

1回／月以上及び産地が変わった場
合。

JIS　A　5005（砕砂及び砕石）
JIS　A　5011-1（高炉スラグ骨材）
JIS　A　5011-2（ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ細骨
材）
JIS　A　5011-3（銅ｽﾗｸﾞ細骨材）
JIS　A　5011-4（電気炉酸化ｽﾗｸﾞ細骨
材）
JIS　A　5021（ｺﾝｸﾘｰﾄ再生骨材H）

○ 4　プレ
キャスト
コンク
リート製
品（その
他）

材料 その他
（JIS
マーク表
示された
レディー
ミクスト
コンク
リートを
使用する
場合は除
く）

骨材の密度及
び吸
水率試験

JIS　A　1109
JIS　A　1110
JIS　A　5005
JIS　A　5011-1
～4
JIS　A　5021

JIS　A　5364
JIS　A　5308

1回／月以上及び産地が変わった場
合。

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び
砕砂）
JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ
骨材－第1部：高炉スラグ骨材）
JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ
骨材－第2部：フェロニッケルスラグ
骨材）
JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ
骨材－第3部：銅スラグ骨材）
JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ
骨材－第4部：電気炉酸化スラグ骨
材）
JIS A 5021（コンクリート用再生骨材
H）

○ JIS名称変更にと
もなう

4　プレ
キャ
ストコン
ク
リート製
品
（その
他）

材料 その他
（JIS
マーク表
示された
レディー
ミクスト
コンク
リートを
使用する
場合は除
く）

骨材の微粒分
量試験

JIS　A　1103
JIS　A　5005

粗骨材：1.0％以下
細骨材：コンクリートの表面が
すりへり作用を受ける場合3.0％
以下、その他の場合5.0％以下
（砕砂およびスラグ細骨材を用
いた場合はコンクリートの表面
がすりへり作用を受ける場合
5.0％以下その他の場合7.0％以
下）

１回／月以上及び産地が変わった場
合。
（微粒分量の多い砂１回／週以上）

○ 4　プレ
キャ
ストコン
ク
リート製
品
（その
他）

材料 その他
（JIS
マーク表
示された
レディー
ミクスト
コンク
リートを
使用する
場合は除
く）

骨材の微粒分
量試験

JIS　A　1103
JIS　A　5005

粗骨材
砕石　3.0％以下（ただし、粒形
判定実績率が58％以上の場合は
5.0％以下）
スラグ粗骨材　5.0％以下
それ以外（砂利等）　1.0％以下
細骨材
砕砂　9.0％以下（ただし、すり
へり作用を受ける場合は5.0％以
下）
スラグ細骨材　7.0％以下（ただ
し、すりへり作用を受ける場合
は5.0％以下）
それ以外（砂等）　5.0％以下
（ただし、すりへり作用を受け
る場合は3.0％以下）

工事開始前、工事中１回／月以上及
び産地が変わった場合。
（山砂の場合は、１回／週以上）

○ 骨材の微粒分量
試験について、
コンクリート標
準示方書に沿っ
た改定を実施し
ていたが、一部
改定できていな
かったため、1セ
メント・コンク
リート(転圧コン
クリート・コン
クリートダム・
覆工コンクリー
ト・吹付けコン
クリートを除
く）と同様とす
る。

4　プレ
キャ
ストコン
ク
リート製
品
（その
他）

材料 その他
（JIS
マーク表
示された
レディー
ミクスト
コンク
リートを
使用する
場合は除
く）

コンクリート
用混和材・化
学混和剤

JIS　A　6201
JIS　A　6202
JIS　A　6204
JIS　A　6206
JIS　A　6207

JIS　A　6201（フライアッ
シュ）
JIS　A　6202（膨張材）
JIS　A　6204（化学混和剤）
JIS　A　6206（高炉スラグ微粉
末）
JIS　A　6207（シリカフュー
ム）

１回／月以上
ただし、JIS　A　6202（膨張材）は
１回／月以上、JIS　A　6204（化学
混和剤）は１回／６ヶ月以上

試験成績表による。 ○ 4　プレ
キャ
ストコン
ク
リート製
品
（その
他）

材料 その他
（JIS
マーク表
示された
レディー
ミクスト
コンク
リートを
使用する
場合は除
く）

コンクリート
用混
和材・化学混
和剤

JIS　A　6201
JIS　A　6202
JIS　A　6204
JIS　A　6206
JIS　A　6207

JIS　A　6201（フライアッ
シュ）
JIS　A　6202（膨張材）
JIS　A　6204（化学混和剤）
JIS　A　6206（高炉スラグ微粉
末）
JIS　A　6207（シリカフュー
ム）

１回／月以上
ただし、JIS　A　6204（化学混和
剤）は１回／６ヶ月以上

試験成績表による。 ○ 誤植

5　ガス圧
接

施工前
試験

必須 熱間押抜法の場合
①ふくらみを押抜いた後の圧接
面に対応する位置の割れ、へこ
みがない
②ふくらみの長さが鉄筋径の1.1
倍以上。ただし、SD490の場合は
1.2倍以上。
③鉄筋表面にオーバーヒートに
よる表面不整があってはならな
い。
④その他有害と認められる欠陥
が
あってはならない。

鉄筋メーカー、圧接作業班、鉄筋径
毎に自動ガス圧接の場合は各2本、
手動ガス圧接及び熱間押抜ガス圧接
の場合は各3本のモデル供試体を作
成し実施する。

・モデル供試体の作成は、実際の作業
と同一条件・同一材料で行う。直径
19mm未満の鉄筋について手動ガス圧
接、熱間押抜ガス圧接を行う場合、監
督職員と協議の上、施工前試験を省略
することができる。
（１）SD490以外の鉄筋を圧接する場
合
・手動ガス圧接及び熱間押抜ガス圧接
を行う場合、材料、施工条件などを特
に確認する必要がある場合には、施工
前試験を行う。
・特に確認する必要がある場合とは、
施工実績の少ない材料を使用する場
合、過酷な気象条件・高所などの作業
環境下での施工条件、圧接技量資格者
の熟練度などの確認が必要な場合など
である。
・自動ガス圧接を行う場合には、装置
が正常で、かつ装置の設定条件に誤り
のないことを確認するため、施工前試
験を行わなければならない。
（２）SD490の鉄筋を圧接する場合
手動ガス圧接、自動ガス圧接、熱間押
抜法のいずれにおいても、施工前試験
を行わなければならない。

鉄筋継手工事
標準仕様書
ガス圧接継手
工事（2017
年）　P15,16

5　ガス圧
接

施工前
試験

必須 外観検査 ・目視
　圧接面の研磨
状況
　垂れ下がり
　焼き割れ
　等
・ノギス等による
計測
（詳細外観検査）
　軸心の偏心
　ふくらみ
　ふくらみの長さ
　圧接部のずれ
　折れ曲がり
　等

熱間押抜法の場合
①ふくらみを押抜いた後の圧接
面に対応する位置の割れ、へこ
みがない
②ふくらみの長さが鉄筋径の1.1
倍以上。ただし、SD490の場合は
1.2倍以上。
③鉄筋表面にオーバーヒートに
よる表面不整があってはならな
い。
④その他有害と認められる欠陥
があってはならない。

鉄筋メーカー、圧接作業班、鉄筋径
毎に自動ガス圧接の場合は各2本、
手動ガス圧接及び熱間押抜ガス圧接
の場合は各3本のモデル供試体を作
成し実施する。

・モデル供試体の作成は、実際の作業
と同一条件・同一材料で行う。直径
19mm未満の鉄筋について手動ガス圧
接、熱間押抜ガス圧接を行う場合、監
督職員と協議の上、施工前試験を省略
することができる。
（１）SD490以外の鉄筋を圧接する場
合
・手動ガス圧接及び熱間押抜ガス圧接
を行う場合、材料、施工条件などを特
に確認する必要がある場合には、施工
前試験を行う。
・特に確認する必要がある場合とは、
施工実績の少ない材料を使用する場
合、過酷な気象条件・高所などの作業
環境下での施工条件、圧接技量資格者
の熟練度などの確認が必要な場合など
である。
・自動ガス圧接を行う場合には、装置
が正常で、かつ装置の設定条件に誤り
のないことを確認するため、施工前試
験を行わなければならない。
（２）SD490の鉄筋を圧接する場合
手動ガス圧接、自動ガス圧接、熱間押
抜法のいずれにおいても、施工前試験
を行わなければならない。

鉄筋継手工事
標準仕様書
ガス圧接継手
工事（2017
年）　P15,16

誤植

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）
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資料２－２　品質管理基準　新旧対照表
改定理由

工 種 種別 試験区分 試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘  要

試験成
績表等
による
確認

適用基準 工 種 種別 試験区分 試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘  要

試験成
績表等
による
確認

適用基準

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

7　基礎工 施工 必須 支持層の確認 試験杭 試験杭の施工により定めた方法
を満足していること。

中掘り杭工法（セメントミルク噴出攪
拌方式），プレボーリング杭工法，鋼
管ソイルセメント杭工法及び回転杭工
法における支持層の確認は，支持層付
近で掘削速度を極力一定に保ち，掘削
抵抗値（オーガ駆動電流値，積分電流
値又は回転抵抗値）の変化をあらかじ
め調査している土質柱状図と対比して
行う。この際の施工記録に基づき，本
施工における支持層到達等の判定方法
を定める。

道路橋示方
書・同解説下
部構造Ⅳ編
平成29年11月
P456～P458

新規追加

8　場所杭
工

施工 必須 孔底沈殿物の
管理

検測テープ 設計図書による 孔底に沈積するスライムの量は、掘削
完了直後とコンクリート打込み前に検
測テープにより測定した孔底の深度を
比較して把握する

杭基礎施工便
覧　令和2年9
月　P316

新規追加

9　既製杭
工
（中堀り
杭工コン
クリート
打設方
式）

施工 必須 孔底処理 検測テープ 設計図書による 泥分の沈降や杭先端からの土砂の流入
等によってスライムが溜ることがある
ので，孔底処理からコンクリートの打
設までに時間が空く場合は，打設直前
に孔底スライムの状態を再確認し，必
要において再処理する

道路橋示方
書・同解説下
部構造Ⅳ編
平成29年11月
P502

新規追加

14　路床
安定処理
工

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
RI計器を用いた
盛土の締固め管
理要領（案）

設計図書による 盛土を管理する単位（以下｢管理単
位｣）に分割して管理単位ごとに管
理を行うものとする。
1日の1層あたりの施工面積を基準と
する。管理単位の面積は1,500㎡を
標準とし、1日の施工面積が2,000㎡
以上の場合、その施工面積を2管理
単位以上に分割するものとする。1
管理単位あたりの測定点数の目安を
以下に示す。
・500㎡未満：5点
・500㎡以上1000㎡未満：10点
・1000㎡以上2000㎡未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

RI計器を用い
た盛土の締固
め管理要領
（案）　平成8
年8月

17　路床
安定処理
工

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「RI計器を用い
た盛土の締固め
管理要領
（案）」

設計図書による 盛土を管理する単位（以下｢管理単
位｣）に分割して管理単位ごとに管
理を行うものとする。
1日の1層あたりの施工面積を基準と
する。管理単位の面積は1,500㎡を
標準とし、1日の施工面積が2,000㎡
以上の場合、その施工面積を2管理
単位以上に分割するものとする。1
管理単位あたりの測定点数の目安を
以下に示す。
・500㎡未満：5点
・500㎡以上1000㎡未満：10点
・1000㎡以上2000㎡未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

RI計器を用い
た盛土の締固
め管理要領
（案）　平成8
年8月

誤植

14　路床
安定処理
工

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「TS・GNSSを用
いた盛土の締固
め管理要領」に
よる

施工範囲を小分割した管理ブ
ロックの全てが規定回数だけ締
め固められたことを確認する。
ただし、路肩から1ｍ以内と締固
め機械が近寄れない構造物周辺
は除く。

１．盛土を管理する単位（以下「管
理単位」）に分割して管理単位毎に
管理を行う。
２．管理単位は築堤、路体路床とも
1日の1層当たりの施工面積は1,500
㎡を標準とする。また、1日の施工
面積が2,000㎡以上の場合、その施
工面積を2管理単位以上に分割する
ものとする。
３．1日の施工が複数層に及ぶ場合
でも1管理単位を複数層にまたがら
せることはしないものとする。
４．土取り場の状況や土質状況が変
わる場合には、新規の管理単位とし
て取り扱うものとする。

「TS・GNSSを
用いた盛土の
締固め管理要
領　平成31年3
月　P38」によ
る

17　路床
安定処理
工

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「TS・GNSSを用
いた盛土の締固
め管理要領」

施工範囲を小分割した管理ブ
ロックの全てが規定回数だけ締
め固められたことを確認する。
ただし、路肩から1ｍ以内と締固
め機械が近寄れない構造物周辺
は除く。

１．盛土を管理する単位（以下「管
理単位」）に分割して管理単位毎に
管理を行う。
２．管理単位は築堤、路体路床とも
1日の1層当たりの施工面積は1,500
㎡を標準とする。また、1日の施工
面積が2,000㎡以上の場合、その施
工面積を2管理単位以上に分割する
ものとする。
３．1日の施工が複数層に及ぶ場合
でも1管理単位を複数層にまたがら
せることはしないものとする。
４．土取り場の状況や土質状況が変
わる場合には、新規の管理単位とし
て取り扱うものとする。

「TS・GNSSを
用いた盛土の
締固め管理要
領　平成31年3
月　P38」によ
る

誤植

15　表層
安定処理
工
（表層混
合処理）

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
RI計器を用いた
盛土の締固め管
理要領（案）

設計図書による 盛土を管理する単位（以下｢管理単
位｣）に分割して管理単位ごとに管
理を行うものとする。
1日の1層あたりの施工面積を基準と
する。管理単位の面積は1,500㎡を
標準とし、1日の施工面積が2,000㎡
以上の場合、その施工面積を2管理
単位以上に分割するものとする。1
管理単位あたりの測定点数の目安を
以下に示す。
・500㎡未満：5点
・500㎡以上1000㎡未満：10点
・1000㎡以上2000㎡未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督職員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

RI計器を用い
た盛土の締固
め管理要領
（案）　平成8
年8月

18　表層
安定処理
工
（表層混
合処理）

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「RI計器を用い
た盛土の締固め
管理要領
（案）」

設計図書による 盛土を管理する単位（以下｢管理単
位｣）に分割して管理単位ごとに管
理を行うものとする。
1日の1層あたりの施工面積を基準と
する。管理単位の面積は1,500㎡を
標準とし、1日の施工面積が2,000㎡
以上の場合、その施工面積を2管理
単位以上に分割するものとする。1
管理単位あたりの測定点数の目安を
以下に示す。
・500㎡未満：5点
・500㎡以上1000㎡未満：10点
・1000㎡以上2000㎡未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督職員との協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

RI計器を用い
た盛土の締固
め管理要領
（案）　平成8
年8月

誤植

15　表層
安定処理
工
（表層混
合処理）

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「TS・GNSSを用
いた盛土の締固
め管理要領」に
よる

施工範囲を小分割した管理ブ
ロックの全てが規定回数だけ締
め固められたことを確認する。
ただし、路肩から1ｍ以内と締固
め機械が近寄れない構造物周辺
は除く。

１．盛土を管理する単位（以下「管
理単位」）に分割して管理単位毎に
管理を行う。
２．管理単位は築堤、路体路床とも
1日の1層当たりの施工面積は1,500
㎡を標準とする。また、1日の施工
面積が2,000㎡以上の場合、その施
工面積を2管理単位以上に分割する
ものとする。
３．1日の施工が複数層に及ぶ場合
でも1管理単位を複数層にまたがら
せることはしないものとする。
４．土取り場の状況や土質状況が変
わる場合には、新規の管理単位とし
て取り扱うものとする。

「TS・GNSSを
用いた盛土の
締固め管理要
領　平成31年3
月　P38」によ
る

18　表層
安定処理
工
（表層混
合処理）

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「TS・GNSSを用
いた盛土の締固
め管理要領」

施工範囲を小分割した管理ブ
ロックの全てが規定回数だけ締
め固められたことを確認する。
ただし、路肩から1ｍ以内と締固
め機械が近寄れない構造物周辺
は除く。

１．盛土を管理する単位（以下「管
理単位」）に分割して管理単位毎に
管理を行う。
２．管理単位は築堤、路体路床とも
1日の1層当たりの施工面積は1,500
㎡を標準とする。また、1日の施工
面積が2,000㎡以上の場合、その施
工面積を2管理単位以上に分割する
ものとする。
３．1日の施工が複数層に及ぶ場合
でも1管理単位を複数層にまたがら
せることはしないものとする。
４．土取り場の状況や土質状況が変
わる場合には、新規の管理単位とし
て取り扱うものとする。

「TS・GNSSを
用いた盛土の
締固め管理要
領　平成31年3
月　P38」によ
る

誤植

23　砂防
土工

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「RI計器を用い
た盛土の締固め
管理要領
（案）」によ
る。

1管理単位の現場乾燥密度の平均
値が最大乾燥度密度の90％以
上。
または、設計図書による。

盛土を管理する単位（以下｢管理単
位｣）に分割して管理単位ごとに管
理を行うものとする。
築堤は、１日の１層あたりの施工面
積を基準とする。管理単位の面積は
1,500㎡を標準とし、１日の施工面
積が2,000㎡以上の場合、その施工
面積を２管理単位以上に分割するも
のとする。１管理単位あたりの測定
点数の目安を以下に示す。
・500㎡未満：5点
・500㎡以上1000㎡未満：10点
・1000㎡以上2000㎡未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督職員と協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

河川土工マ
ニュアル
P267
RI計器を用い
た盛土の締
固め管理要領
（案）　平
成8年8月

26　砂防
土工

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「RI計器を用い
た盛土の締固め
管理要領
（案）」

1管理単位の現場乾燥密度の平均
値が最大乾燥度密度の90％以
上。
または、設計図書による。

盛土を管理する単位（以下｢管理単
位｣）に分割して管理単位ごとに管
理を行うものとする。
築堤は、１日の１層あたりの施工面
積を基準とする。管理単位の面積は
1,500㎡を標準とし、１日の施工面
積が2,000㎡以上の場合、その施工
面積を２管理単位以上に分割するも
のとする。１管理単位あたりの測定
点数の目安を以下に示す。
・500㎡未満：5点
・500㎡以上1000㎡未満：10点
・1000㎡以上2000㎡未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用す
る。
・左記の規格値を満たしていても、規
格値を著しく下回っている点が存在し
た場合は、監督職員と協議の上で、
（再）転圧を行うものとする。

河川土工マ
ニュアル
P267
RI計器を用い
た盛土の締
固め管理要領
（案）　平
成8年8月

誤植
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資料２－２　品質管理基準　新旧対照表
改定理由

工 種 種別 試験区分 試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘  要

試験成
績表等
による
確認

適用基準 工 種 種別 試験区分 試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘  要

試験成
績表等
による
確認

適用基準

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

23　砂防
土工

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「TS・GNSSを用
いた盛土の締固
め管理要領」に
よる

施工範囲を小分割した管理ブ
ロックの全てが規定回数だけ締
め固められたことを確認する。

１．盛土を管理する単位（以下「管
理単位」）に分割して管理単位毎に
管理を行う。
２．1日の施工が複数層に及ぶ場合
でも1管理単位を複数層にまたがら
せることはしないものとする。
３．土取り場の状況や土質状況が変
わる場合には、新規の管理単位とし
て取り扱うものとする。

「TS・GNSSを
用いた盛土の
締固め管理要
領　平成31年3
月　P38」によ
る

26　砂防
土工

施工 必須 現場密度の測
定
※右記試験方
法（3種類）の
いずれかを実
施する。

または、
「TS・GNSSを用
いた盛土の締固
め管理要領」

施工範囲を小分割した管理ブ
ロックの全てが規定回数だけ締
め固められたことを確認する。

１．盛土を管理する単位（以下「管
理単位」）に分割して管理単位毎に
管理を行う。
２．1日の施工が複数層に及ぶ場合
でも1管理単位を複数層にまたがら
せることはしないものとする。
３．土取り場の状況や土質状況が変
わる場合には、新規の管理単位とし
て取り扱うものとする。

「TS・GNSSを
用いた盛土の
締固め管理要
領　平成31年3
月　P38」によ
る

誤植

33　プラ
ント再生
舗装工

舗設現
場

必須 現場密度の測
定

舗装調査・試験
法便覧　[3]-
218

基準密度の94％以上。
X10　96％以上
X6　96％以上
X3　96.5％以上
再アス処理の場合、基準密度の
93％以上。
X10　95％以上
X6　95.5％以上
X3　96.5％以上

舗装再生便覧
平成22年11月
P60,61,135,13
6

36　プラ
ント再生
舗装工

舗設現
場

必須 現場密度の測
定

舗装調査・試験
法便覧　[3]-
218

基準密度の94％以上。
X10　96％以上
X6　96％以上
X3　96.5％以上
再アス処理の場合、基準密度の
93％以上。
X10　95％以上
X6　95.5％以上
X3　96.5％以上

・締固め度は、個々の測定値が基準
密度の94％以上（再アス処理の場合
は基準密度の93％以上）を満足する
ものとし、かつ平均値について以下
を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均
値X10が規格値を満足するものとす
る。また、10孔の測定値が得がたい
場合は3孔の測定値の平均値X3が規
格値を満足するものとするが、X3が
規格値をはずれた場合は、さらに3
孔のデータを加えた平均値X6が規格
値を満足していればよい。
・1工事あたり3,000㎡を超える場合
は、10,000㎡以下を1ロットとし、1
ロットあたり10孔で測定する。
（例）
　3,001～10,000㎡：10孔
　10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎
に10孔追加し、測定箇所が均等にな
るように設定すること。
　例えば12,000㎡の場合：6,000㎡
／1ロット毎に10孔、合計20孔
　なお、1工事あたり3,000㎡以下の
場合（維持工事を除く）は、1工事
あたり3孔以上で測定する。

舗装再生便覧
平成22年11月
P60,61,135,13
6

誤植

37　中層
混合処理
※全面改
良の場合
に適用。
混合処理
改良体
（コラ
ム）を造
成する工
法には適
用しない

材料 必須 土の湿潤密度
試験

JIS　G　0191 設計図書による 当初及び土質の変化したとき。 配合を定めるための試験である。 40　中層
混合処理
※全面改
良の場合
に適用。
混合処理
改良体
（コラ
ム）を造
成する工
法には適
用しない

材料 必須 土の湿潤密度
試験

JIS　G　1225 設計図書による 当初及び土質の変化した時。 配合を定めるための試験である。 誤植

38　鉄筋
挿入工

施工 必須 引き抜き試験 地山補強土法設
計・施工マニュ
アル

設計図書による ・施工全数量の3％かつ3本以上を標
準とする。
・載荷サイクルは1サイクルとす
る。

41　鉄筋
挿入工

施工 必須 引き抜き試験
（受入れ試
験）
引き抜き試験

地山補強土工法
設計・施工マ
ニュアル

設計図書による ・施工全数量の3％かつ3本以上を標
準とする。
・載荷サイクルは1サイクルとす
る。

誤植
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1 

 

現行（令和３年版）  改定案（令和４年版） 

品質管理基準及び規格値 

 

品質管理基準及び規格値

 

４
５
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2 

 

現行（令和３年版）  改定案（令和４年版） 

品質管理基準及び規格値 

 

品質管理基準及び規格値 

 

改定なし 

４
５ 
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3 

 

 

現行（令和３年版）  改定案（令和４年版） 

 品質管理基準及び規格値 

 

４
５
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資料２－２　新旧対照表

改定理由
10．組立魚礁部材 10．組立魚礁部材

10－１　コンクリート部材 10－１　コンクリート部材

区　分 管理項目 管理内容 管理方法 品質規格 測定頻度 結果の整理方法 備　考 区　分 管理項目 管理内容 管理方法 品質規格 測定頻度 結果の整理方法 備　考

外　観 有害な傷、ひび
割れ、欠け、ね
じれ等がないこ
と。

観　察 異常が認められ
ないこと。

搬入時、全数 外　観 有害な傷、ひび
割れ、欠け、ね
じれ等がないこ
と。

観　察 異常が認められ
ないこと。

搬入時、全数

形状寸法 〈特〉の形状寸
法に適合してい
ること。

製造工場の測定結
果表により確認

第17編 17-1-10-
1又は〈特〉によ
る。

搬入前、全数 測定結果表（検査
証明書）を提出

形状寸法 〈特〉の形状寸
法に適合してい
ること。

製造工場の測定結
果表により確認

第17編 17-1-10-
1又は〈特〉によ
る。

搬入前、部材種
類毎に10個に1個
以上

測定結果表（検査
証明書）を提出

同一の型枠を
使用した場合
に適用

諸基準類の改定に伴
う

供試体の作成 JIS A 1132 １日１回とし、
１日の打設量が
50ｍ３を超える
場合は50ｍ３ご
とに１回とする
る。

供試体の作成 JIS A 1132 １日１回とし、
１日の打設量が
150ｍ３を超える
場合は１日２回
とする。ただ
し、同一配合の
１日当り打設量
が少量の場合
は、監督員の承
諾を得て打設日
数に関係なく100
ｍ３ごとに１回
とすることがで
きる。

諸基準類の改定に伴
う

圧縮試験 JIS A 1108 １回の試験結果
は、指定強度の
値の85％以上、
３回の試験結果
の平均値は、指
定強度の値以上

製造工場の試験成
績表(検査証明書)
を提出

圧縮試験 JIS A 1108 １回の試験結果
は、指定強度の
値の85％以上、
３回の試験結果
の平均値は、指
定強度の値以上

製造工場の試験成
績表(検査証明書)
を提出

10－２　鋼製部材 10－２　鋼製部材

区　分 管理項目 管理内容 管理方法 品質規格 測定頻度 結果の整理方法 備　考 区　分 管理項目 管理内容 管理方法 品質規格 測定頻度 結果の整理方法 備　考

本体・付
属品の化
学成分、
機械的性
質

〈特〉に適合し
ていること。

製造工場の試験成
績表(検査証明書)
により確認

第17編 17-1-10-
2又は〈特〉によ
る。

試験成績表（検査
証明書）を提出

本体・付
属品の化
学成分、
機械的性
質

〈特〉に適合し
ていること。

製造工場の試験成
績表(検査証明書)
により確認

第17編 17-1-10-
2又は〈特〉によ
る。

試験成績表（検査
証明書）を提出

外　観 有害な傷、変形
等がないこと。

観　察 異常が認められ
ないこと。

搬入時、全数 外　観 有害な傷、変形
等がないこと。

観　察 異常が認められ
ないこと。

搬入時、全数

形状寸法 〈特〉の形状寸
法に適合してい
ること。

製造工場の測定結
果表により確認

第17編 17-1-10-
2又は〈特〉によ
る。

搬入前、全数 測定結果表表（検
査証明書）を提出

形状寸法 〈特〉の形状寸
法に適合してい
ること。

製造工場の測定結
果表により確認

第17編 17-1-10-
2又は〈特〉によ
る。

搬入前、部材種
類毎に10個に1個
以上

測定結果表表（検
査証明書）を提出

諸基準類の改定に伴
う

溶接部 割れ、ブロー
ホール及びのど
厚並びにサイズ
の過不足等有害
な欠陥がないこ
と。

JIS Z 3104　放射
線透過試験の他、
〈特〉による。
製造工場の試験成
績表（検査証明
書）により確認

第17編 17-1-10-
2又は〈特〉によ
る。

搬入前、全数 試験成績表（検査
証明書）を提出

溶接部 割れ、ブロー
ホール及びのど
厚並びにサイズ
の過不足等有害
な欠陥がないこ
と。

JIS Z 3104　放射
線透過試験の他、
〈特〉による。
製造工場の試験成
績表（検査証明
書）により確認

第17編 17-1-10-
2又は〈特〉によ
る。

搬入前、全数 試験成績表（検査
証明書）を提出

10－３　化学系（ＦＲＰ）部材 10－３　化学系（ＦＲＰ）部材

区　分 管理項目 管理内容 管理方法 品質規格 測定頻度 結果の整理方法 備　考 区　分 管理項目 管理内容 管理方法 品質規格 測定頻度 結果の整理方法 備　考

材質・化
学成分

〈特〉に適合し
ていること。

製造工場の試験成
績表(検査証明書)
により確認

第17編 17-1-10-
3又は〈特〉によ
る。

試験成績表（検査
証明書）を提出

材質・化
学成分

〈特〉に適合し
ていること。

製造工場の試験成
績表(検査証明書)
により確認

第17編 17-1-10-
3又は〈特〉によ
る。

試験成績表（検査
証明書）を提出

外　観 有害な傷、変形
等がないこと。

観　察 異常が認められ
ないこと。

搬入時、全数 外　観 有害な傷、変形
等がないこと。

観　察 異常が認められ
ないこと。

搬入時、全数

形状寸法 〈特〉の形状寸
法に適合してい
ること。

製造工場の測定結
果表(検査証明書)
により確認

第17編 17-1-10-
3又は〈特〉によ
る。

搬入前、全数 測定結果表（検査
証明書）を提出

形状寸法 〈特〉の形状寸
法に適合してい
ること。

製造工場の測定結
果表(検査証明書)
により確認

第17編 17-1-10-
3又は〈特〉によ
る。

搬入前、部材種
類毎に10個に1個
以上

測定結果表（検査
証明書）を提出

諸基準類の改定に伴
う

質量 〈特〉の形状寸
法に適合してい
ること。

製造工場の測定結
果表(検査証明書)
により確認

第17編 17-1-10-
3又は〈特〉によ
る。

搬入前、全数 測定結果表（検査
証明書）を提出

質量 〈特〉の形状寸
法に適合してい
ること。

製造工場の測定結
果表(検査証明書)
により確認

第17編 17-1-10-
3又は〈特〉によ
る。

搬入前、全数 測定結果表（検査
証明書）を提出

現行（令和3年度）

１）コンクリート
　　部材

強　度

１）鋼製部材

１）ＦＲＰ部材

改定案（令和4年度）

１）鋼製部材

強　度

１）ＦＲＰ部材

１）コンクリート
　　部材

Ⅱ－59
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現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

4. その他
撮影箇所一覧表の整理条件の用語の定義

(1) 適宜とは、設計図書の仕様が写真により確認できる必要最小限の箇所や枚数
のことをいう。

(2) フィルムカメラを使用した撮影～提出とする場合は、「写真管理基準（案）
令和2年8月」を参考に監督員と提出頻度等を協議の上、取扱いを定めるものと
する。 

4. その他
撮影箇所一覧表の整理条件の用語の定義

(1) 適宜とは、設計図書の仕様が写真により確認できる必要最小限の箇所や枚数
のことをいう。

(2) フィルムカメラを使用した撮影～提出とする場合は、「写真管理基準（案）
令和2年8月」を参考に監督員と提出頻度等を協議の上、取扱いを定めるものと
する。 

年度の更新

※本基準に示す品質管理の工種番号は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」（品質管
理基準及び規格値）に示す工種番号と整合を取っている。
また、本基準に示す出来形管理の編章節番号は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」
（出来形管理基準及び規格値）に示すの編章節と整合を取っている。

新規追加

改定理由写真管理基準（案） 写真管理基準（案）
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番号 工種 摘要 番号 工種 摘要

.
撮影項目 撮影頻度〔時期〕 撮影項目 撮影頻度〔時期〕

1 ひび割れ調査 ひび割れ調査 対象構造物毎に１回
[試験実施中]
ただし、「３次元計測技術を用いた出来形管
理要領（案）」により施工完了時の状況（全
周）の提出によりひび割れ調査写真を代替
することができる。

３次元計測技術を用いた出
来形管理要領（案）の改定に
よる。

ﾃｽﾄﾊﾝﾏｰによる強度推定調査 テストハンマーによる強度推定
調査

対象構造物毎に１回
[試験実施中]

コアによる強度試験 ﾃｽﾄﾊﾝﾏｰ試験により必要が認められた時
[試験実施中]

コアによる強度試験 テストハンマー試験により必要が認められた
時
[試験実施中]

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理由撮影箇所一覧表（品質管理） 撮影箇所一覧表（品質管理）
写真管理項目 写真管理項目

セメント・コンクリート（転圧
コンクリート・コンクリートダ
ム・覆工コンクリート・吹付
けコンクリートを除く）
（施工後試験）

対象構造物毎に１回
[試験実施中]

セメント・コンクリート（転圧
コンクリート・コンクリートダ
ム・覆工コンクリート・吹付
けコンクリートを除く）
（施工後試験）

40 管きょ更生工 

更生材料 

（反転・形成工法） 

更生材の曲げ試験（短期）

 更生材の耐薬品性能試験 

試験毎に１回 最新版の「管

きょ更生工法

における設

計・施工管理

ガイドライン

（案）」に準拠

して実施す

る。 

管きょ更生工 

更生材料 

（製管工法） 

更生材の圧縮強度試験

 更生材の耐薬品性能試験 

試験毎に１回 

40 管きょ更生工 

更生材料 

（反転・形成工法） 

更生材の曲げ試験（短期）

 更生材の耐薬品性能試験 
試験毎に１回 

最新版の「管き

ょ更生工法に

おける設計・施

工管理ガイドラ

イン」に準拠し

て実施する。

管きょ更生工 

更生材料 

（製管工法） 

更生材の圧縮強度試験 

更生材の耐薬品性能試験 
試験毎に１回 
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改定理由

編 章 節 条
枝
番

工　 　種 写真管理項目 摘　要 編 章 節 条
枝
番

工　 　種 写真管理項目 摘　要

撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
土質等の判別 地質が変わる毎に１回

〔掘削中〕
土質等の判別 地質が変わる毎に１回

〔掘削中〕
200ｍ又は１施工箇所に１回
〔掘削後〕

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔掘削後〕

「３次元計測技術を用いた出来
形管理要領（案）土工編　多点計
測技術（面管理の場合）による場
合は
１工事に１回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況
と出来形計測対象
点上のプリズムの設
置状況（プリズムが
必要な場合のみ）
がわかるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」による場合は
１工事に１回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・ＴＳ等の設置状況
と出来形計測対象
点上のプリズムの設
置状況（プリズムが
必要な場合のみ）
がわかるように撮影

誤植

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編　多点計測
技術（面管理の場合）における空
中写真測量（UAV）」に基づき写真
測量に用いた画像を納品する場
合には、写真管理に代えることが
出来る。

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）　多点計測技術（面
管理の場合）における空中写真測
量（UAV）および地上写真測量」に
基づき写真測量に用いた画像を
納品する場合には、写真管理に代
えることが出来る。

３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）
の改定による。

200ｍに１回
〔巻出し時〕

200ｍに１回
〔巻出し時〕

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固
め管理要領」における「締固め層
厚分布図」を提出する場合は写真
不要

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固
め管理要領」における「締固め層
厚分布図」を提出する場合は写真
不要

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１
回
〔締固め時〕

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１
回
〔締固め時〕

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編　多点計測
技術（面管理の場合）」による場
合は
１工事に１回
〔施工後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況
と出来形計測対象
点上のプリズムの設
置状況（プリズムが
必要な場合のみ）
がわかるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」による場合は
１工事に１回
〔施工後〕

・出来映えの撮影
・ＴＳ等の設置状況
と出来形計測対象
点上のプリズムの設
置状況（プリズムが
必要な場合のみ）
がわかるように撮影

誤植

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編　多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき写
真測量に用いた画像を納品する
場合には、写真管理に代えること
が出来る。

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）多点計測技術（面
管理の場合）」における空中写真
測量（UAV）および地上写真測量」
に基づき写真測量に用いた画像
を納品する場合には、写真管理に
代えることが出来る。

３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）
の改定による。

土質等の判別 地質が変わる毎に１回
〔掘削中〕

土質等の判別 地質が変わる毎に１回
〔掘削中〕

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔掘削後〕

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔掘削後〕

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編　多点計測
技術（面管理の場合）」による場
合は
１工事に１回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況
と出来形計測対象
点上のプリズムの設
置状況（プリズムが
必要な場合のみ）
がわかるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」による場合は
１工事に１回
〔掘削後〕

・出来映えの撮影
・ＴＳ等の設置状況
と出来形計測対象
点上のプリズムの設
置状況（プリズムが
必要な場合のみ）
がわかるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編　多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき写
真測量に用いた画像を納品する
場合には、写真管理に代えること
が出来る。

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）　多点計測技術（面
管理の場合）における空中写真測
量（UAV）および地上写真測量」に
基づき写真測量に用いた画像を
納品する場合には、写真管理に代
えることが出来る。

３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）
の改定による。

1-2-4-2

法長
※右のいずれか
で撮影する。

法長
※右のいずれか
で撮影する。

1-2-4-2 １
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

2１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

2 掘削工

3 盛土工 巻出し厚

掘削工

1-2-3-3

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

盛土工 巻出し厚 1-2-3-3 １
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

法長
※右のいずれか
で撮影する。

法長
※右のいずれか
で撮影する。

1-2-3-2 １
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

2

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

3

掘削工

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第1編　共通編】 【第1編　共通編】

１
共
通
編

２
土
工

３
河
川
・
海
岸
・
砂
防
土
工

2 掘削工 1-2-3-2
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改定理由

編 章 節 条
枝
番

工　 　種 写真管理項目 摘　要 編 章 節 条
枝
番

工　 　種 写真管理項目 摘　要

撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第1編　共通編】 【第1編　共通編】

200ｍに１回
〔巻出し時〕

200ｍに１回
〔巻出し時〕

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固
め管理要領」における「締固め層
厚分布図」を提出する場合は写真
不要

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固
め管理要領」における「締固め層
厚分布図」を提出する場合は写真
不要

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１
回
〔締固め時〕

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１
回
〔締固め時〕

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編　多点計測
技術（面管理の場合）」による場
合は
１工事に１回
〔施工後〕

・出来映えの撮影
・TS等の設置状況
と出来形計測対象
点上のプリズムの設
置状況（プリズムが
必要な場合のみ）
がわかるように撮影

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）」による場合は
１工事に１回
〔施工後〕

・出来映えの撮影
・ＴＳ等の設置状況
と出来形計測対象
点上のプリズムの設
置状況（プリズムが
必要な場合のみ）
がわかるように撮影

誤植

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）土工編　多点計測
技術（面管理の場合）」に基づき写
真測量に用いた画像を納品する
場合には、写真管理に代えること
が出来る。

「３次元計測技術を用いた出来形
管理要領（案）　多点計測技術（面
管理の場合）における空中写真測
量（UAV）および地上写真測量」に
基づき写真測量に用いた画像を
納品する場合には、写真管理に代
えることが出来る。

３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）
の改定による。

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

路体盛土工
路床盛土工

巻出し厚 1-2-4-3 １
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

法長
幅
※右のいずれか
で撮影する。

3
4

路体盛土工
路床盛土工

巻出し厚 1-2-4-3１
共
通
編

２
土
工

４
道
路
土
工

3
4
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案））」により「厚
さあるいは標高較差」を管理する
場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
[整正後］

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案））」による場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

3-2-6-7 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

3-2-6-7 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 2３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 2 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

６
一
般
舗
装
工

7 1 アスファルト舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-7 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

摘　要

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 1 アスファルト舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-7 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

章 節 条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」によ
り「厚さあるいは標高較差」を管理
する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

3-2-6-7 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 5 アスファルト舗装工
（基層工）

3-2-6-7 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 4 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

3-2-6-7

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 3 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

６
一
般
舗
装
工

7 5 アスファルト舗装工
（基層工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 4 アスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

3-2-6-7 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

7 3 アスファルト舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3-2-6-7 3-2-6-7 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 2 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

３
土
木
工
事
共
通
編

半たわみ性舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-8 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 2 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

3-2-6-8

3-2-6-8 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 1３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 1 半たわみ性舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-8 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」によ
り「厚さあるいは標高較差」を管理
する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編
多点計測技術（面管理の場合）」
により「厚さあるいは標高較差」を
管理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

排水性舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-9 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

3-2-6-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 1３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 1 排水性舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-8 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 4 半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

3-2-6-8 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 3 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3-2-6-8

６
一
般
舗
装
工

8 4 半たわみ性舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

8 3 半たわみ性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3-2-6-8 ３
土
木
工
事
共
通
編
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編
多点計測技術（面管理の場合）」
により「厚さあるいは標高較差」を
管理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）舗装工
編多点計測技術（面管理の場
合）」による場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎200ｍに１回　〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）舗装工編
多点計測技術（面管理の場合）」
により「厚さあるいは標高較差」を
管理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

3-2-6-9 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 4 排水性舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

3-2-6-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 3 排水性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3-2-6-9

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 2 排水性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

６
一
般
舗
装
工

9 4 排水性舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 3 排水性舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3-2-6-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 2 排水性舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

3-2-6-9 3-2-6-9 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

3-2-6-11 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

11 1 グースアスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

3-2-6-11 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 1 透水性舗装工
路盤工

3-2-6-9

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 6 排水性舗装工
（表層工）

６
一
般
舗
装
工

11 1 グースアスファルト舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

10 1 透水性舗装工
路盤工

3-2-6-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

排水性舗装工
（基層工）

3-2-6-9

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 6 排水性舗装工
（表層工）

3-2-6-9

3-2-6-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 5３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

9 5 排水性舗装工
（基層工）

3-2-6-9
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）舗装工
編多点計測技術（面管理の場
合）」による場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 2 コンクリート舗装工
（粒度調整路盤工）

３
土
木
工
事
共
通
編

コンクリート舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-12 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 2 コンクリート舗装工
（粒度調整路盤工）

3-2-6-12

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 1３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 1 コンクリート舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-12 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」によ
り「厚さあるいは標高較差」を管理
する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

石粉、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

石粉、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

スリップバー、
タイバー寸法､
位置

80ｍに１回
〔据付後〕

スリップバー、
タイバー寸法､
位置

80ｍに１回
〔据付後〕

鉄網寸法
位置

80ｍに１回
〔据付後〕

鉄網寸法
位置

80ｍに１回
〔据付後〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

目地段差 １工事に１回 目地段差 １工事に１回

コンクリート舗装工
（コンクリート舗装版工）

3-2-6-12 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 5３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 5 コンクリート舗装工
（コンクリート舗装版工）

3-2-6-12 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 4 コンクリート舗装工
（アスファルト中間層）

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 3 コンクリート舗装工
（セメント（石灰・瀝青）安定
処理工）

3-2-6-12

６
一
般
舗
装
工

12 4 コンクリート舗装工
（アスファルト中間層）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 3 コンクリート舗装工
（セメント（石灰・瀝青）安定
処理工）

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

84



撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編
多点計測技術（面管理の場合）」
により「厚さあるいは標高較差」を
管理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 7 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
粒度調整路盤工

3-2-6-12

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 6 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
下層路盤工

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 7 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
粒度調整路盤工

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 6 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
下層路盤工

3-2-6-12 3-2-6-12 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」によ
り「厚さあるいは標高較差」を管理
する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

400ｍに１回
〔施工中〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 10 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）

３
土
木
工
事
共
通
編

コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
アスファルト中間層

3-2-6-12 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 10 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）

3-2-6-12

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 9３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 9 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
アスファルト中間層

3-2-6-12 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

3-2-6-12 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 8 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
セメント（石灰・瀝青）安定
処理工

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 8 コンクリート舗装工
（転圧コンクリート版工）
セメント（石灰・瀝青）安定
処理工
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

石粉、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

石粉、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

鉄筋寸法
位置

80ｍに１回
〔据付後〕

鉄筋寸法
位置

80ｍに１回
〔据付後〕

横膨張目地部
ダウェルバー
寸法、位置

１施工箇所に１回
〔据付後〕

横膨張目地部
ダウェルバー
寸法、位置

１施工箇所に１回
〔据付後〕

縦そり突合せ
目地部・縦そり
ダミー目地部タ
イバー寸法、位

80ｍに１回
〔据付後〕

縦そり突合せ
目地部・縦そり
ダミー目地部タ
イバー寸法、位

80ｍに１回
〔据付後〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

平坦性 １工事に１回
〔実施中〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
〔スリップフォーム工法の場合は打
設前後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
より「厚さあるいは標高較差」を管
理する場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔型枠据付後〕
〔スリップフォーム工法の場合は打
設前後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により「厚さ
あるいは標高較差」を管理する場
合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

目地段差 １工事に１回 目地段差 １工事に１回
敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編
多点計測技術（面管理の場合）」
による場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

3-2-6-13 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

3-2-6-13 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 2３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 2 薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

3-2-6-13 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 1 薄層カラー舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-13 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 11 コンクリート舗装工
（連続鉄筋コンクリート舗
装工）

3-2-6-12

６
一
般
舗
装
工

13 1 薄層カラー舗装工
（下層路盤工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

12 11 コンクリート舗装工
（連続鉄筋コンクリート舗
装工）

3-2-6-12 ３
土
木
工
事
共
通
編
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）舗装工
編多点計測技術（面管理の場
合）」による場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）舗装工
編多点計測技術（面管理の場
合）」による場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 400ｍに１回
〔整正後〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

タックコート、
プライムコート

各層毎に１回
〔散布時〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕

厚さ 1,000㎡に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし「３次元計測技術を用い
た出来形管理要領（案）舗装工
編多点計測技術（面管理の場
合）」による場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

ブロック舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-14 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

3-2-6-14 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 1３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 1 ブロック舗装工
（下層路盤工）

3-2-6-13 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 5 薄層カラー舗装工
（基層工）

3-2-6-13 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 4 薄層カラー舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

3-2-6-13

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 3 薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

６
一
般
舗
装
工

13 5 薄層カラー舗装工
（基層工）

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 4 薄層カラー舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

3-2-6-13 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

13 3 薄層カラー舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3-2-6-13 3-2-6-13 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

厚さ 各層毎200ｍに１回
〔整正後〕
※コアを採取した場合は写真不要

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

敷均し厚さ
転圧状況

各層毎400ｍに１回
〔施工中〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

整正状況 各層毎400ｍに１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

幅 各層毎80ｍに１回
〔整正後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
各層毎１工事に１回
〔整正後〕

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 路面切削工 幅
厚さ（基準高）

１施工箇所に１回
〔施工後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）舗装工編多
点計測技術（面管理の場合）」に
よる場合は
１工事に１回
〔施工後〕

3-2-6-15 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

15 路面切削工 幅
厚さ（基準高）

１施工箇所に１回
〔施工後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
１工事に１回
〔施工後〕

3-2-6-15 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

６
一
般
舗
装
工

14 4３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 4 ブロック舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

3-2-6-14 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 2 ブロック舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

ブロック舗装工
（加熱アスファルト安定処
理工）

3-2-6-14 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 3 ブロック舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3-2-6-14３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 3 ブロック舗装工
（上層路盤工）
セメント（石灰）安定処理工

3-2-6-14 ３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

６
一
般
舗
装
工

14 2 ブロック舗装工
（上層路盤工）
粒度調整路盤工

3-2-6-14 3-2-6-14 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
摘　要章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要 編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理
由

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）
【第3編　土木工事共通編】 【第3編　土木工事共通編】
編 章 節

3

土
木
工
事
共
通
編

2

一
般
施
工

7

地
盤
改
良
工

９ ２ 固結工
（中層混合処理）

施工厚さ
幅

1,000㎥～4,000㎥につき１回、又
は施工延長40m（測点間隔25mの
場合は50m）につき１回。
〔施工厚さ　施工中〕
〔幅　施工後〕

ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）表層安定処
理等・固結工（中層混合処理）編」
により出来形管理資料を提出する
場合は、出来形管理に関わる写
真管理項目を省略できる。

3-2-7-9 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

７
地
盤
改
良
工

９ ２ 固結工
（中層混合処理）

施工厚さ
幅

1,000㎥～4,000㎥につき１回、又
は施工延長40m（測点間隔25mの
場合は50m）につき１回。
〔施工厚さ　施工中〕
〔幅　施工後〕

ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により出来
形管理資料を提出する場合は、
出来形管理に関わる写真管理項
目を省略できる。

3-2-7-9 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

4 1 法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法長、
幅、
高さ、
枠中心間隔

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕

ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）法面工編」
に基づき写真測量に用いた画像
を納品する場合には、写真管理に
代えることが出来る。

3-2-14-4 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

14
法
面
工

4 1 法枠工
（現場打法枠工）
（現場吹付法枠工）

法長、
幅、
高さ、
枠中心間隔

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工後〕

ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」に基づき
写真測量に用いた画像を納品す
る場合には、写真管理に代えるこ
とが出来る。

3-2-14-4 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

裏込厚さ 120ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工中〕

裏込厚さ 120ｍ又は１施工箇所に１回
〔施工中〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
１工事に１回

厚さ
幅
高さ

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔型枠取外し後〕

厚さ
幅
高さ

200ｍ又は１施工箇所に１回
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」による場合
は
１工事に１回
〔型枠取外し後〕

場所打擁壁工 3-2-15-1 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

3-2-15-1 ３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

1３
土
木
工
事
共
通
編

２
一
般
施
工

15
擁
壁
工

1 場所打擁壁工
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撮影項目 撮影頻度[時期] 撮影項目 撮影頻度[時期]
10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

６
橋
台
工

8 橋台躯体工 厚さ
天端幅（橋軸方
向）
敷幅（橋軸方
向）
高さ
胸壁の高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）構造物工編
（試行）」により出来形管理資料を
提出する場合は、出来形計測状
況を
１工事１回

10-3-6-8 10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

６
橋
台
工

8 橋台躯体工 厚さ
天端幅
（橋軸方向）
敷幅
（橋軸方向）
高さ
胸壁の高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により出来
形管理資料を提出する場合は、
出来形計測状況を
１工事１回

10-3-6-8 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 1 橋脚躯体工
（張出式）

厚さ
天端幅
敷幅
高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）構造物工編
（試行）」により出来形管理資料を
提出する場合は、出来形計測状
況を
１工事１回

10-3-7-9 10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 1 橋脚躯体工
（張出式）

厚さ
天端幅
敷幅
高さ
天端長
敷長

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により出来
形管理資料を提出する場合は、
出来形計測状況を
１工事１回

10-3-7-9 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 2 橋脚躯体工
（ラーメン式）

厚さ
天端幅
敷幅
高さ
長さ

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）構造物工編
（試行）」により出来形管理資料を
提出する場合は、出来形計測状
況を
１工事１回

10-3-7-9 10
道
路
編

３
橋
梁
下
部

７
Ｒ
Ｃ
橋
脚
工

9 2 橋脚躯体工
（ラーメン式）

厚さ
天端幅
敷幅
高さ
長さ

全数量
〔型枠取外し後〕
ただし、「３次元計測技術を用いた
出来形管理要領（案）」により出来
形管理資料を提出する場合は、
出来形計測状況を
１工事１回

10-3-7-9 ３次元計
測技術を
用いた出
来形管理
要領（案）
の改定に
よる。

摘　要章 節 条
枝
番

工　 　種
写真管理項目

編

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版）

改定理由
撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理）

【第10編　道路編】 【第10編　道路編】
編 章 節 条

枝
番

工　 　種
写真管理項目

摘　要
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土木工事共通仕様書新旧対照表（図表） 

現行（令和３年版） 改定案（令和４年版） 

下
水
道
編

12 
管
路

1 
下
水
道
編

12 
管
路

1 
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土木工事共通仕様書新旧対照表（図表） 

現行（令和３年版）  改定案（令和４年版） 

撮影箇所一覧表（出来形管理） 撮影箇所一覧表（出来形管理） 
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改定理由

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度 撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度

表土厚 10aあたり1回
（施工後）

表土厚 10aあたり1回
（施工後）

施工前、中、後の全
景
切盛土の施工状況

1筆当たりに1回
（施工中）

施工前、中、後の全
景
切盛土の施工状況

1筆当たりに1回
（施工中）

基盤面
表土埋戻後

10aあたり1回
（施工後）

基盤面
表土埋戻後

「情報化施工技術の活用ガイドラ
イン」に基づき撮影記録による出来
形管理を実施する場合は、出来形
寸法を確認する写真撮影は原則と
して必要としない。

幅
高さ
その他必要箇所

施工延長200～400mにつき1回
上記未満は2回
（施工後）

幅
高さ
その他必要箇所

施工延長200～400mにつき1回
上記未満は2回
（施工後）

施工状況 200mに1回
（施工中）

施工状況 200mに1回
（施工中）

16
農
業
農
村
整
備
編

12
た
め
池
改
修
工

３
堤
体
工

10 堤体盛立工 盛土幅員
まき出し厚さ
転圧状況
法長
法面（芝）
法勾配
排水側溝
その他必要箇所

施工延長20～40mにつき1回
（施工中、施工後）

16
農
業
農
村
整
備
編

12
た
め
池
改
修
工

３
堤
体
工

10 堤体盛土工 盛土幅員
まき出し厚さ
転圧状況
法長
法面（芝）
法勾配
排水側溝
その他必要箇所

施工延長20～40mにつき1回
（施工中、施工後）
「情報化施工技術の活用ガイドラ
イン」に基づき撮影記録による出来
形管理を実施する場合は、出来形
寸法を確認する写真撮影は原則と
して必要としない。

報化施工技術の活用ガイドラ
イン（農林水産省）の一部改
正による改定。

整地工
（表土扱い）

16
農
業
農
村
整
備
編

１
ほ
場
整
備
工
事

編 章 節 条
枝
番

資料２－２　新旧対照表

改定案（令和4年度）

出来形管理写真撮影箇所一覧表

現行（令和3年度）

工 種
写真管理項目

工 種
写真管理項目

摘　要編 章 節 条
枝
番

摘要

３
整
地
工

1

整地工
（基盤整地）
（表土整地）

整地工
（畦畔復旧）

整地工
（表土扱い）

整地工
（基盤整地）
（表土整地）

整地工
（畦畔復旧）

16
農
業
農
村
整
備
編

１
ほ
場
整
備
工
事

報化施工技術の活用ガイドラ
イン（農林水産省）の一部改
正による改定。

基盤面
表土埋戻後

基盤面
表土埋戻後

10aあたり1回
（施工後）

1筆当たりに1回
（施工中）

基盤面
表土埋戻後

1筆当たりに1回
（施工中）

３
整
地
工

1
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